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１　作成の趣旨

　　この小冊子は、市町に対し交付されている補助金の種類、対象事務・事業の内容、負担割合、交付の方法並びに地方負担額に対する財政措置(地方債)

　の概要を明らかにし、「地方財政状況調査」及び国・県支出金制度の概要把握に際し、参考にしていただくことを目的として作成した。

２　調査対象

　　国・県補助金等のうち、市町を対象とするもので、令和２年度以前から継続しているもの及び令和３年度に新たに措置されたもの、制度改正があっ

　たものを対象とした。

３　調査票の見方(留意事項)

　(1) 補助金等の名称

　　　国又は県の予算による名称等を記載した。

　(2) 交付の方法

　　　「交付の方法」の欄は、次の分類で表した。

　　ア　国の補助金等のうち県の予算を通さず直接市町に交付されるもの(直接補助金)

　　　①　県が追加交付しないもの　○印

　　　②　県が法令の規定に基づき追加交付するもの　☆印

　　　③　県が任意に追加交付するもの　◇印

　　イ　国の補助金等のうち県の予算を通して市町に交付されるもの(間接補助金)

　　　①　県が追加交付しないもの及び法令の規定に基づき追加交付するもの　△印

　　　②　県が任意に追加交付するもの　□印

　　ウ　国の補助金等を財源に県が基金を造成し、基金から市町へ交付するもの　▲印

　　エ　県の補助金等のうち県が単独で交付するもの　×印

　(3) 主　管　課

　　　令和３年度の県の取扱い主管(部局)課名とし、令和４年度の主管課は(  )書きとした。

　(4) 地方負担額に対する財政措置

　　　令和３年度の地方債措置を対象とし、従たるものは(  )書きとした。

　　　なお、ここに記述した地方債は、制度的に対象になりうることを示す。

　(5) 備考欄(地方財政状況調査参考事項)

　　ア　歳出目的別分類

　　　　原則として地方自治法施行規則別記予算調整の様式により分類し、一部、令和３年度地方財政状況調査要領の歳出目的分類に従って分類した。

　　イ　経常・臨時、一般・特定の別

　　　　区分はアに同じく令和３年度地方財政状況調査要領により分類した。
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歳出の目的別分類

一 議 会 費

二 総 務 費 1 総 務 管 理 費 2 徴 税 費 3
戸 籍 ・ 住 民
基 本 台 帳 費

4 選 挙 費 5 統 計 調 査 費 6 監 査 委 員 費

三 民 生 費 1 社 会 福 祉 費 2 老 人 福 祉 費 3 児 童 福 祉 費 4 生 活 保 護 費 5 災 害 救 助 費

四 衛 生 費 1 保 健 衛 生 費 2 結 核 対 策 費 3 保 健 所 費 4 清 掃 費

五 労 働 費 1 失 業 対 策 費 2 労 働 諸 費

六 農 林 水 産 業 費 1 農 業 費 2 畜 産 業 費 3 農 地 費 4 林 業 費 5 水 産 業 費

七 商 工 費

八 土 木 費 1 土 木 管 理 費 2 道路橋りょう費 3 河 川 費 4 港 湾 費 5 都 市 計 画 費 6 住 宅 費 7 空 港 費

九 消 防 費

十 教 育 費 1 教 育 総 務 費 2 小 学 校 費 3 中 学 校 費 4 高 等 学 校 費 5 特別支援学校費 6 幼 稚 園 費 7 社 会 教 育 費

8 保 健 体 育 費 9 大 学 費

十
一

十
二

十
三

十
四

(注)　※印は地方自治法施行規則別表によらず、決算統計の分類に従ったもの。

　(別表)

款 項 項 項 項 項 項

災 害 復 旧 費 1
農 林 水 産 施設
災 害 復 旧 費

2
公 共 土 木 施設
災 害 復 旧 費

3 そ の 他

項

公 営 企 業 費 3
市町村たばこ税
都道府県交付金

前 年 度 繰 上
充 用 金

公 債 費

諸 支 出 金 1
普 通 財 産
取 得 費
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※
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１　企画県民部所管（１）〔政策創生部長、県民生活部長関係〕

歳出目的別  経常

分　 　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

電源立地地域対策事業
費補助金（電源立地地
域対策事業交付金）

公共用施設整備などの住民
の利便性向上のための事業
や地域の活性化を目的とし
た事業の実施

運転開始から15年以上が経過し、
評価出力の合計が1,000kw以上。
かつ、評価発電電力量の合計が500
万kwh以上の水力発電施設、または
当該発電施設の減水区間が存する
市町におけるもの

10/10 △

・電源立地地域対策交付金交
付規則
・平成31年度兵庫県企画県民
部補助金交付要綱（電源立地
地域対策事業費補助金）

ビジョン課
（計画課）

－

各該当項目 臨時一般

離島航路事業の支援
（兵庫県市町振興支援
交付金）

離島航路運行確保費補助事
業

市が離島航路事業者に対して行う
補助額の20％

1/2
(H22

までは
2/3）

1/2
(H22

までは
1/3)

×

令和 ２３年度兵庫県市町振興
支援交付金交付要綱

地域創生局（地域振
興担当）（地域振興
課）・市町振興課 －

総務費・統計調査
費

臨時一般

地域創生推進事業（旧
ふるさと創生推進事
業）

各県民局・県民センターの補助要
綱による

×

地域創生局
（計画課）

－

各該当項目 臨時特定

地方創生推進交付金 地方公共団体が作成する地
域再生計画に掲げる交付対
象事業

制度要綱による 1/2 1/2 ○ 地方創生推進交付金交付要綱 地域創生局
（計画課）

一般補助施設整備等事業
債

各該当項目 臨時特定

地方創生拠点整備交付
金

地方公共団体が作成する施
設整備計画に掲げる交付対
象事業

制度要綱による 1/2 1/2 ○ 地方創生拠点整備交付金交付
要綱

地域創生局
（計画課）

一般補助施設整備等事業
債

各該当項目 臨時特定

ひょうご地域創生交付
金

県地域創生戦略又は市町版
地域創生戦略に基づく市町
単独事業

調査費・自立活性化推進費・市町
村等事務費 1/2

(政令・
中核市は

2/3)

1/2
(政令・
中核市は

2/3)
×

・ひょうご地域創生交付金制
度要綱
・令和３年度企画県民部補助
金交付要綱

地域創生局
（計画課）

－

総務費・企画費 臨時特定

戦略的移住推進事業
（住環境整備）

地域が戦略的に若手移住者
等を受け入れるための住環
境の整備を支援

市が住民団体に対して行う空き家
改修補助額の2/3を補助（上限
2,000千円）

2/3 1/3 ×
令和３年度兵庫県企画県民部
補助金交付要綱

地域創生局（地域振
興担当）
（地域振興課）

－
総務費－企画費 臨時一般

“ひょうごで暮ら
す！”体験キャンペー
ン事業（市町お試し住
宅活用）

お試し移住の取組について
モデル的に支援し、多自然
地域等における本格的な移
住を推進

移住体験者のお試し移住に対して
市町が助成する宿泊費及び移動費
で予算の範囲内 1／4 1／4 1／2 □

令和３年度兵庫県企画県民部
補助金交付要綱

地域創生局
（計画課）

－

総務費
企画費

臨時
特定

地方創生テレワーク交
付金

地方公共団体が、地域の実
情や強みを踏まえ、地方創
生テレワークの推進により
地方への新たなひとの流れ
を創出するために取り組む
事業。

制度要綱による

 3/41/2
1/4
1/2

○

地方創生テレワーク交付金交
付要綱

地域創生局
（計画課）

－

各該当項目 臨時
特定

市町別毎月人口推計調
査委託料

市町別毎月人口推計調査
(県及び市町の毎月におけ
る人口移動状況調査)

均一割・人口割

10/10 ×

委託契約市町別毎月人口推計
調査実施要領

統計課

－

総務費・統計調査
費

経常特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

国 県
市
町

受
益
者

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　 　考

地　方　債
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１　企画県民部所管（１）〔政策創生部長、県民生活部長関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

国 県
市
町

受
益
者

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

地　方　債

統計調査員確保対策事
業委託費

統計調査員確保対策事業 均一割・調査員登録基準数割
10/10 △

統計調査員確保対策事業委託
要綱

統計課
－

総務費・統計調査
費

経常特定

教育統計調査市町交付
金

学校基本調査 均一割・学校数割

10/10 △

・基幹統計調査事務市町交付
金取扱要綱
・統計法
・同法施行令

統計課

－

総務費・統計調査
費

経常特定

経済センサス調査区管
理市町交付金

経済センサス－基礎調査・
活動調査

均一割・調査区数割

10/10 △

・基幹統計調査事務市町交付
金取扱要綱
・統計法
・同法施行令
・経済センサス基礎調査規則
・経済センサス活動調査規則

統計課

－

総務費・統計調査
費

経常特定

経済ｾﾝｻｽ-活動調査経
費市町交付金

経済センサス-活動調査 指導員、調査員数割・調査区数割

10/10 △

・基幹統計調査事務市町交付
金取扱要綱
・統計法
・同法施行令
・経済センサス基礎調査規則

統計課

－

総務費・統計調査
費

臨時特定

金融広報活動事業市町
交付金

市町の実施する金融に関す
る講習会等の啓発事業10市
町

均等割（1市町：70千円以内）
定　額 △

令和３年度金融広報活動事
業・市町交付金事業交付要綱

消費生活課
（生活安全課） －

総務費・総務管理
費

臨時特定

消費者行政推進・強化
事業補助金

消費生活相談窓口の強化及
び重要な消費者政策の推進
等に係る事業（消費生活相
談員養成事業を除く）

消費者庁の定める「地方消費者行
政推進事業実施要領」及び「地方
消費者行政強化事業及び推進事業
実施要領」に定める経費

10/10 △

・地方消費者行政推進事業実
施要領
・地方消費者行政強化事業及
び推進事業実施要領
・令和３年度企画県民部補助
金交付要綱

1/2
または
1/3

1/2
または
1/3

△

・地方消費者行政強化事業及
び推進事業実施要領
・令和３年度企画県民部補助
金交付要綱

外国人登録事務委託費 外国人登録事務 「過疎地域等」「事業者が１社も
参入していない」「市町からの要
望がある国の補助事業が活用でき
る」「事業者が後年度維持管理費
の負担」に同意している

10/10 ○

・外国人登録法
・地方財政法第10条の4

－ －

総務費・戸籍住民
基本台帳費

経常特定

中長期在留者居住地届
出等事務委託費

外国人登録事務 旅費・需用費
10/10 ○

外国人登録法
－ －

総務費・戸籍住民
基本台帳費

経常特定

防衛施設周辺民生安定
施設整備事業補助金

飛行場・演習場等が周辺住
民のくらしに影響を及ぼす
場合、公園・道路・体育
館・公民館や、ごみ・し尿
処理施設等の生活環境施設
や農業施設、漁業施設等の
事業経営の安定に寄与する
施設の整備に対する助成

全体計画調査費・工事費

10/10 ○

防衛施設周辺民生安定施設整
備事業補助金交付要綱

－ －

各該当項目 臨時特定

消費生活課
（生活安全課）

－

総務費 臨時特定

周期調査
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１　企画県民部所管（１）〔政策創生部長、県民生活部長関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

国 県
市
町

受
益
者

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

地　方　債

社会保障・税番号制度
システム整備費補助金

行政手続における特定の個
人を識別するための番号利
用等に関する法律による社
会保障や税番号制度の導入
に係る地方公共団体の情報
システムの整備に要する経
費について補助

中間サーバー・企画、開発費・設
備費

10/10 ○

・社会保障
・税番号制度システム整備費
補助金交付要綱

情報企画課

－

各該当項目 臨時特定

集約都市形成支援事業
費補助金

拡散した都市機能を集約
し、生活圏の再構築を進め
ていくにあたって、医療な
ど生活に必要な機能を都市
の中心拠点へ移転した際、
旧建物の除却処分費用等へ
助成を行う。

計画策定支援・コーディネート支
援・施設の移転促進・建築物跡地
等の適正管理支援

1/2 1/2 ○

集約都市形成支援事業費補助
金交付要綱

－ －

総務費・総務管理
費

臨時特定

母親クラブ(地域組織)
育成費補助事業

家庭児童の健全な育成を図
るために活動する地域組織

基準額
1クラブ/＠100千円 1/2 1/2 ×

企画県民部補助金交付要綱 男女家庭課
（男女青少年課） －

民生費・児童福祉
費

臨時特定

地域女性活躍推進交付
金

地域の実情に応じて行う女
性の活躍推進に資する取組

交付要綱別表に定める経費 1/2
または
3/4

1/2
または
1/4

○
地域女性活躍推進交付金交付
要綱

男女家庭課
（男女青少年課） －

民生費・社会福祉
費

臨時特定

青少年の安全安心なイ
ンターネット利用推進
事業

青少年自身が主体的に安
全、安心なインターネット
利用対策を考えるワーク
ショップの取組を県内全域
に拡げるために支援

基準額
11校以上：200千円/市町
6～10校：130千円/市町
1～5校：90千円/市町

1/2 1/2 ×

令和3年度企画県民部補助金
交付要綱

青少年課 民生費・児童福祉
費

臨時特定
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１　企画県民部所管（２）〔政策調整局、企画財政局、管理局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

県民税徴収事務費市町
交付金

個人の道府県民税の賦課徴
収に関する事務を行うため
に要する費用を補償するた
め交付

【算出式】
(1)納税義務者数×＠3千円
(2)18年度以前課税収入額×7％
(3)還付加算金、過誤納還付金等相
当額

10/10 ×

地方税法第47条 税務課 総務費・徴税費 経常特定

県有資産所在市町交付
金

県有資産所在市町交付金の
交付

【算出式】
交付金算定標準額×1.4/100
※交付金算定標準額は、下記
(1)(2)により算出した額
(1)住宅交付金台帳価格×2/5
(2)住宅用地交付金台帳価格 ×1/3
※ただし小規模住宅用地は
交付金台帳価格×1/6
※上記以外の土地及び建物は
交付金台帳価格×10/10

10/10 ×

国有資産等所在市町村交付金
法

管財課

－

総務費・総務管理
費

経常一般

新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時
交付金

新型コロナウイルスの感染
拡大の防止及び感染拡大の
影響を受けている地域経済
や住民生活の支援等を通じ
た地方創生に資する事業
（経済対策に対応した事
業）の実施に要する費用の
全部又は一部を負担する事
業など

事業に要する経費

10/10 ○

市町振興課

－

各該当項目 臨時一般
臨時特定
（令和３年６月２
日付総務省事務連
絡）「新型コロナ
ウイルス感染症対
策に係る歳入歳出
等の取扱いについ
て」参照）

募集事務地方公共団体
委託費 費

自衛隊員募集事務 (1)均等割
(2)人口割
(3)会議参加制
(4)重点市町制
(5)前年度入隊者制

10/10 ○

自衛隊法第97条、
募集事務地方公共団体委託費
事務処理要領

市町振興課 － 総務費・総務管理
費

経常特定

マイナンバーカード交
付事業費補助金

個人番号カードの交付等を
円滑に行うための事業費を
補助する。

事業の事務に要する経費

10/10 ○

マイナンバーカード交付事業
費補助金交付要綱

市町振興課

－

総務費・戸籍住民
基本台帳費

経常特定

マイナンバーカード交
付事務費補助金

個人番号カードの交付等を
円滑に行うための事務費を
補助する。

事業に要する経費

10/10 ○

マイナンバーカード交付事務
費補助金交付要綱

市町振興課

－

総務費・戸籍住民
基本台帳費・商工
費など

経常特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等 主　管　課
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１　企画県民部所管（２）〔政策調整局、企画財政局、管理局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等 主　管　課

明るい選挙推進費補助
金

明るい選挙推進事業

1/2 1/2 ×

公職選挙法 市町振興課

－

総務費・選挙費 経常特定

在外選挙人名簿登録事
務費市町交付金

在外選挙人名簿登録に要す
る経費

(1)在外選挙人名簿の登録を申請し
た者 1.最終住所地登録 1,514円/
人
2.本籍地登録　　 　428円/人
(2)記載事項変更の届出をした者
1.選挙人直送　2,146円/人
2.在外公館経由　428円/人
(3)再交付の申請をした者
1.選挙人直送　2,146円/人
2.在外公館経由　428円/人
3.選挙人郵送(帰国) 428円/人
(4)抹消したもの　　 　428円/人

10/10 △

国会議員の選挙等の執行経費
の基準に関する法律

市町振興課

－

総務費・選挙費 経常特定

・知事の権限に属する事務
に係る事務処理の特例に関
する条例により市町が処理
することとされた事務
・心身障害者扶養共済制度
に係る事務

1/2 1/2 △

・その他の事務（※） 10/10(※) ×(※)

衆議院議員総選挙及び
最高裁判所裁判官国民
審査事務費市町交付金

市区町の選挙管理委員会が
管理する衆議院議員総選挙
及び最高裁判所裁判官国民
審査の執行に要する経費

国会議員の選挙等の執行経費の基
準に関する法律準用

10/10 △ 国会議員の選挙等の執行経費
の基準に関する法律

市町振興課

－

総務費・選挙費 臨時特定

兵庫県知事選挙事務費
市町交付金

市区町の選挙管理委員会が
管理する兵庫県知事選挙の
執行に要する経費

国会議員の選挙等の執行経費の基
準に関する法律準用

10/10 × 市町振興課

－

総務費・選挙費 臨時特定

兵庫県議会議員補欠選
挙事務費市町交付金

市区町の選挙管理委員会が
管理する県議会議員補欠選
挙の執行に要する経費

国会議員の選挙等の執行経費の基
準に関する法律準用

10/10 × 市町振興課

－

総務費・選挙費 臨時特定

子育て世帯等臨時特別
支援事業費補助金（住
民税非課税世帯等に対
する臨時特別給付金に
係る分）

令和３年度の市町村民税均
等割が非課税である世帯及
び令和３年１月以降の家計
急変世帯に対し、１世帯当
たり100千円を給付する事
業に要する経費（事務費を
含む。）

事業に要する事業費及び事務費 10/10 ○ 子育て世帯等臨時特別支援事
業費補助金交付要綱及び子育
て世帯等臨時特別支援事業支
給要領

市町振興課

－

民生費－社会福祉
費・扶助費（事務
費の性質別は各該
当項目）

臨時特定

経常特定兵庫県移譲事務市町交
付金

【算出式】
経常経費（均等割＋件数割）
・初年度経費

・地方財政法第28条
・兵庫県移譲事務市町交付金
交付要綱

市町振興課

－

各該当項目
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１　企画県民部所管（２）〔政策調整局、企画財政局、管理局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等 主　管　課

機能連携広域経営推進
調査事業

市町村域を越えた圏域にお
いて、産学金官民が連携し
人・モノ・金等の流れを生
みだし圏域の活性化を図る
取組へ委託することで、他
の地域が取り組むにあたっ
て先進的かつ汎用性のある
事例を構築する

制度要綱による

10/10 ○

機能連携広域経営推進調査事
業募集要領

－ －

各該当項目 臨時特定

過疎地域等自立活性化推進
化事業

移転の円滑化に要する経費・団地
造成費・移転先住宅建設等助成
費・生活関連施設整備費・産業基
盤施設整備費・空き家改修費

定額 ○

過疎地域集落再編整備事 主要施設改修費・機能拡張にかか
る付帯施設・設備費 1/2 1/2 ○

過疎地域遊休施設再整備事
業

実施要綱第８に定める事業実施計
画に基づく事業で、産業振興、生
活の安全・安心確保対策、都市と
地域の交流・移住促進対策、地域
文化伝承対策、その他適当と認め
られるもの

1/3 2/3 ○

過疎地域等集落ネットワー
ク圏形成支援事業

定住促進事業に要する経費・交流
促進事業に要する経費・安全安心
向上事業に要する経費（各事業で
施設整備を実施する場合は、工事
費、測量設計費、事務費、機械器
具費、工事雑費、指導監督費）

定額 ○

離島活性化交付金 離島活性化事業計画に基づ
き実施する定住促進事業、
交流促進事業、安全安心向
上事業

1/2 1/2 ○

・離島活性化交付金交付要綱
・離島活性化交付金事業実施
要綱
・離島活性化交付金事業実施
要領

地域振興課

マイナポイント事業費
補助金

マイナポイントの付与に要
する経費及びその環境整備
等に要する経費に補助す
る。

左記に要する経費

10/10 ○

マイナポイント事業費補助金
交付要綱

市町振興課 総務費・戸籍住民
基本台帳費・商工
費など

経常特定

社会保障・税番号制度
システム整備費補助金

社会保障・税番号制度の導
入等に伴う情報システムの
整備に要する経費に補助す
る。

左記に要する経費

10/10 ○

社会保障・税番号制度システ
ム整備費補助金交付要綱

市町振興課 総務費・戸籍住民
基本台帳費など

経常特定

特別定額給付金給付事業費補助金特別定額給付金を給付した
場合において、市町村が当
該請求に応じて支払う金額

給付対象者１人につき10万円

10/10 ○

特別定額給付金給付事業費補
助金交付要綱

市町振興課 総務費・総務管理
費

臨時特定

過疎地域等自立活性化
推進交付金

・過疎地域等自立活性化推進
交付金交付要綱
・過疎地域等集落ネットワー
ク圏形成支援事業実施要綱

地域振興課

※民間実施の場合は

補助率が異なる
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１　企画県民部所管（３）〔防災企画局、災害対策局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

マイ避難カード作成支
援事業補助

「マイ避難カード」作成を
推進するため、ワーク
ショップや避難訓練の実
践・検証するモデル事業の
経費を補助する。

ワークショップ、避難訓練、実践・
検証に要する経費

10/10 × 令和３年度企画県民部補助金
交付要綱

災害対策課

－

消防費・民生費・
災害対策費

臨時特定

福祉避難所施設改修補
助事業

福祉避難所の確保を推進す
るため、新たに福祉避難所
となる民間社会福祉施設又
は15名以上の避難者を更に
増やして受け入れる民間社
会福祉施設を対象に、入所
者と避難者の動線分離等を
行うための改修の一部を支
援

新たに福祉避難所となる民間社会福
祉施設又は15名以上の避難者を更に
増やして受け入れる民間社会福祉施
設において、入所者と避難者の動線
を分離するための改修に要する経費

上限：1,550千円

1/2 1/2 × 令和３年度企画県民部補助金
交付要綱

災害対策課

－

消防費・民生費・
災害対策費

臨時特定

基準額

一般地域分 1/3 2/3

離島分 5.5/10 4.5/10

過疎分 5.5/10 4.5/10

山村振興法関連分
（財政力指数 0.44以下）

5.5/10 4.5/10

地震防災対策特別措置法関連分 1/2 1/2

緊急消防援助隊設備整
備費補助金

緊急消防援助隊設備整備事
業

－

1/2 1/2 ○ ・消防組織法緊急消防援助隊
に関する政令
・緊急消防援助隊設備整備費
補助金交付要綱

消防課
（消防保安課）

一般補助施設整備等事業債
（過疎対策事業債・辺地対
策事業債）

消防費 臨時特定

消防団活性化支援事業
補助

消防団が自主防災組織等と
連携して行う実践的な訓練
や研修

１消防団あたり上限50千円
※ただし、補助事業の対象となる経
費に補助率を乗じた額が50千円に満
たない場合は、当該算出額。（千円
未満の端数は切り捨て）

1/2 1/2 × 令和３年度企画県民部補助金
交付要綱

消防課
（消防保安課）

－

消防費 臨時特定

自主防災組織体制強化
推進事業

二つ以上の自主防災組織が
連携して行う防災訓練

(1)1件あたり40千円
①訓練加算
次のア、イいずれか又はいずれにも
該当する場合、1件あたり20千円を加
算
ア　三つ以上の自主防災組織が連携
して防災訓練を行う場合
イ　防災訓練の中で災害時要援護者
支援訓練を実施する場合
②感染症対応加算
感染対策を講じた実動訓練の状況を
オンライン配信する場合、1件あたり
20千円を加算
＊①②併用あり
＊経費支出が補助額を下回る場合
は、当該支出額

定額 × 令和３年度企画県民部補助金
交付要綱

消防課
（消防保安課）

－

消防費 臨時特定

消防費 臨時特定消防防災施設整備費補
助金

消防防災施設整備事業 ○ ・消防施設強化促進法
・消防防災施設整備費補助金
交付要綱

消防課
（消防保安課）

一般補助施設整備等事業債
（過疎対策事業債・辺地対
策事業債）

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法
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１　企画県民部所管（３）〔防災企画局、災害対策局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

消防団設備整備費補助
金

消防団救助能力向上資機材
緊急整備事業

－

1/3 2/3 ○ 消防団設備整備費補助金交付
要綱(消防団救助能力向上資機
材緊急整備事業)

消防課
（消防保安課）

－

消防費 臨時特定

石油貯蔵施設立地対策
等交付金

石油貯蔵施設周辺地域の福
祉向上を図るための公共用
施設整備経費

(1)石油精製業者等が保有する石油貯
蔵施設の貯蔵量が10万kℓ以上ある市
町
→交付額の7割

(2)上記市町に隣接する市町
→　交付額の2割

10/10 △ 石油貯蔵施設立地対策等交付
金交付規則

産業保安課
（消防保安課）

－ －

臨時一般

神戸市における新型コ
ロナウイルス感染症の
軽症者等の宿泊療養事
業実施負担金
（新型コロナウイルス
宿泊療養施設確保事
業）

無症状者及び軽症者等が療
養する宿泊施設を確保する
ための経費を負担する

施設借上費用、感染者食費、感染者
搬送経費、感染者管理用品（マス
ク、体温計等）整備費等

10/10 △ 新型コロナウイルス感染症緊
急包括支援事業（医療分）実
施要綱、「新型コロナウイル
ス感染症の軽症者等に係る宿
泊療養及び自宅療養の対象並
びに自治体における対応に向
けた準備について」及び「新
型コロナウイルス感染症の軽
症者等の宿泊療養マニュアル
の送付について」（いずれも
令和２年４月２日付け厚生労
働省新型コロナウイルス感染
症対策推進本部事務連絡）

復興支援課
（防災支援課）

－

公衆衛生費 臨時特定
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２　健康福祉部所管（１）〔社会福祉局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

隣保館運営費補助金 隣保館運営費等 基準額 1/2 1/4 1/4 △ 地方改善事業費（隣保館運営
費等）補助金交付要綱及び健
康福祉部補助金交付要綱

人権推進課
（県民生活部総務
課）

－

民生費・社会福祉
費

経常特定

人権文化県民運動推進
補助金

人権啓発に要する事業費 基準額 1/3 2/3 × 健康福祉部補助金交付要綱 人権推進課
（県民生活部総務
課）

－
民生費・社会福祉
費

経常特定

人権啓発活動地方委託
費

人権啓発事業委託 啓発に必要な事業費 10/10 △ 人権啓発活動地方委託要綱 人権推進課
（県民生活部総務
課）

－
民生費・社会福祉
費

経常特定

社会福祉施設等施設整
備費補助金
隣保館施設整備費補助
金

施設整備費
・創設・改築等
・大規模修繕等

基準額 1/2 1/4 1/4 △ 地方改善施設整備費補助金交
付要綱及び健康福祉部補助金
交付要綱

人権推進課
（県民生活部総務
課）

一般補助施設整備等
事業債

民生費・社会福祉
費

臨時特定

乳幼児等医療費補助及
び事務費補助金

9歳に達する日以降の最初
の3月31日を経過していな
い乳幼児等

(1)乳幼児医療費の助成に必要な扶
助費
(2)事業実施に必要な事務費

1/2 1/2 × 健康福祉部補助金交付要綱 国保医療課

－

民生費・児童福祉
費

経常特定

母子家庭等医療費の助成に必要な
扶助費

【財政力指数（3カ年平均）】

■1.0超 1/3 2/3

■0.64超1.0以下 2/5 3/5

■0.37超0,64以下 1/2 1/2

■0.37以下 2/3 1/3

重度障害者医療費補助
及び事務費補助金

・重度身体障害者身体障害
者福祉法による障害程度1
級及び2級
・重度知的障害者（児）療
育手帳A判定
・重度精神障害者精神障害
者福祉保健福祉手帳１級

(1)重度障害者医療費の助成に必要
な扶助費

(2)事業実施に必要な事務費

1/2 1/2 × 健康福祉部補助金交付要綱 国保医療課

－

民生費・社会福祉費・児童福祉費経常特定

高齢期移行助成事業補
助及び事務費補助金

　 (1)高齢期移行者医療費の助成に必
要な扶助費

(2)事業実施に必要な事務費

1/2 1/2 × 健康福祉部補助金交付要綱 国保医療課

－

民生費・老人福祉
費

経常特定

高齢重度障害者医療費
補助及び事務費補助金

・重度身体障害者身体障害
者福祉法による障害程度1
級及び2級
・重度知的障害者（児）療
育手帳A判定
・重度精神障害者精神障害
者福祉保健福祉手帳１級

(1)高齢重度障害者医療費の助成に
必要な扶助費

(2)事業実施に必要な事務費

1/2 1/2 × 健康福祉部補助金交付要綱 国保医療課

－

民生費・老人福祉費経常特定

こども医療費補助及び
事務費補助金

9歳に達する日の翌日以後
の最初の4月1日から、15歳
に達する日以後の最初の3
月31日を経過していない者

1.こども医療費の助成に必要な扶
助費

2.事業実施に必要な事務費

10/10
※入院

1/2
※通院

1/2
※通院 × 令和2年度健康福祉部補助金

交付要綱
国保医療課

－

民生費・児童福祉費経常特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

国保医療課

－

経常特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

母子家庭等医療給付事
業費補助金

・18歳に達する年度の末ま
での児童又は20歳未満の高
校在学中の児童を監護する
母又は父及びその児童
・遺児（年齢は同上）

× 健康福祉部補助金交付要綱
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２　健康福祉部所管（１）〔社会福祉局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

保険基盤安定負担金
※内訳
県・国民健康保険
保険基盤安定負担金

市町が行う国民健康保険料
（税）軽減相当額の国民健
康保険特別会計への繰り入
れ

低所得者に対する保険料（税）の
軽減相当額及び軽減対象者数に応
じた額

3/4
（軽減分） 1/4 ×

1/2
（支援分） 1/4 1/4 ☆

後期高齢者医療保険基
盤安定負担金

市町が行う保険料軽減相当
額の後期高齢者医療特別会
計への繰り入れ

低所得者に対する保険料の軽減相
当額に応じた額

3/4 1/4 × ・高齢者の医療の確保に関す
る法律第99条第3項
・兵庫県後期高齢者医療保険
基盤安定負担金交付要綱

国保医療課

－

民生費・老人福祉
費

経常特定

厚生労働統計調査委託
費（旧保健・旧福祉）

国民生活基礎調査、人口動
態調査、社会福祉施設等調
査等に要する経費

基準額 10/10 △ ・統計法
・統計報告調整法等国民生活
基礎調査規則等

情報事務センター － 総務費・統計調査
費

経常特定

社会福祉統計事務費市
町交付金

地域児童福祉事業等調査 基準額 10/10 △ 健康福祉部補助金交付要綱 情報事務センター － 総務費・統計調査
費

経常特定

保健福祉調査地方公共
団体委託費

社会保障制度企画調査 基準額 10/10 △ 統計法等 情報事務センター － 総務費・統計調査
費

臨時特定

試験研究費 社会保障・人口問題基本調
査

基準額 10/10 ○ 統計法等 情報事務センター － 総務費・統計調査
費

臨時特定

公的扶助資料調査委託
費

社会保障生計調査（家計簿
調査）

基準額 10/10 ○ 統計法等 情報事務センター
－

総務費・統計調査
費

経常特定

災害弔慰金補助金 一定規模以上の自然災害に
より死亡した遺族に対し市
町が支給する弔慰金

基準額 1/2 1/4 1/4 △ 災害弔慰金の支給等に関する法律・災害弔慰金補助金及び災害障害見舞金補助金交付要綱地域福祉課

－

民生費・　災害救
助費

臨時特定

民生委員・児童委員弁用費 基準額
委員1人あたり：60,200円/年額

10/10 × 健康福祉部補助金交付要綱 地域福祉課・児童課
－

民生費・社会福祉
費

経常特定

民生委員・児童委員の活動
（資質向上のための研修及
び地域の実態把握のための
社会調査等を含む）費用弁
償に要する経費

基準額
民生委員協議会会長：11千円/年額

10/10 × 健康福祉部補助金交付要綱 地域福祉課

－

民生費・児童福祉
費

経常特定

民生・児童協力委員活
動支援事業補助金

市町民生・児童協力委員の
設置に要した経費

基準額
委員1人あたり：500円/年額

10/10 × 健康福祉部補助金交付要綱 地域福祉課
－

民生費・社会福祉
費

経常特定

災害援護資金償還指導
事業費補助金

阪神・淡路大震災の被災者
に対して貸し付けた災害援
護資金について市に償還指
導員を設置し、滞納者等に
対する償還指導、償還能力
の調査及び行方不明者の所
在確認等を行うことにより
貸付金の円滑な回収並びに
適正な管理に努める

基準額 1/2 1/2 × 健康福祉部補助金交付要綱 地域福祉課

－

民生費・社会福祉
費

臨時特定

市が支弁した生活保護費等 基準額 3/4 1/4 ○ 地域福祉課
－

民生費 経常特定

（居住地不明分） 3/4 1/4 ☆

（配偶者支援金） 4/4 ○

民生委員・児童委員活
動費用弁償費等補助金

・国民健康保険法第72条の3
第2項
・第72条の4第2項及び第3項
附則第24項3項
・国民健康保険基盤安定負担
金交付要綱

国保医療課

－

民生費・社会福祉
費

経常特定

生活保護費等国庫
※うち、（県費）負担
金

・生活保護法
・中国残留邦人等支援法
・生活扶助費等国庫負担金
・医療扶助費等国庫負担金及
び介護扶助費等国庫負担金交
付要綱

　うち、中国残留邦人へ
の

生活支援給付費・
配偶者支援金

生活保護費・民生
費・社会福祉費

（旧福祉の指定都市･中核市は○）

（指定都市･中核市は○）

（指定都市･中核市は○）

（指定都市･中核市は○）
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２　健康福祉部所管（１）〔社会福祉局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

行旅病人及び行旅死亡
人の取扱費用弁償金

行旅病人及び行旅死亡人取
扱法により、市町が引取者
のいないものに対して行っ
た救護について一時繰り替
えた経費

行旅病人等の救護または行旅死亡
人の取扱に要した経費（行旅病人
及び行旅死亡人取扱法第15条の規
定により、市町費をもって一時繰
り替支弁をしなければならない費

10/10 × 行旅病人及び行旅死亡人取扱
法・4行旅病人及び行旅死亡
人の費用弁償等に関する規則

地域福祉課

－

民生費・社会福祉
費

臨時特定

援護事務市町交付金 援護年金等、特別弔慰金及
び各種給付金市町取扱事務

基準額 10/10 × 健康福祉部交付金交付要綱 地域福祉課
－

民生費・社会福祉
費

経常特定

(1)生活困窮者自立相談支
援事業
生活困窮者からの相談に対
応するとともに自立に向け
たプランの作成等を支援

生活困窮者自立支援法による 3/4 1/4 ○ 生活困窮者自立支援法 地域福祉課

－

各該当項目 経常特定

(2)被保護者就労支援事業
被保護者からの相談に応
じ、就労支援に関する必要
な状況の提供及び助言を行
う

事業実施に必要な経費 3/4 1/4 ○ 生活保護法 地域福祉課 経常特定

(3)生活困窮者住居確保給
付金支給事業
離職により住宅を失う等の
生活困窮者に対し、家賃を
給付

生活困窮者自立支援法による 3/4 1/4 ○ 生活困窮者自立支援法 地域福祉課

－

経常特定

(4)被保護者健康管理支援
事業
福祉事務所がデータに基づ
き被保護者の生活習慣病の
発症予防や重症化予防等を
推進

事業実施に必要な経費 3/4 1/4 ○ 生活保護法 地域福祉課

－

経常特定

生活困窮者就労準備支
援事業費等補助金

（1）生活困窮者就労準備
支援事業一般就労に従事す
る準備としての基礎的能力
の形成を支援

生活困窮者自立支援法による 2/3 1/3 ○ 生活困窮者自立支援法 地域福祉課

－

経常特定

（2）生活困窮者家計改善
支援事業家計に課題を抱え
る生活困窮者からの相談に
応じ、家計改善に関する支
援を行う

生活困窮者自立支援法による 2/3 1/3 ○ 生活困窮者自立支援法 地域福祉課

－

経常特定

（3）被保護者就労準備支
援事業一般就労に従事する
準備として、日常生活習慣
改善等の支援を行う

事業実施に必要な経費 2/3 1/3 ○ 生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金交付要綱

地域福祉課

－

経常特定

（4）生活困窮者一時生活
支援事業緊急に衣食住が必
要な生活困窮者に対して支
援

生活困窮者自立支援法による 2/3 1/3 ○ 生活困窮者自立支援法 地域福祉課

－

経常特定

（5）生活困窮者子どもの
学習支援事業。生活に困窮
する世帯の子どもや親に対
し支援

生活困窮者自立支援法による 1/2 1/2 ○ 生活困窮者自立支援法 地域福祉課

－

経常特定

生活困窮者自立相談支
援事業費等国庫負担金
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２　健康福祉部所管（１）〔社会福祉局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

生活困窮者就労準備支
援事業費等補助金（つ
づき）

（6）福祉事務所未設置町
村による相談事業.生活困
窮者からの相談に応じ生活
困窮者に身近な行政機関に
おける支援体制の構築を図
る

相談事業実施に必要な経費 3/4 1/4 ○ 生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金交付要綱

地域福祉課

－

経常特定

地域子供の未来応援交
付金

ひとり親家庭など、経済的
に厳しい状況に置かれてい
る子供たちに対する学習支
援や居場所づくりなどの支
援の実効性を高めるために
地域の実情を踏まえて、地
域ネットワークの形成を支
援することを目的とする。

基準額
(1)①実態調査・分析
　 ②整備計画の策定
(2)①子供たちと支援を結びつける
事業
　 ②連携体制整備事業
　 ③研修事業
(3)つながりの場づくり緊急支援事
業
(4)新たな連携によるつながりの場
づくり緊急支援事業

1/2、
3/4、
10/10

1/2、
1/4

◇ 地域子供の未来応援交付金交
付要綱

地域福祉課

－

民生費・社会福祉
費・児童福祉費

臨時特定

基準額 地域福祉課 臨時特定

①企画調整委員:＠17,700円/１日

　　調査員:＠7,200円/１日

②調査活動費:＠3,490円/１日

③調査諸費　200千円の範囲内で厚
生労働省支出負担行為担当官民生
主管部(局)長が必要と認める額

援護関係事務委託費
（中国残留邦人等支援
事業分）

市で雇用している支援・相
談員の人件費等

事業実施に必要な事務費 10/10 ○ ・援護費及び事務委託費の経
理取扱要領
・各市支援・相談員設置要綱

地域福祉課
－

民生費・社会福祉
費

経常特定

年金生活者支援給付金
支給業務市町村事務取
扱交付金

年金生活者支援給付金の支
給に係る経費

厚生労働大臣が必要と認めた額 10/10 ○ 平成29年度年金生活者支援給
付金支給準備市町村事務取扱
交付金交付要綱

－ －

民生費・社会福祉
費

経常特定

国民年金市町村事務取
扱交付金

市区町村が行う国民年金に
関する事務（特定障害者に
対する特別障害給付金に関
する事務を含む。）に必要
な費用

厚生労働大臣が必要と認めた額 10/10 ○ 国民年金法第86条

－ －

民生費・社会福祉
費

経常特定

引揚者等援護事務費委
託金

支援・相談員の配置経費等 10/10 ○ 中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中
国残留邦人等及び特定配偶者
の自立の支援に関する法律
・支援・相談員の配置等に関
する実施要領

地域福祉課

－

民生費・社会福祉
費

経常特定

法人後見・市民後見推
進事業

市民後見人養成研修及び法
人後見・市民後見体制の整
備・強化に要する経費への
補助

基準額

2/4 1/4 1/4 ▲

健康福祉部補助金交付要綱 健康増進課
(地域福祉課)

－ 民生費・社会福祉
費

臨時特定

－

ホームレスの自立の支援等に
関する特別措置法

保健福祉調査地方公共
団体委託費

ホームレスの実態に関する
全国調査（概数調査）

10/10 △
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２　健康福祉部所管（１）〔社会福祉局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

新型コロナウイルス感
染症セーフティネット
強化事業補助金

新型コロナウイルス感染症
の影響により生活に困窮さ
れる方々を対象とする支援
について、県内市町の取組
を包括的に支援

事業実施に必要な経費

3/4 1/4 △

令和２年度新型コロナウイル
ス感染症セーフティネット強
化交付金交付要綱

地域福祉課

ー

民生費 臨時特定

令和３年度（令和２年
度からの繰越分）新型
コロナウイルス感染症
セーフティネット強化
交付金（低所得の子育
て世帯に対する子育て
世帯生活支援特別給付
金給付事業（ひとり親
世帯以外の低所得の子
育て世帯分）事業費

低所得の子育て世帯に対す
る子育て世帯生活支援特別
給付金（ひとり親世帯以外
の低所得の子育て世帯分）
の事業費を市町あて交付す
る。

支給対象児童数×50千円

○ ○

令和３年度（令和２年度から
の繰越分）新型コロナウイル
ス感染症セーフティネット強
化交付金（低所得の子育て世
帯に対する子育て世帯生活支
援特別給付金給付事業（ひと
り親世帯以外の低所得の子育
て世帯分）事業費分）交付要
綱

地域福祉課

-

03　民生費
03　生活保護費

臨時特定

令和３年度（令和２年
度からの繰越分）新型
コロナウイルス感染症
セーフティネット強化
交付金（低所得の子育
て世帯に対する子育て
世帯生活支援特別給付
金給付事業（ひとり親
世帯以外の低所得の子
育て世帯分）事務費

低所得の子育て世帯に対す
る子育て世帯生活支援特別
給付金（ひとり親世帯以外
の低所得の子育て世帯分）
にかかる市町事務費を市町
あて交付する。

市町事務費積算額

○ ○

令和３年度（令和２年度から
の繰越分）新型コロナウイル
ス感染症セーフティネット強
化交付金（低所得の子育て世
帯に対する子育て世帯生活支
援特別給付金給付事業（ひと
り親世帯以外の低所得の子育
て世帯分）事務費分）交付要
綱

地域福祉課

-

03　民生費
03　生活保護費

臨時特定

令和３年度新型コロナ
ウイルス感染症セーフ
ティネット強化交付金
（新型コロナウイルス
感染症生活困窮者自立
支援金支給事業（事務
費分））

新型コロナウイルス感染症
生活困窮者自立支援金支給
事業の支給に伴う都道府県
及び市町村（特別区を含
む。）の実施事務に必要な
経費を交付することを目的
とする。

基準額と対象経費の実支出額を比
較して、少ない方の額と、総事業
費から寄付金その他の収入額を控
除した額とを比較し、少ない額を
選定しその額を交付額とする。

10/10 〇

令和３年度新型コロナウイル
ス感染症セーフティネット強
化交付金（新型コロナウイル
ス感染症生活困窮者自立支援
金支給事業（事務費分））交
付要綱

地域福祉課 03　民生費
03　生活保護費

臨時・特定
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２　健康福祉部所管（２）〔障害福祉局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

無年金外国籍障害者等
福祉給付金支給事業費
補助金

市町が行う無年金外国籍障
害者等に対する福祉給付金
支給事業に要する経費

基準額（月額/一人当たり）
【算出式】
障害基礎年金額(1級年額)×1/12×
1/2

1/2 1/2 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

障害福祉課

－

民生費・社会福祉
費

経常特定

重度心身障害者(児)介
護手当費補助金

市町が実施する重度心身障
害者（児）の介護手当支給
事務に助成する。
身体障害者1級～2級又は重
度知的障害者で6ヶ月以上
ねたきりの状態にある者の
介護者。

基本額（介護手当）
年額/一人当たり　　100千円

1/2 1/2 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

障害福祉課

－

民生費・社会福祉
費・児童福祉費

経常特定

基準額（１人当たり） 3/4 1/4 (市のみ) ○ 経常特定

　■特別障害者手当　　27,350円/月額 3/4 1/4 (町のみ) ☆ －

　■障害児福祉手当　　14,880円/月額

　■福祉手当　　　　　14,880円/月額

地域生活支援事業費等
補助金

(1)地域生活支援事業

(2) 地域生活支援促進事業

事業費補助方式 1/2以内 1/4以内 1/4 ☆ ・障害者総合支援法第95条第
2項第2号（国）
・障害者総合支援法第94条第
2項（県）
・地域生活支援事業費等補助
金及び障害者総合支援事業費
補助金交付要綱

障害福祉課

－

民生費・社会福祉
費

経常特定

障害者自立支援給付費
等負担金

障害者自立支援給付費負担
金

基準額

1/2 1/4 1/4 ☆

・障害者総合支援法第95条第
1項（国）
・障害者総合支援法第94条第
1項（県）

障害福祉課

－

民生費・社会福祉
費

経常特定

障害者総合支援事業費
補助金（障害者自立支
援給付審査支払等シス
テム事業）

(1)消費税率の引上げに伴
う報酬改定等に伴う改修

(2)就学前の障害児の発達
支援の無償化に伴う改修

基準額 （1）1/2

（2）
10/10

（1）
○

(政令市・
中核市)

(2)
△

（上記以
外の市
町）

地域生活支援事業費等補助金
及び障害者総合支援事業費補
助金交付要綱

障害福祉課

－

民生費・社会福祉
費

臨時特定

障害者医療費負担金 育成医療費、更生医療費療
養介護医療及び基準該当療
養介護医療費、やむを得な
い事由による措置費（療養
介護医療に係るものに限
る）

基準額自立支援医療費（育成医
療、更生医療）、療養介護医療費
の額から法第７条に基づき給付を
行わないとした額を控除して得た
額

1/2 1/4 1/4 ☆ 障害者総合支援法第94・95条 障害福祉課 － 民生費・社会福祉
費

経常特定

軽・中度難聴児補聴器
購入費等助成事業

軽・中度難聴児の補聴器購
入費用等を助成する事業

基準額
10/10 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

障害福祉課
－

民生費・社会福祉
費

経常特定

県利用者負担軽減事業
等補助金

障害者グループホームの家
賃を助成する事業

基準額

1/2 1/2 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱、地域自殺対策強化
交付金(地域自殺対策強化事
業)交付要綱

障害福祉課

－

民生費・社会福祉
費

経常特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

特別障害者手当等給付
負担金

市における特別障害者手当
等給付費

特別児童扶養手当等の支給に
関する法律第25条

障害福祉課 民生費・社会福祉
費
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２　健康福祉部所管（２）〔障害福祉局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

自殺対策強化市町補助
事業

市町が実施する自殺対策事
業に対し、補助を行う

事業費補助方式 10/10、
1/2、2/3

△

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱、地域自殺対策強化
交付金(地域自殺対策強化事
業)交付要綱

障害福祉課・いのち
対策室

－

民生費・社会福祉
費

臨時特定

在宅重症心身障害児
(者)訪問看護利用支援
事業

重症心身障害児者が利用す
る訪問看護利用料の一部及
び肢体不自由の重度身体障
害児者が利用する訪問リハ
ビリ利用料の一部を助成

基準額　

訪看
1/4

訪看
1/4
訪ﾘﾊ
1/2

1/2

訪看
△

訪ﾘﾊ
×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

障害福祉課 － 民生費・社会福祉
費・児童福祉費

臨時特定

グループホーム新規開
設サポート事業

グループホーム開設時の初
期費用を助成する事業

基準額
1/3 1/3 1/3 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

障害福祉課 － 民生費・社会福祉
費

臨時特定

障害児入所通所給付費
等国庫負担

障害児入所施設、障害児通
所支援事業所、障害児相談
支援事業所及び指定医療機
関における児童等の入所後
又は委託後の保護に必要な
費用の負担及び障害児が障
害児入所施設等において受
けた指定入所及び指定通所
支援に要する費用の負担を
行うことにより障害児の福
祉の向上を図る

基準額 【入所】
政令市以外

1/2
政令市

1/2

【通所】
1/2

1/2

1/4

1/2

1/4
☆

障害児入所給付費等国庫負担
金及び、障害児入所医療費等
国庫負担金交付要綱

障害福祉課

－

民生費・児童福祉
費

経常特定

障害児施設措置費（給
付費等）県費負担

障害児入所施設、障害児通
所支援事業所、障害児相談
支援事業所及び指定医療機
関における児童等の入所後
又は委託後の保護に必要な
費用の負担及び障害児が障
害児入所施設等において受
けた指定入所及び指定通所
支援に要する費用の負担を
行うことにより障害児の福
祉の向上を図る

基準額 【入所】
政令市以外

1/2
政令市

1/2

【通所】
1/2

1/2

1/4

1/2

1/4
☆

障害児施設措置費（給付費
等）県費負担金交付要綱

障害福祉課

－

民生費・児童福祉
費

経常特定

障害児入所通所医療費
等国庫負担

障害児入所施設、障害児通
所支援事業所、障害児相談
支援事業所及び指定医療機
関における児童等の入所後
又は委託後の保護に必要な
費用の負担及び障害児が障
害児入所施設等において受
けた指定入所及び指定通所
支援に要する費用の負担を
行うことにより障害児の福
祉の向上を図る

基準額 【入所】
政令市以外

1/2
政令市

1/2

【通所】
1/2

1/2

1/4

1/2

1/4
☆

障害児入所給付費等国庫負担
金及び障害児入所医療費等国
庫負担金交付要綱

障害福祉課

－

民生費・児童福祉
費

経常特定

（事業により補助率が異なる）
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２　健康福祉部所管（２）〔障害福祉局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

地域活動支援センター
基礎的事業及び障害者
小規模通所援護事業

市町が実施する事業に要す
る経費又は事業を実施する
者に対して、市町が助成す
るのに要する経費

基準額

2/10 8/10 ×

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・地域活動支援センター基礎
的事業実施要綱
・障害者小規模通所援護事業
実施要綱

ユニバーサル推進課

－

民生費・社会福祉
費

経常特定

医療支援型グループ
ホーム運営支援事業

医療支援型グループホーム
の運営に要する経費に対す
る補助

45,000円×市町が医療支援型グ
ループホームにおけるサービスに
ついて支給決定をした者の各月初
日在籍日数の合計数

1/2 1/2 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

障害福祉課

－

民生費・社会福祉
費

臨時特定

令和２年度新型コロナ
ウイルス感染症に対応
した心のケア支援事業
費補助金

新型コロナウイルス感染症
に対応した心のケア支援事
業費（都道府県、指定都
市、中核市、保健所設置市
及び特別区 が精神保健福
祉センター、保健所等によ
り実施する、住民への心の
ケア、市町村等が行う精神
保健上の相談支援に対する
後方支援及び技術的助言、
関係機関 ・組織 への技術
的支援）

厚生労働大臣の定める基準額

3/4 1/4 ○

・新型コロナウイルス感染症
に対応した心のケア支援事業
実施要綱
・令和３年度新型コロナウイ
ルス感染症に対応した心のケ
ア支援事業費補助金交付要綱

障害福祉課いのち対
策室

－

衛生費・公衆衛生
費

一般

地域活動支援センター
等の受入体制の強化

地域活動支援センター等や
訪問入浴サービスにおい
て、新型コロナウイルス感
染症拡大によるニーズの増
加等に伴い生じるかかりま
し経費部分に対して支援

事業費補助方式

1/2 1/4 1/4 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱

ユニバーサル推進課

－

民生費・社会福祉
費

臨時特定

重症心身障害児向け通
所支援・居宅訪問型児
童発達支援事業所整備
事業

重症心身障害児向け通所支
援・居宅訪問型児童発達支
援事業所が未設置の市町に
おける事業者の新規参入を
促進するため、開所当初に
利用人数が十分に確保され
なかったことによって得ら
れなかった報酬分を助成

重症心身障害児向け通所支援事業
所又は居宅訪問型児童発達支援事
業所の未設置市町において、初め
て当該事業指定を受けた事業所に
対する市町が助成した経費

1/2 1/2 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

障害福祉課

－

民生費・社会福祉
費

臨時特定

遠隔手話サービス等を
利用した聴覚障害者の
意思疎通支援体制の強
化事業

聴覚障害者が行政や保健所
等での相談や病院への受診
等に際して、遠隔手話サー
ビスを実施するための体制
強化を行う。

基準額

10/10 ☆

令和３年度（令和２年度から
の繰越分）障害者総合支援事
業費補助金（新型コロナウイ
ルス感染症対策に係る特別事
業分）交付要綱

ユニバーサル推進課 08　国庫支出金
02　国庫補助金

臨時・一般

依存症対策総合支援事
業

依存症への対策として、依
存症患者等の地域における
ニーズに対して総合的に支
援

厚生労働大臣の定める基準額

1/2 1/2 ○

・依存症対策総合支援事業実
施要綱
・精神保健費等国庫負担（補
助）金交付要綱

障害福祉課いのち対
策室

－

衛生費・公衆衛生
費

臨時特定
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

老人クラブ活動強化推
進事業費補助金

(1)子育て支援活動及び地
域における見守り活動を支
援
(2)健康づくり（健康体操
等の実施普及促進活動を支
援）

■1老人クラブ当たり
(1)→3,500円/月
(2)→   500円/月

1/2

1/3
(政令・
中核)

1/2

2/3
(政令・
中核）

×

健康福祉部補助金交付要綱 高齢政策課

－

民生費・老人福祉
費

経常特定

老人クラブ助成事業補
助金

市町が老人クラブの活動費
に助成する経費

■1クラブ当たり　3,500円/月額
■1市町連合会当たり
均等→175千円/年額
会員→65円/人
※特別事業額は厚生労働大臣が必
要と認めた額

1/3 1/3 1/3 △ 厚生事務次官通知 高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

経常特定

老人クラブによる健康
づくり・介護予防支援
事業補助金

元気な高齢者が健康を保持
し、生きがいを持って、生
活することができるよう老
人クラブが行う健康づく
り・介護予防活動を支援

知事が必要と認めた額 1/3 1/3 1/3 △ ・厚生事務次官通知
・健康福祉部補助金交付要綱

高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

経常特定

無年金外国籍高齢者等
福祉給付金支給事業費
補助金

国民年金制度上、国籍要件
などがあったために、国民
年金の受給資格を得ること
ができなかった在日外国籍
高齢者に対し給付金を支給
する市町に助成

基準額
　1人月額　16,670円

10/10 × 健康福祉部補助金交付要綱 高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費・社会福祉費

経常特定

保険者機能強化推進交
付金・介護保険保険者
努力支援交付金

国、都道府県、市町及び第
２号保険料の法定負担割合
に加えて、介護保険特別会
計に交付金を充当（一部一
般会計で実施する介護予防
等の取組への充当も可）し
て、市町が行う市町村特別
給付、地域支援事業及び保
健福祉事業等を充実。

基準額 10/10 ○ ・保険者機能強化推進交付金
及び介護保険保険者努力支援
交付金実施要綱
・保険者機能強化推進交付金
及び介護保険保険者努力支援
交付金交付要綱

高齢政策課 － 民生費・社会福祉
費

臨時特定

低所得者に対する利用
者負担額軽減事業

介護サービス事業者による
低所得利用者に係る利用者
負担軽減制度に要する費用
の一部

基準額 1/2 1/4 1/4 △ 健康福祉部補助金交付要綱 高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

臨時特定

地域介護・福祉空間整
備備等施設整備交付金

地域における公的介護施設
等の施設の整備事業を推進
することを目的とする。

配分基礎額 10/10 ○ 地域介護・福祉空間整備等交
付金及び地域介護・福祉空間
推進交付金実施要綱及び交付
要綱

高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

臨時特定

地域支援事業交付金 市町が保険者として実施す
る地域支援事業に要する経
費のうち、法定で定められ
た国及び県の負担割合に相
当する額を市町に交付。市
町は介護保険特別会計で受
入れ。

基準額 ・介護保険法
・兵庫県地域支援事業県交付
金交付要綱
・地域支援事業交付金交付要
綱

高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

経常特定

①介護予防・
日常生活支援総合事業

25％ 12.5％ 12.5％  50％ ☆

②包括的支援事業及び
任意事業

38.5% 19.25% 19.25% 23%

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

（保険料負
担）
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

介護保険災害臨時特例
補助金

東日本大震災で被災した被
保険者に対して市町（保険
者）が行う利用者負担額の
軽減等について補助

基準額 2/10 8/10 ○ 介護保険災害臨時特例補助金
交付要綱

高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

臨時特定

地域介護拠点整備事業
補助金

地域における地域密着型の
介護保険施設等の整備事業
を推進することを目的とす
る。

配分基礎単価 2/3 1/3 ▲ ・地域医療介護総合確保基金
管理運営要領
・健康福祉部補助金交付要綱

高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

臨時特定

介護給付費負担金 市町が保険者として給付す
る介護保険に要する経費の
うち、法定で定められた国
及び県の負担割合に相当す
る額を市町に交付する。
（市町は介護保険特別会計
で受入）

基準額 ・介護保険法
・兵庫県介護給付費等負担金
交付要綱
・介護給付費等負担金交付要
綱
・介護給付費調整交付金交付
要綱

高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

経常特定

（施設等分） 20% 17.5% 12.5% 50％ ☆

介護給付費負担金（そ
の他分）

25% 12.5% 12.5%

介護給付費財政調整交
付金

第1号保険者の格差を是正
するため、後期高齢者割合
や所得段階別分布状況に応
じて調整交付金を交付

25% 12.5% 12.5%

介護人材確保に向けた
市町・団体支援事業

市町の実情に応じた人材確
保事業に要する経費への補
助

基準額 2/4 1/4 1/4 ▲ 健康福祉部補助金交付要綱 高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

臨時特定

低所得者保険料軽減負
担金

市町が行う低所得者の第一
号介護保険料の負担軽減事
業に要する経費のうち、法
定で定められた国及び県の
負担割合に相当する額を市
民生費・老人福祉費町に交
付する。（市町は一般会計
で受入）

市町軽減負担額
（保険料基準額の0.05)×対象者数

50% 25% 25% ☆ ・介護保険法
・兵庫県介護給付費等負担金
交付要綱
・介護給付費等負担金交付要
綱

高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

経常特定

定期巡回サービス事業
者参入促進事業補助金

定期巡回・随時対応サービ
スに新たに参入する事業者
を対象に、事業者の参入障
壁となっている人件費を助
成

基準額
(1)R2年度以降に指定を受けた事業
所
  5,724～11,448千円
(2)R2年度以前に指定を受けた事業
所

1/2 1/2 ○ 健康福祉部補助金交付要綱 高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

臨時特定

定期巡回サービス事業
者参入促進事業補助金

定期巡回・随時対応サービ
スの開設に必要な事務所に
係る賃借料を補助

基準額
(1)事業所あたり
(2)2,520千円（開設から3年間を限
度）

1/2 1/2 ○ 健康福祉部補助金交付要綱 高齢政策課 民生費・老人福祉
費

臨時特定

老人クラブ活動強化推
進事業費補助金

高齢者のワールドマスター
ズゲームズ参加促進事業

基準額
定額25千円×2事業＝１市町あたり
50千円

10/10 × ・健康福祉部補助金交付要綱
・老人クラブ活動等社会活動
促進事業運営要綱

高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

経常特定

（保険料負
担）
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

訪問看護師・訪問介護
員安全確保離職防止対
策事業補助金

訪問看護師・訪問介護員が
サービスを提供する際、利
用者等からの暴力行為など
の対策として２人体制での
訪問が必要となるケース
で、利用者及び家族等の同
意が得られず、介護報酬上
の２人訪問加算が適用でき
ない場合に、加算相当額の
一部を補助

基準額
【算出式】
（市町が認めた2人体制でのサービ
ス提供回数）×補助基準単価

1/3 1/3 1/3 ○ 健康福祉部補助金交付要綱 高齢政策課 － 民生費・老人福祉
費

臨時特定

ファミリー・サポー
ト・センター事業

育児の援助を行いたい者と
援助を受けたい者との相互
援助活動に関する連絡、調
整を行うファミリー・サ
ポート・センターに対する
補助
小学校の臨時休校に伴い、
ファミリー・サポート・セ
ンター事業を利用した場合
の利用料を支援した場合に
生じる費用について補助
研修受講、かかり増し経費
及びマスクの購入等新型コ
ロナウイルス感染症の拡大
防止対策に必要な経費を補
助

基準額 1/3 1/3 1/3 ☆ ・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定

地域子育て支援拠点事
業

地域において子育て親子の
交流等を促進する子育て支
援拠点事業の実施に要する
経費の一部をを補助

基準額 1/3 1/3 1/3 ☆ ・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定
(ハード分以外)
臨時特定
（ハード分）

基準額 1/3 1/3 1/3 ☆ こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

(1)放課後児童健全育成事 (1)放課後児童健全育成事業
■250日以上

①1～19人　 2,553千円-(19人-
   支援単位構成児童数)×29千円
②20～35人　 4,672千円-(36人-
   支援単位構成児童数)×26千円
③36～45人　4,672千円
④46～70人　4,672千円-(支援
　 単位構成児童数-45人)×67千円
⑤71人以上　 2,917千円
⑥開設日数加算
   (年間開所日数-250日)×19千円
 　(1日8時間以上開所する場合)
　（年間開所日数は上限300日）
⑦長時間開設加算
  (ｱ）平日分
（1日6時間を超え18時を越えて開
　       406千円×時間

　(ｲ)長期休暇分
（1日8時間を超えて開設）
　　      183千円×時間

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

ひょうご放課後プラン
推進事業（児童クラブ
型）※放課後児童健全
育成事業

経常特定(ただ
し、放課後子ども
環境整備事業は臨
時特定）
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

■200～249日 1/3 1/3 1/3 ☆ こども政策課 － 民生費・児童福祉
①運営費補助
　　 20人以上→　3,069千円
     1～19人→　 1,726千円
②時間開設加算

 (1日6時間を超え18時を越えて開
　        406千円×時間

ひょうご放課後プラン (2)放課後児童クラブ支援事業 こども政策課 － 民生費・児童福祉
推進事業（児童クラブ
型）

①障害児受入推進事業　1,956千円

※放課後児童健全育成
事業

 

②放課後児童クラブ運営支援事業
  賃借料補助　　　　3,066千円
　移転関連費用補助　2,500千円
　土地借料補助　　　6,100千円

③放課後児童クラブ送迎支援事業
             　  　　　 507千円
(3)放課後子ども環境整備事業
①児童ｸﾗﾌﾞ設置促進
  (ｱ）通知別添2の3(1)③
　　　　　　　　　　 13,000千円
  (ｲ）開所準備経費を含まない
　　 ((ｱ）除き)　    12,000千円
  (ｳ）開所準備経費を含む
　　 ((ｱ）除き)　　　12,600千円
　
②児童ｸﾗﾌﾞ環境改善
  (ｱ）通知別添2の3(2)③
    ｱ 小学校の余裕教室を活用、
      放課後子ども教室と一体実
　           　2,000千円
    ｲ 幼稚園、認定こども園等を
　           　5,000千円
  (ｲ）開所準備経費を含まない
　　 ((ｱ）除き)　　　1,000千円
  (ｳ）開所準備経費を含む
　　 ((ｱ）除き)　　　1,000千円
　
③児童ｸﾗﾌﾞ障害児受入促進
　　　　　 　　　　　1,000千円
④倉庫設備整備
　　　　　　　　 　　3,000千円

(4)放課後児童支援員等処遇改善等
事業
①家庭、学校等との連絡及び情報
交換等の育成支援に主担当として
職員を配置する場合　　1,678千円

ひょうご放課後プラン
推進事業（児童クラブ
型）※放課後児童健全
育成事業（つづき）

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

経常特定(ただ
し、放課後子ども
環境整備事業は臨
時特定）

(4)放課後児童支援員等処
遇 改善等事業

1/3 1/3 1/3 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

経常特定(ただ
し、放課後子ども
環境整備事業は臨
時特定）

(2)放課後児童クラブ支援
事業

(3)放課後子ども環境整備
事業
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

②①に加え、地域との連携、協力
等に主担当として従事する常勤職
員配置する場合　 　　3,158千円

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

(5)障害児受入強化推進事 (5)障害児受入強化推進事業
①障害児を3人以上受け入れる場合
　　　　　　 　　　　 1,956千円
②医療的ケア児を受け入れる場合
　　　　　　　　　　　4,029千円

(6)小規模放課後児童クラ
ブ 支援事業

(6)小規模放課後児童クラブ支援事
業
　　　　　　　　　　　　608千円

(7)放課後児童クラブにお
ける要支援児童等対応推進

(7)放課後児童クラブにおける要支
援児童等対応推進事業
　　　　　　　　　　　1,294千円

(8)放課後児童クラブ育成
支援体制強化事業

(8)放課後児童クラブ育成支援体制
強化事業
　　　　　　　　　　　1,443千円

(9)放課後児童クラブ第三
者評価受審推進事業

(9)放課後児童クラブ第三者評価受
審推進事業
　　　　　　　　　　　　300千円

(10)放課後児童支援員キャ
リアアップ処遇改善事業

(10) 放課後児童支援員キャリア
アップ処遇改善事業
①放課後児童支援員を配置
　　　　　　　　　　    131千円
②概ね経験年数5年以上放課後児童
支援員で一定の研修を受講した者
　　　　　　            263千円
③②を条件を満たす概ね10年以上
の放課後児童支援員で、事務所長
的立場にある者を配置
　　　　　　　　　　  　394千円

(11)放課後児童健全育成事 (11)放課後児童健全育成事業
①新型コロナウイルス感染症対策
臨時休業時特別開所支援事業
　　　　　　　　　　　　 11千円
②新型コロナウイルス感染症対策
臨時休業時特別開所人材確保支援
　　　　　　　　　　　　 21千円
③新型コロナウイルス感染症対策
臨時休業時特別支援事業
　　　　　　　　　　　　 36千円
④新型コロナウイルス感染症対策
臨時休業時特別人材確保支援事業
　　　　　　　　　　　　 26千円
⑤新型コロナウイルス感染症対策
臨時休業時障害児受入推進事業
　　　　　　　　　　　　　6千円

1/3 1/3 1/3 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

ひょうご放課後プラン
推進事業（児童クラブ
型）
※放課後児童健全育成
事業

経常特定(ただ
し、放課後子ども
環境整備事業は臨
時特定）
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

⑥新型コロナウイルス感染症対策
臨時休業時障害児受入強化推進事
　　　　　　　　　　　　　6千円
⑦新型コロナウイルス感染症対策
臨時休業時医療的ケア児受入強化
　　　　　　　　　　　　 12千円
⑧新型コロナウイルス感染症対策
利用料減免事業
　　　　　　　　　　　　　500円

(12)新型コロナウイルス感
染症対策支援事業

(12)新型コロナウイルス感染症対
策支援事業
　定員19人以下　　　　　300千円
　定員20人以上59人以下　400千円
　定員60人以上　　　　　500千円

(13)ICT化推進事業 (13)ICT化推進事業
　　　　　　　　　　　　500千円
基準額 こども政策課 － 経常特定
(1)病児対応型
　①基本分
　　1か所当たり年額7,041千円
　　うち改善分　　　　2,538千円
　②加算分
　・年間延べ利用者数ごと
　　1,000千円～38,000千円
　・送迎対応を行う看護師等雇上
　　5,400千円
　・送迎経費　3,634千円
　・研修参加費用　10千円
　③低所得者減免分加算
　・生活保護法による被保護者世
　　　5千円×年間延利用人員
　・市町民税非課税世帯

　 　　　2,500円×年間延利用人員
　④普及定着促進費
   (ｱ)改修費等  4,000千円
   (ｲ)礼金･賃借料 600千円
（事業開始の前年度又は
　事業開始年度１回限り）
(2)病後児対応型 1/3 1/3 1/3 ☆ こども政策課 － 経常特定
　①基本分
　　1か所当たり年額 5,189千円
　　うち改善分　2,225千円
　②加算分
　・年間延べ利用者数ごと
　　1,300千円～35,720千円
　・送迎対応を行う看護師等雇上
　　5,400千円
　・送迎経費　3,634千円
　・研修参加費用　10千円

民生費・児童福祉
費

民生費・児童福祉
費

病児・病後児保育推進
事業補助金（病児保育
事業）

病児・病後児保育に要する
経費を補助

ひょうご放課後プラン
推進事業（児童クラブ
型）
※放課後児童健全育成
事業（つづき）

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

1/3 1/3 1/3 ☆
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

　③低所得者減免分加算 1/3 1/3 1/3 ☆ こども政策課 － 経常特定
　・生活保護法による被保護者世
　　　5千円×年間延利用人員
　・市町民税非課税世帯
　　　2,500円×年間延利用人員
　④普及定着促進費
   (ｱ)改修費等  4,000千円
   (ｲ)礼金･賃借料 600千円
（事業開始の前年度又は
　事業開始年度１回限り）
(3)体調不良児対応型
　　　　　　　　4,499千円
　(実施期間が6月未満 2,249千円)
(4)非施設型(訪問型)
　　　　　　　　7,280千円
　 (実施期間が6月未満 3,640千
(5)送迎対応
　(1)、(2)及び(3)において、看護
師等又保育士を配置し、保育所等
において保育中に「体調不良」と
なった児童に付設された専用ス
ペース,又は本事業のための専用施
設で一時的に保育することを可能
とする。

新型コロナウイルス感染症
対策支援事業

新型コロナウイルス感染症対策支
援事業

300千円

ひょうご保育料軽減事
業補助

保育料の軽減に要する経費
の一部を助成する

補助基準額
■第3子以降

－ 民生費・児童福祉
費

0～2歳児
月額15千円を上限。
ただし、保育料の1/2と補助基準額
の低い方を限度とする。

教育費・幼稚園
費・教育総務費

■第2子 － 民生費

0～2歳児
月額15千円を上限。
ただし、保育料の1/2と補助基準額
の低い方を限度とする。

教育費・幼稚園
費・教育総務費

■第1子
1/2 1/2 ×

－ 民生費

0～2歳児
月額10千円を上限。
ただし、保育料の1/2と補助基準額
の低い方を限度とする。

教育費・児童福祉
費・幼稚園費

認定こども園整備事業 認定こども園の整備に必要
な経費の補助

基準額 1/2
または
2/3

1/4
または
1/12

1/4 ▲

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・安心こども基金管理運営要
領

こども政策課 社会福祉施設整備事業
債・一般補助施設整備事
業債

民生費・児童福祉
費

臨時特定

経常特定

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

こども政策課 経常特定

10/10 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

こども政策課 経常特定

1/2 1/2 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

こども政策課

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

民生費・児童福祉
費

病児・病後児保育推進
事業補助金
（病児保育事業）
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

保育所緊急整備事業
（安心こども基金）

待機児童解消等のための創
設や老朽改築による保育環
境整備に要する費用の一部
を補助

基準額 1/2
または
2/3

1/4
または
1/12

1/4 ▲

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・安心こども基金管理運営要
領

こども政策課 社会福祉施設整備事業
債・一般補助施設整備事
業債

民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育所等整備交付金 保育所待機児童の解消を図
るため、保育所等の整備に
対し交付金を交付。

基準額
1/2

（2/3）
1/4

(1/12)
1/4

(1/4)
○

保育所等整備交付金交付要綱 こども政策課 社会福祉施設整備事業債 民生費・児童福祉
費

臨時特定

賃貸物件による保育所
等整備支援事業

定員増を図る施設において
賃借料の実勢価格と公定価
格と公定価格の賃借料加算
の収入額が乖離している保
育所等に乖離分を補助する
ことで安定的な運営を図
る。

基準額と対象経費の実支出額を比
較して、少ない方の額と、総事業
費から寄付金その他の収入額を控
除した額とを比較し、少ない額を
選定。上記により選定した額に補
助率を乗ずる。

1/3 1/3 1/3 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

放課後児童クラブ整備
費補助事業

放課後児童クラブを実施す
るために必要な建物の創
設、大規模改修等、倉庫設
備設置のための経費を補助

基準額

1/3
（2/3）

1/3
（1/6）

1/3
（1/6）

☆

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援整備交
付金交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

病児・病後児保育施設
整備費補助事業

病児・病後児保育事業を実
施するための施設整備（創
設・改築・拡張・大規模修
繕）

基準額

1/3 1/3 1/3 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援整備交
付金交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

一時預かり事業 家庭において一時的に保育
を受けることが困難になっ
た乳幼児又は幼児につい
て、保育所、幼稚園、認定
こども園その他の場所で一
時的に預かり、必要な保護
を行う事業。
研修受講、かかり増し経費
及びマスクの購入等新型コ
ロナウイルス感染症の拡大
防止対策に必要な経費を補
助

補助基準額

1/3 1/3 1/3 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費
教育費・幼稚園
費・教育総務費

経常特定

延長保育事業 市町以外の者が設置する保
育所、認定こども園、小規
模保育事業所、事業所内保
育事業所、家庭的保育事業
所等における開所時間を超
えた保育の実施に要する経
費の一部を助成。
研修受講、かかり増し経費
及びマスクの購入等新型コ
ロナウイルス感染症の拡大
防止対策に必要な経費を補
助

基準額
①一般型（短時間・標準時間）
②訪問型（短時間・標準時間）
延長時間数で区分

1/3 1/3 1/3 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定

※待機児童解消加速化プランに参加する市町村が実施
する事業については補助率2/3。

※一定の条件を満たす場合、国の補助率が嵩上げ。
（定員増を伴う整備等）
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

利用者支援事業 子ども又はその保護者の身
近な場所で、情報提供及び
必要に応じ相談・助言を行
うとともに、関係機関との
連絡調整を実施
ICT環境整備経費、研修の
オンライン化に必要なシス
テム導入経費の補助
研修受講、かかり増し経費
及びマスクの購入等新型コ
ロナウイルス感染症の拡大
防止対策に必要な経費を補
助

補助基準額
(1)基本型　　年額　7,604千円/1
か所
(2)特定型　　年額　3,075千円/1
か所
(3)母子保健型　　1市町あたり
　保健師等専門職員
　4,497千円～14,209千円
(4)開設準備経費（改修費等)
　　4,000千円/1か所

2/3 1/6 1/6 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定

保育体制強化事業 保育支援者を保育にかかる
周辺業務に活用し、保育士
の負担を軽減するととも
に、児童の園外活動時の安
全管理を図る

補助基準額
(1)保育支援者の配置
   100千円/月（1箇所につき）
(2)児童の園外活動の見守り等
   50千円/月（1箇所につき）

1/2 1/4 1/4 ◇

・令和２年度健康福祉部補助
金交付要綱
・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育士資格取得支援事
業（保育対策総合支援
事業）※厚労省分

保育士資格取得支援事業を
実施するために必要な経費
を助成

(1)認可外保育施設保育士資格取得
支援 3/4 1/4 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・各メニューの実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

(2)保育教諭確保のための保育士資
格取得支援 （政令指定都市及び中核市）
※政令指定都市及び中核市以外の市町
は公立認定こども園分のみ。私立認定
こども園分は、直接運営法人に助成。 1/2 1/2 ○

(3)幼稚園教諭免許状を有する者の
保育士資格取得支援

（政令指定都市及び中核市以外の市町）

1/2 1/2 △
※政令指定都市及び中核市のみ 1/2 1/2 ○
(4)保育所等保育士資格取得支援 1/2 1/2 ○
(1)保育教諭確保のための幼稚園教
諭免許状取得支援

（政令指定都市及び中核市）
教育支援体制整備事業費交付
金交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

1/2 1/2 △
（政令指定都市及び中核市以外の市町）

1/2 1/2 △

保育士・保育所支援セ
ンター設置運営事業
（保育対策総合支援事
業）

保育士や保育所支援セン
ターの設置に要する経費を
支援することで、保育の環
境整備をはかる。

基準額と対象経費の実支出額を比
較。
少ない方の額と、総事業費から寄
付金その他の収入額を控除した額
とを比較し、少ない額を選定。上
記により選定した額に補助率を乗
ずる。

1/2 1/2 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育士・保育所支援セン
ター設置運営事業実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育士宿舎借り上げ支
援事業（保育対策総合
支援事業）

保育士宿舎の借り上げに要
する経費を支援すること
で、保育の環境整備をはか
る。

基準額と対象経費の実支出額を比
較。
少ない方の額と、総事業費から寄
付金その他の収入額を控除した額
とを比較し、少ない額を選定。上
記により選定した額に補助率を乗
ずる。

1/2 1/2 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育士宿舎借り上げ支援事
業実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

幼稚園教諭免許状取得
支援事業（教育支援体
制整備事業費交付金）
※文科省分

幼稚園教諭免許状取得支援
事業を実施するために必要
な経費を助成。  ※政令指定都市及び中核市以外の市町

は公立認定こども園分のみ。私立認定
こども園分は、直接運営法人に助成。
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

保育士試験による資格
取得支援事業（保育対
策総合支援事業）

資格取得に要する経費を支
援することで、保育の環境
整備をはかる。

基準額と対象経費の実支出額を比
較。少ない方の額と、総事業費か
ら寄付金その他の収入額を控除し
た額とを比較し、少ない額を選
定。上記により選定した額に補助
率を乗ずる。

1/2 1/2 ○

・度保育対策総合支援事業費
補助金交付要綱
・保育士試験による資格取得
支援事業実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

広域的保育所等利用事
業（保育対策総合支援
事業）

利用費等を支援すること
で、保育の環境整備をはか
る。

基準額と対象経費の実支出額を比
較。少ない方の額と、総事業費か
ら寄付金その他の収入額を控除し
た額とを比較し、少ない額を選
定。上記により選定した額に補助
率を乗ずる。

1/2 1/2 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・広域的保育所等利用事業実
施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

家庭支援推進保育事業
（保育対策総合支援事
業）

家庭支援推進を支援するこ
とで、保育の環境整備をは
かる。

基準額と対象経費の実支出額を比
較。少ない方の額と、総事業費か
ら寄付金その他の収入額を控除し
た額とを比較し、少ない額を選
定。上記により選定した額に補助
率を乗ずる。

1/2 1/2 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・家庭支援推進保育事業実施
要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

○
1/3 2/3

△
1/3 1/3 1/3

子育て支援員研修事業
（子ども・子育て支援
体制整備総合推進事
業）

保育分野及び地域子育て支
援分野に関わる現任の職員
の質の向上を図る。

(1)基準額と対象経費の実支出額を
比較して少ない方の額と、総事業
費から寄付金その他の収入額を控
除した額とを比較して少ない方の
額を選定する。
(2)上記１により選定した額に補助
率を乗じて得た額を交付額とす
る。

1/2 1/2 ○

子ども・子育て支援体制整備
総合推進事業費国庫補助金交
付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

職員の資質向上・人材
確保等研修事業（子ど
も・子育て支援体制整
備総合推進事業）

保育分野及び地域子育て支
援分野に関わる現任の職員
の質の向上を図る。

(1)基準額と対象経費の実支出額を
比較して少ない方の額と、総事業
費から寄付金その他の収入額を控
除した額とを比較して少ない方の
額を選定する。
(2)上記１により選定した額に補助

子ども・子育て支援体制整備
総合推進事業費国庫補助金交
付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

【交付対象事業】
 ア.保育の質の向上のための研修
 イ.保育士等キャリアアップ研修
 ウ.新規卒業者の確保、就業継続
支援事業
 エ.多様な保育研修事業
 オ.放課後児童支援員等研修事業
 カ.ファミリー・サポート・セン
ター事業アドバイザー研修事業
 キ 認可外の居宅訪問型保育研修
事業

民生費・児童福祉
費

臨時特定

（政令指定都市及び中核市以外の市町）

保育環境改善等事業
（環境改善事業〈病児
保育事業（体調不良児
対応型）推進事業〉）
（保育対策総合推進事
業）

改善事業を支援すること
で、保育の環境整備をはか
る。

(1）基準額と対象経費の実支出額
から寄付金その他の収入額を控除
した額とを市町村ごとに比較し、
少ない方の額を選定。
(2)上記(1)で選定した額に、補助
率を乗じた額と都道府県が補助し
た額を比較。少ない方の額の合計
額に２分の１を乗じて得た額を交
付額とする。

1/2 1/2 ○

（政令指定都市及び中核市） ・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育環境改善等事業実施要
綱

こども政策課 －
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

施設型給付事業（子ど
ものための教育・保育
給付費負担金）

認定こども園、幼稚園、保
育所

給付費
公定価格(国基準による算定額)
　―利用者負担額(保護者の所得
・入所(園)児童の年齢に応じて徴
収する徴収金)

2/4 1/4 1/4 ☆

子ども・子育て支援法 こども政策課 － 民生費・児童福祉
費・教育費・幼稚
園費・　教育総務
費

経常特定

地域型保育給付事業
（子どものための教
育・保育給付費負担
金）

小規模保育事業などの運営
費の一部を負担

給付費
公定価格(国基準による算定額)
　―利用者負担額(保護者の所得
・入所(園)児童の年齢に応じて徴
収する徴収金)

2/4 1/4 1/4 ☆

子ども・子育て支援法 こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定

実費徴収に係る補足給
付を行う事業

幼稚園・保育所等の利用に
際し要する実費への補助

基準額
①給食費(新制度未移行園)
　　　4,500円/月額
②教材費・行事費等（1～3号認
定）

1/3 1/3 1/3 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金要綱
・子育て支援交付金交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費・教育費・幼稚
園費・　教育総務
費

臨時特定

多様な主体の参入促
進・能力活用事業（多
様な事業者の参入促
進・能力活用事業）

特別な支援を必要とする子
どもを、認定こども園で受
け入れる場合に要する経費
への補助

基準額
【算出式】
65,300円×月初在籍対象児童数 1/3 1/3 1/3 ☆

 ・令和３年度健康福祉部補
助金要綱
・子育て支援交付金交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

多様な主体の参入促
進・能力活用事業（新
規参入施設等への巡回
支援）

教育・保育施設等への新規
参入事業者に対して、事業
経験者を活用した巡回支援
に要する経費への補助

基準額
１施設　400千円/年額

1/3 1/3 1/3 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金要綱
・子育て支援交付金交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

次世代育成支援対策施
設整備交付金

児童福祉施設等整備に要す
る経費（地域子育て支援拠
点事業所、子育て支援のた
めの拠点施設、利用者支援
事業所）児童厚生施設整備
に要する経費

基準額　一般

1/2 1/2 ○

厚生労働事務次官通知（次世
代育成支援対策施設整備交付
金交付要綱）

こども政策課 社会福祉施設整備事業債 民生費・児童福祉
費

臨時特定

地域少子化対策重点推
進交付金

市町が、結婚・妊娠・出
産・育児の「切れ目ない支
援」のために行う取組のう
ち、結婚に対する取組及び
結婚、妊娠・出産、乳児期
を中心とする子育てに温か
い社会づくり・機運の醸成
の取組について、これまで
の地方自治体の取組から発
掘された優良事例の横展開
を支援。

基準額
(1)政令指定都市・中核市・特別区
　　　　一市区あたり/1,500万円

(2)(1)以外の市町
　　　　一市町あたり/　　750万
円

1/2
(2/3)

1/2
(1/3)

△

令和３年度健康福祉部補助金 こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

結婚新生活支援事業 市町が実施する、経済的理
由で結婚に踏み出せない低
所得者を対象に、婚姻に伴
う新生活を経済的に支援す
る施策に係る経費の一部を
補助

基準額
300千円/1世帯あたり

1/2 1/2 △

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・令和３年度地域少子化対策
重点推進交付金交付要綱

こども政策課 － 民生費・社会福祉
費

臨時特定
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

認定こども園整備事業
（認定こども園施設整
備交付金）

認定こども園の整備に必要
な経費の補助

基準額

1/2 1/4 1/4 △

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・認定こども園施設整備交付
金交付要綱

こども政策課 － 民生費・社会福祉
費

臨時特定

被災した子どもの健
康・生活対策等総合支
援事業（保育料減免事
業）

東日本大震災に伴い保育料
等を減免した市町への補助

定額（保育料相当額）

10/10 ○

被災者支援総合交付金交付要
綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育所等改修費等支援
事業（保育対策総合支
支援事業）

賃貸物件による保育所、小
規模保育及び家庭的保育事
業等の改修等を支援するこ
とで、保育の受け皿の拡充
及び環境整備を図る。

基準額と対象経費の実支出額を比
較して、少ない方の額と、総事業
費から寄付金その他の収入額を控
除した額とを比較。少ない額を選
定。上記により選定した額に補助
率を乗ずる。

1/2
(2/3)

1/4
(1/12)

1/4
(1/4)

○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育等改修費等支援事業実
施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

医療的ケア児保育支援
事業（保育対策総合支
援事業）

保育所等において医療的ケ
ア児の受入れを可能とする
ための体制の整備。
医療的ケア児保育支援者を
配置し、管内の保育所への
医療的ケアに関する支援・
助言や、喀痰吸引等研修の
受講等を勧奨するほか、市
町において医療的ケア児の
受入れ等に関するガイドラ
インを策定することで、安
定・継続した医療的ケア児
への支援体制を構築する。

基準額と対象経費の実支出額を比
較して、少ない方の額と、総事業
費から寄付金その他の収入額を控
除した額とを比較し、少ない額を
選定。上記により選定した額に補
助率を乗ずる。

1/2 1/4 1/4 △

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱

こども政策課 －

民生費・児童福祉
費

経常特定

地域における多様な集
団活動事業の利用支援
事業（多様な事業者の
参入促進・能力活用事
業（地域における小学
校就学前の子どもを対
象とした多様な集団活
動事業の利用支援））

地域や保護者のニーズに応
えて地域において重要な役
割を果たしている、小学校
就学前の子どもを対象とし
た集団活動について、当該
集団活動を利用する幼児の
利用料の一部を給付

基準額
対象幼児１人当たり月額20,000円

1/3 1/3 1/3 ☆

・令和３年度健康福祉部補助
金要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

こども政策課 －

民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育士等処遇改善臨時
特例交付金

新型コロナウイルス感染症
への対応と少子高齢化への
対応が重なる最前線におい
て働く、保育士・幼稚園教
諭等及び放課後児童支援員
等の処遇の改善のため、賃
上げ効果が継続される取組
を行うことを前提として、
令和４年２月から収入を
３％（月額9,000円）引き
上げるための措置を実施

基準額

10/10 ○

・令和３年度保育士等処遇改
善臨時特例交付金交付要綱

こども政策課 －

民生費・児童福祉
費

主に臨時特定

DV・女性保護対策等支
援事業費補助金

婦人相談活動費・婦人相談
員手当

基準額

1/2 1/2 ○

売春防止法第40条配偶者から
の暴力の防止及び被害者の保
護に関する法律第28条の2

児童課 － 民生費・社会福祉
費

経常特定
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

母子父子寡婦福祉資金
償還事務費市交付金

条例による事務処理の特例
により市が処理する事業費

基準額
638千円 10/10 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

児童課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定

特別児童扶養手当事務
取扱交付金

条例による事務処理の特例
により市が処理する事業費

基準額
1,852円 10/10 ○

特別児童扶養手当等の支給に
関する法律第14条

児童課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定

児童入所施設措置費等
国庫(県費）負担金

母子生活支援施設、助産施
設入所（措置）児童の保護
費

基準額
1/2 1/4 1/4 ☆

児童福祉法第53条、第55条 児童課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定

(1)0歳～3歳未満 民生費・児童福祉

 1.被用者に対する交付 ※37/45 4/45 4/45
 2.被用者でない者に対する交付 2/3 1/6 1/6
　　　※事業主負担を含む

(2) 3歳以上～　　中学校修了前 2/3 1/6 1/6
(3)所得制限限度額以上 2/3 1/6 1/6
(1)第1子(全部支給) 民生費・児童福祉

〃(一部支給)     10,120～42,900

(2)第2子加算(全部支給)

〃加算(一部支給) 5,070～10,130

(3)第3子加算(全部支給)

〃加算(一部支給)　 3,040～6,070

母子家庭等対策総合支
援事業

母子家庭等の子育て生活、
就業支援等に要する経費

基準額 民生費・児童福祉
費

(1)母子家庭等就業・自立
支援事業

1/2 1/2

(2)ひとり親家庭等日常生
活支援事業

1/2
1/4

1/4

(3)高等職業訓練促進給付
金等事業

3/4 1/4

(4)ひとり親家庭高等学校
卒業程度認定試験合格支援

3/4 1/4

(5)母子・父子自立支援プ
ログラム策定事業 10/10

(6)ひとり親家庭への総合
的な支援のための相談窓口
の強化事業

1/2 1/2

(7)離婚前後親支援モデル
事業

1/2 1/2

(8)社会保障・税番号制度
に係る情報連携体制整備事
業

2/3 1/3

(9)感染防止に配慮したひ
とり親家庭等相談支援体制
強化事業

1/2 1/2

(10)ひとり親家庭等に対す
るワンストップ相談体制強
化事業

10/10 ０

(11)ひとり親家庭等生活向
上事業（子どもの生活・学
習支援事業（新型コロナウ
イルスの感染拡大防止対策
を目的とするものに限
る。）(追加分））

1/2 1/2

経常特定

－ 経常特定

児童扶養手当支給費国
庫負担金

児童扶養手当支給に要する
経費

1/3 2/3 ○

児童扶養手当法第21条,児童
扶養手当交付要綱

児童課 － 経常特定

児童手当交付金
（国）,
児童手当県費負担金

児童手当支給に要する費用

☆

児童手当法第18条、児童手当
県費負担金交付要綱

児童課

○

母子家庭等対策総合支援事業
費国庫補助金交付要綱

児童課 －
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

子育て短期支援事業 家庭において児童を養育す
ることが一時的に困難と
なった場合や経済的な理由
などで緊急一時的に母子を
保護することが必要な場
合、児童養護施設やその他
の施設にて養育・保護を一
定期間行う。

(1)「対象経費の支出額」から「寄
付金その他の収入額」を控除した
額を算出。
(2)(1)により算出した額と「子育
て支援特別対策事業実施要綱」の
別表「特別対策事業」の２の別紙
６の８「子育て短期支援事業」の
「４補助基準額」に定める額を比
較し少ない方の額の2分の1の額を
補助するものとし、かつ予算の範
囲内とする。

1/3 1/3 1/3 ◇

・令和３年度健康福祉部補助
金交付要綱
・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

児童課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

児童虐待防止対策支援
事業

児童相談所等における児童
の安全確認等のための体制
強化、児童虐待防止対策強
化のための広報啓発、児童
虐待防止対策強化のための
資質向上を図る。

基準額

1/2 1/2 ○

・児童虐待・ＤＶ対策等総合
支援事業費国庫補助金交付要
綱

児童課 － 民生費・児童福祉
費

システム改修以外
→経常特定

システム改修分
→臨時特定

子どもを守る地域ネッ
トワーク機能強化事業

要保護児童対策地域協議会
の調整機関や、構成する関
係機関の専門性強化、連携
強化を図ること等により児
童虐待の発生の予防、早期
発見・対応に資する。

基準額

1/3 1/3 1/3 ◇

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱、子ども・子育て支
援交付金交付要綱

児童課 － 民生費・児童福祉
費

経常特定

業務効率化推進事業
（保育等におけるICT
化推進事業）
※保育対策総合支援事
業

保育所等におけるICT化を
推進し、保育士の業務負担
の軽減を図る。

保育業務支援ｼｽﾃﾑ導入経費
　　1,000千円以内/1か所当たり

 1/2 1/4 1/4 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・業務効率化推進事業（保育
所等におけるICT化推進事
業）実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

都市部における保育所
等への賃借料支援事業
※保育対策総合支援事
業

賃借料の実勢価格と公定価
格の賃借料加算の収入額が
乖離している保育所等に乖
離分を補助することで安定
的な運営を図る。

基準額と対象経費の実支出額を比
較して、少ない方の額と、総事業
費から寄付金その他の収入額を控
除した額とを比較し、少ない額を
選定。上記により選定した額に補
助率を乗ずる。

1/2 1/4 1/4 △

・令和 ２３年度健康福祉部補
助金交付要綱
・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・都市部における保育所等へ
の賃借料支援事業実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育人材等就職・交流
支援事業
※保育対策総合支援事
業

新規資格取得者の確保、就
業継続支援、離職者の再就
職支援を行い保育人材等の
確保を図る。

基準額
　11,667千円/ 1市町村当たり

1/2 1/2 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育人材等就職・交流支援
事業実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

若手保育士や保育従事
者への巡回支援事業
※保育対策総合支援事
業

若手保育士及び保育事業者
を対象とした巡回相談を行
うことで、保育人材の確保
を図る。

基準額
(1)若手保育士への巡回支援
　 　4,064千円/1市町当たり

(2)保育事業者への巡回支援
　　　4,064千円/ 1市町当たり

1/2 1/2 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・若手保育士や保育従事者へ
の巡回支援事業実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育環境改善事業 既存施設が定員拡大に要す
る備品等の経費を補助する
ことで、安心して保育でき
環境の維持・向上を図る。

基準額
 2,000千円/ 1か所当たり

1/3 1/3 1/3 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

保育定員弾力化緊急支
援事業

既存施設の定員の弾力化に
より、受入人員の拡大を行
う場合に必要な備品購入な
どの経費の補助を行う。

基準額
受入人員1人当たり@200千円
※但し10人を上限とする

1/3 1/3 1/3 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

３歳児受入れ等連携支
援事業
※保育対策総合支援事
業

保育所等と家庭的保育事業
者等との連携を図り、３歳
児到達時の児童の保育所等
への円滑な入所を図る。

基準額
4,549千円/1か所当たり

1/2 1/2 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付金要綱
・３歳児受入れ等連携支援事
業実施要領

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育環境改善等事業
（環境改善事業（安全
対策事業））
※保育対策総合支援事
業

改善事業を支援すること
で、保育の環境整備をはか
る。

基準額
500千円以内/１施設あたり

1/2 1/4 1/4 ○

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育環境改善等事業実施要
綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

企業主導型保育事業促
進事業

地域枠定員を２人以上設け
る場合に必要な保育用品の
購入に要する経費を補助

(1)基準額（地域枠定員1人当たり
200千円（但し10人を上限））に
4/5を乗じて得た額と、市町が補助
した額を比較して少ない方の額を
選定。

(2)選定された額に1/2（補助率2/5
相当）を乗じて得た額とする。

2/5 2/5 1/5 ×

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

子育てのための施設等
利用給付費負担金（子
育てのための施設等利
用給付費交付金）

子ども・子育て支援施設等
に係る施設等利用費を支給

(1)新制度未移行幼稚園・
特別支
　　　援学校
(2)預かり保育施設
(3)認可外保育事業
(4)一時預かり事業
(5)病児保育事業
(6)子育て援助活動支援事
業

(1)上限 25,700円（3～5歳）

(2)上限 11,300円（3～5歳）

(3)～(6)上限 37千円（3～5歳）
　　　　　　 上限 42千円（0～2
歳） 2/4 1/4 1/4 ☆

子ども・子育て支援法 こども政策課 － 民生費・児童福祉
費・教育費・幼稚
園費・教育総務費

経常特定

基準額 こども政策課 － 民生費・児童福祉 臨時特定
研修開催経費　　　　302千円/１
研修

1/2 1/2 ○

巡回指導員配置　4,602千円/１人
ごと 1/2 1/4 1/4 △

　

幼児教育・保育無償化
実施円滑化事業

幼児教育・保育の無償化の
導入に伴い発生する市町の
事務費およびシステム改修
費を補助

知事が認めた額と補助対象経費の
実支出額とを比較して少ない方の
額と、総事業費から寄付金その他
の収入額を控除した額とを比較。
少ない方の額を補助額とする。

10/10 △

令和２年度健康福祉部補助金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費・教育費・教育
総務費

臨時特定

子ども・子育て支援交
付金

新型コロナウイルスの感染
拡大防止を図るために必要
な経費を補助

補助基準額

10/10 ○

・子ども・子育て支援交付金
交付要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費、教育費・幼稚
園費・教育総務費

経常特定

保育所等の質の確保・
向上のための取組強化
事業〈保育対策総合支
援事業〉

保育所等の質の確保・重大
事故の防止を図るための研
修の実施及び巡回支援指導
員を配置することで安全安
心な保育を確保する。

・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育所等の質の確保・向上
のための取り組み強化事業実
施要綱
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

保育補助者雇上強化事
業
※保育対策総合支援事
業

保育補助者を雇い上げるこ
とにより保育士の業務負担
を軽減し、保育士の離職防
止を図り、保育人材の確保
を図る。

基準額と対象経費の実支出額を比
較。少ない方の額と、総事業費か
ら寄付金その他の収入額を控除し
た額とを比較し、少ない額を選
定。上記により選定した額に補助

3/4 1/4 ○ ・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育補助者雇上強化事業実
施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育利用支援事業
※保育対策総合支援事
業

育児休業終了後の入所予約
の仕組みを設ける。

基準額と対象経費の実支出額を比
較。少ない方の額と、総事業費か
ら寄付金その他の収入額を控除し
た額とを比較し、少ない額を選
定。上記により選定した額に補助

1/2 1/2 ○ ・保育対策総合支援事業費補
助金交付要綱
・保育利用支援事業実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育環境改善等事業
（安全対策事業のうち
新型コロナウイルス感
染症対策対策支援事
業）
※保育対策総合支援事
業

保育所等における新型コロ
ナウイルスの感染拡大防止
を図るための消耗品購入、
施設等の消毒等、かかり増
し経費に対する支援を行
う。

基準額
定員19人以下　300千円
定員20人以上59人以下　400千円
定員60人以上　500千円

1/2 1/2 ○ ・保育対策総合支援事業費補
助金（保育改善等環境等事業
等（令和２年度第３次補正予
算分））交付要綱
・保育対策総合支援事業費補
助金（保育改善等環境等事業
等（令和３年度補正予算
分））交付要綱
・保育環境改善等事業実施要
綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

保育所等業務効率化指
針事業（保育所等にお
けるＩＣＴ化推進等事
業）
※保育対策総合支援事
業

保育所等における業務のＩ
ＣＴ化、病児保育事業等に
おける予約手続き等のＩＣ
Ｔ化等を図る。

基準額
・保育所等のＩＣＴ化
　　1施設当たり1,000千円
・通訳・翻訳機器購入
　　1施設当たり150千円
・病児保育のＩＣＴ化
　　1施設当たり1,000千円

1/2 1/4
（公立施
設1/2）

1/4 ○ ・保育対策総合支援事業費補
助金（保育改善等環境等事業
等（令和２年度第３次補正予
算分））交付要綱
・保育所等業務効率化指針事
業（保育所等におけるＩＣＴ
化推進等事業）（令和２年度
第３次補正予算分）実施要綱

こども政策課 － 民生費・児童福祉
費

臨時特定

こども政策課 民生費・児童福祉
費

経常特定

母子家庭等対策総合支
援事業費国庫補助金
（ひとり親世帯臨時特
別給付金給付事業費
分）

ひとり親世帯臨時特別給付
金支給に要する費用

支給要領に基づき支給決定を行っ
た額の合計額

10/10 ○

母子家庭等対策総合支援事業
費国庫補助金（ひとり親世帯
臨時特別給付金給付事業費
分）交付要綱

児童課 －

民生費・児童福祉
費

臨時特定

母子家庭等対策総合支
援事業費国庫補助金
（ひとり親世帯臨時特
別給付金給付事務費
分）

ひとり親世帯臨時特別給付
金支給に要する経費

基準額と対象経費の実支出額とを
比較して、少ない方の額を選定
し、それと、総事業費から寄付金
等の収入額を控除した額とを比較
し、少ない方の額

10/10 ○

母子家庭等対策総合支援事業
費国庫補助金（ひとり親世帯
臨時特別給付金給付事務費
分）交付要綱

児童課 －

民生費・児童福祉
費

臨時特定

ひとり親世帯臨時特別
給付金給付事務費補助
事金

ひとり親世帯臨時特別給付
金支給に要する経費

基準額と対象経費の実支出額とを
比較して、少ない方の額を選定
し、それと、総事業費から寄付金
等の収入額を控除した額とを比較
し、少ない方の額

10/10 △

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

児童課 －

民生費・児童福祉
費

臨時特定

子育て世帯への臨時特
別給付金給付事業費補
助金

子育て世帯臨時特別給付金
支給に要する費用

支給要領に基づき支給決定を行っ
た額の合計額

10/10 ○

子育て世帯への臨時特別給付
金給付事業費補助金交付要綱

児童課 －

民生費・児童福祉
費

臨時特定

兵庫県病児保育士処遇
改善事業

病児保育に関する研修を受
講した病児保育士の処遇改
善を実施する市町へ必要経
費の一部を補助

○保育士が２名以上の場合：施設
１箇所あたり10,000円/月
○保育士１名の場合：施設１箇所
あたり5,000円/月

1/2 1/2 ×

兵庫県病児保育士処遇改善事
業要綱、令和３年度健康福祉
部補助金交付要綱
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２　健康福祉部所管（３）〔少子高齢局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等 主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

子育て世帯への臨時特
別給付金給付事務費補
助金

子育て世帯臨時特別給付金
支給に要する経費

基準額と対象経費の実支出額とを
比較して、少ない方の額を選定
し、それと、総事業費から寄付金
等の収入額を控除した額とを比較
し、少ない方の額

10/10 ○

子育て世帯への臨時特別給付
金給付事務費補助金交付要綱

児童課 －

民生費・児童福祉
費

臨時特定

令和３年度子育て世帯
等臨時特別支援事業費
補助金

令和３年度子育て世帯等臨
時特別支援事業の実施に必
要な経費（事業費及び事務
費）

基準額

10/10 〇

令和３年度子育て世帯等臨時
特別支援事業費補助金交付要
綱 児童課

民生費・児童福祉
費

臨時特定
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２　健康福祉部所管（４）〔健康局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

骨髄等移植ドナー助成
事業

県内市町が、骨髄又は末梢
血幹細胞（以下「骨髄等と
いう。」）を提供するド
ナーが提供に要した日数に
対して助成する事業を補助
することにより、骨髄等移
植に係る経済的・心理的負
担の軽減を図り、移植事業
の円滑な推進を図る。

骨髄等提供に要した日数（上限10
日）×2万円か、市町の補助した額
のいずれか低い額

1/2 1/2 ×

健康福祉部補助金交付要綱 薬務課

ー

衛生費・保健衛生
費

経常一般

公衆浴場施設整備資金
利子補給補助金

日本政策金融公庫から貸付
を受けた一般貸付（特別利
率のみ）、災害貸付け及び
生活衛生関係営業経営改善
特別貸付の利子補給事業

利子補給金交付要綱による年利率
4％を上限に補助。１％超分を対象
とする。
1施設対象借入限度額@45,000千円

1/2 1/2 ×

健康福祉部補助金交付要綱 生活衛生課

－

衛生費・保健衛生
費

臨時特定

保健衛生施設等施設・
設備整備費国庫補助金

1.牛海綿状脳症（ＢＳＥ）
検査に必要な検査キットを
購入するために必要な備品
購入費

1.①検査キット（冷蔵品）
　　198千円×厚生労働大臣が必要
　　と認めた員数
　　②検査キット（常温品）
　　66千円×厚生労働大臣が必要
　　と認めた員数
　　③採材用シリンダー
　　16,500円×厚生労働大臣が
　　必要と認めた員数

10/10

保健衛生施設等施設・設備整
備費国庫補助金交付要綱

生活衛生課 （と畜場整備事業債） 衛生費・保健衛生
費

臨時特定

2.その他設備費（食肉衛生
検査所、市場食肉衛生検査
所）

2.厚生労働大臣が必要と認めた額

1/3 2/3

兵庫県新型コロナウイ 新型コロナウイルス感染症 令和２年３月１日から同年６月 10/10 △ 兵庫県新型コロナウイルス感 医務課 － 衛生費・保健衛 臨時特定

ルス感染症対応従事者 に対応した医療機関等の従 30日までの期間中、感染症対策 染症対応従事者慰労金交付事 生費

慰労金（医療分） 事者に対する慰労金の交付 に一定の役割を担い、10日以上 業に係る慰労金交付要綱

勤務していた者で、県の区域内

に所在する医療機関等において 兵庫県新型コロナウイルス感 （企業会計） －

医療に係る業務に従事していた 染症対応従事者慰労金（医療

者等 分）交付要領

新型コロナウイルス入
院医療機関支援事業

新型コロナウイルス感染症
及び疑似症患者の入院受入
れに伴う医療機関の運営費

新型コロナウイルス感染症及び疑
似症患者に対して入院治療を行う
医療機関

10/10 △
令和２年度兵庫県健康福祉部
補助金交付要綱

医務課
－

衛生費・保健衛生
費

臨時特定

新型コロナウイルス感
染症包括支援事業（児
童福祉施設等分）乳児
家庭全戸訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業を行
うにあたって、新型コロナ
ウイルス感染症の感染防止
対策を行う。

乳児家庭全戸訪問事業を行う市
町。１市町当たり500千円を上限と
する。 10/10 △

令和３年度新型コロナウイル
ス感染症緊急包括支援交付金
（介護・福祉分）交付要綱
令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

健康増進課 民生費・社会福祉
費

一般

新型コロナウイルス感
染症包括支援事業（児
童福祉施設等分）養育
支援訪問事業

養育支援訪問事業を行うに
あたって、新型コロナウイ
ルス感染症の感染防止対策
を行う。

養育支援訪問事業を行う市町。１
市町当たり500千円を上限とする。

10/10 △

令和３年度新型コロナウイル
ス感染症緊急包括支援交付金
（介護・福祉分）交付要綱
令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

健康増進課 民生費・社会福祉
費

一般

新型コロナウイルス感
染症包括支援事業（児
童福祉施設等分）産後
ケア事業

産後ケア事業を行うにあ
たって、新型コロナウイル
ス感染症の感染防止対策を
行う。

産後ケア事業を行う市町。１施設
当たり500千円を上限とする。

10/10 △

令和３年度新型コロナウイル
ス感染症緊急包括支援交付金
（介護・福祉分）交付要綱
令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

健康増進課 民生費・社会福祉
費

一般

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

○
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２　健康福祉部所管（４）〔健康局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

新型コロナウイルス感
染症に関する相談窓口
設置事業

帰国者・接触者相談セン
ターなど新型コロナウイル
ス感染症に関する相談窓口
の設置について支援を行う
ことにより、公衆衛生の向
上を図る

基準額を対象経費の実支出額とを
比較して、少ない方の額を選定額
とする選定額と総事業費から寄付
金その他の収入額を控除した額と
を比較して少ない方の額に補助率
を乗じた額を交付額とする。

10/10 △

令和３年度新型コロナウイル
ス感染症緊急包括支援交付金
（介護・福祉分）交付要綱
令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

健康増進課

－

衛生費・保健衛生
費

臨時特定

自宅待機者に対する
フォローアップ体制の
強化

新型コロナウイルス感染症
患者等の自宅待機（療養）
者に対する健康管理を行う
ことにより、公衆衛生の向
上を図る

基準額を対象経費の実支出額とを
比較して、少ない方の額を選定額
とする選定額と総事業費から寄付
金その他の収入額を控除した額と
を比較して少ない方の額に補助率
を乗じた額を交付額とする。

10/10 △

令和３年度新型コロナウイル
ス感染症緊急包括支援交付金
（介護・福祉分）交付要綱
令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱

健康増進課

－

衛生費・保健衛生
費

臨時特定

兵庫県特定不妊治療費
助成事業

特定不妊治療は治療費が高
額であり、その経済的負担
が重いため、十分な治療を
受けることができず子ども
を産むことを諦めざるを得
ない夫婦も少なくないこと
から、その経済的負担の軽
減を図る

基準額を対象経費の実支出額とを
比較して、少ない方の額を選定額
とする選定額と総事業費から寄付
金その他の収入額を控除した額と
を比較して少ない方の額に補助率
を乗じた額を交付額とする。

1／2 1／2 △

令和３年度健康福祉部補助金
交付要綱
令和３年度子育て支援対策臨
時特例交付金（安心こども基
金）交付要綱

健康増進課

－

衛生費・保健衛生
費

経常特定

骨髄移植後等の予防接
種の再接種に対する助
成事業

骨髄移植等により、獲得し
ていた免疫が低下若しくは
消失した者の予防接種（再
接種）費用を助成する。

再接種に対する助成事業を実施す
るために市町が要した経費

1/2 1/2 ×

令和３年度兵庫県骨髄移植後
等の予防接種の再接種に対す
る助成事業実施要綱

感染症対策課

-

衛生費・保健衛生
費

臨時特定

新型コロナウイルス感
染症対策専門家派遣等
事業

感染症専門家の派遣等に対
する補助 10/10

※政令市
△

新型コロナウイルス感染症緊
急包括支援事業(医療分)実施
要綱

感染症対策課 臨時特定

新型コロナウイルス感
染症帰国者・接触者外
来等設備整備事業

新型コロナウイルスの疑い
例を診察する帰国者・接触
者外来等の設備整備に対す
る補助

10/10
※政令市

△

新型コロナウイルス感染症緊
急包括支援事業(医療分)実施
要綱

感染症対策課 臨時特定

感染症検査機関設備整
備補助事業

地方衛生研究所等における
検査機器導入を支援

10/10
※政令市

△
新型コロナウイルス感染症緊
急包括支援事業(医療分)実施
要綱

感染症対策課 臨時特定

感染症予防事業費等国
庫負担（補助）金

感染症対策特別促進事業
(新型インフルエンザ等対
策特別措置法に基づく住民
接種に係る予防接種記録シ
ステム改修事業)

事業ごとに算出する基準額と対象
経費の実支出額とを比較して、少
ない方の額を選定。その額と、総
事業費から寄附金等の収入額を控
除した額を比較し、少ない方の額
に補助率を乗じて得た額。

2/3 1/3 ○

・感染症予防事業費等国庫負
担（補助）金交付要綱
・新型インフルエンザ等対策
特別措置法に基づく住民接種
に係る自治体予防接種台帳シ
ステム改修事業実施要綱

感染症対策課

－

衛生費・保健衛生
費

経常特定

感染症予防事業費等国
庫負担（補助）金

予防接種法に基づく定期接
種(ロタウイルスワクチン)
に係るマイナンバー情報連
携体制整備事業

事業ごとに算出する基準額と対象
経費の実支出額とを比較して、少
ない方の額を選定。その額と、総
事業費から寄附金等の収入額を控
除した額を比較し、少ない方の額
に補助率を乗じて得た額。

2/3 1/3 ○

・感染症予防事業費等国庫負
担（補助）金交付要綱
・予防接種法に基づく定期接
種(ロタウイルスワクチン)に
係るマイナンバー情報連携体
制整備事業

感染症対策課

－

衛生費・保健衛生
費

経常特定

新型コロナウイルスワ
クチン接種体制確保事
業費国庫補助金

市町が実施する新型コロナ
ウイルスワクチン接種体制
確保事業に要する経費を補
助する。

基準額と対象経費の実支出額とを
比較して少ない方の額を選定とす
る。選定額と総事業費から寄付金
その他の収入額を控除した額とを
比較して少ない方の額を交付額と
する。

10/10 ○

令和３年度新型コロナウイル
スワクチン接種体制確保事業
費国庫補助金交付要綱

ワクチン対策課

－

衛生費・保健衛生
費

臨時特定
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２　健康福祉部所管（４）〔健康局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

新型コロナウイルスワ
クチン接種対策費国庫
負担金

市町が支弁する新型コロナ
ウイルスワクチン接種に要
する費用を負担する。

基準額と対象経費の実支出額とを
比較して少ない方の額を選定とす
る。選定額と総事業費から寄付金
その他の収入額を控除した額とを
比較して少ない方の額を交付額と
する。

10/10 ○

新型コロナウイルスワクチン
接種対策費国庫負担金交付要
綱

ワクチン対策課

－

衛生費・保健衛生
費

臨時特定

新型コロナウイルス予
防接種健康被害給付費
負担金

市町が行う健康被害の救済
措置による給付を行う事業
に要する経費を負担する。

基準額と対象経費の実支出額とを
比較して少ない方の額を選定とす
る。選定額と総事業費から寄付金
その他の収入額を控除した額とを
比較して少ない方の額を交付額と
する。

10/10 ○

令和3年度新型コロナウイル
ス予防接種健康被害給付費負
担金交付要綱

ワクチン対策課

－

衛生費・保健衛生
費

臨時特定

時間外・休日のワクチ
ン接種会場への医療従
事者派遣事業

時間外・休日にワクチン接
種を行う集団接種会場へ医
療従事者を派遣するために
必要な経費を支援

基準額と対象経費の実支出額とを
比較して少ない方の額を選定とす
る。選定額と総事業費から寄付金
その他の収入額を控除した額とを
比較して少ない方の額を交付額と
する。

10/10 △

令和３年度新型コロナウイル
ス感染症緊急包括支援交付金
（医療分）交付要綱

ワクチン対策課

－

衛生費・公衆衛生
費

臨時特定
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３　産業労働部所管（１）〔政策労働局、産業振興局、国際局、観光局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

皮革排水特別対策費補
助金

皮革等製品工場から排水さ
れる汚水を下水道に受け入
れ処理を行っている関係市
町に対し、県が補助するこ
とで事業の実施に伴う市町
財政負担の軽減を図る

終末処理場の維持管理費等に対す
る繰出金の一部に対し補助

10/10 ×

令和３年度産業労働部補助金
交付要綱

工業振興課 － 商工費 臨時特定

DX導入相談事業費補助 ものづくり中小企業へDX
（ロボット・AI・IoT等含
む）導入や経営改革に係る
支援に要する経費を補助す
ることで、安定的かつ良質
な雇用の創造を図ることを
目的とする

神戸市が行う補助対象事務に要す
る経費であって、知事が必要かつ
適当と認めるもの

8/10 2/10 △

令和３年度産業労働部補助金
交付要綱

工業振興課 商工費・工鉱業費 臨時特定

商店街お買い物券・ポ
イントシール事業

商店街お買い物券・ポイン
トシール事業

市町が実施する商店街お買い物
券・ポイントシール事業を実施す
るために必要な経費であって、知
事が必要かつ適当と認めた経費

2/3 1/3 △

令和３年度産業労働部補助金
交付要綱別表

経営商業課 商工費 臨時一般

就職氷河期世代支援加
速化交付金市町補助金

就職氷河期世代に特化した
相談支援、多様な働き方や
社会参加の場の創出、地域
の創意工夫を活かした就職
説明会の開催、社会参加や
就労に向けた活動のネック
となる経済的負担の軽減

県内市町が就職氷河期世代に対し
て実施する先進的・積極的な支援
施策に要するもの

3/4 1/4 △

令和３年度産業労働部補助金
交付要綱

労政福祉課

―

労働費
労政費

臨時・一般

移住支援事業費補助 県内市町が東京23区からの
移住者に対して支給する移
住支援金の経費を補助する
ことにより、県内への人口
流入を図る

地方創生推進交付金（移住・起
業・就業タイプ）を活用して実施
する移住支援事業に基づく移住支
援金

1/2 1/4 1/4 △

令和３年度産業労働部補助金
交付要綱

労政福祉課

―

総務費
企画費

臨時・一般

地方大学・地域産業創
生交付金「先端医療・
高度技術関連事業費補
助」

神戸医療産業都市構想 「地域における大学振興・若者雇
用創出事業評価委員会」（事務
局：内閣府）による採択 2/3 1/3 ○

地方大学・地域産業創生交付
金制度要綱
交付要綱

新産業課 総務費
企画費

臨時・一般

地方創生推進交付金
（広域連携）

起業プラザひょうご姫路の
運営

1/2 1/2 ○

地方創生推進交付金
制度要綱
交付要綱

新産業課 総務費
企画費

臨時・一般

地方創生推進交付金
（広域連携）

GIC JAPANの運営

1/2 1/2 ○

地方創生推進交付金
制度要綱
交付要綱

新産業課 総務費
企画費

臨時・一般

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

40



４　農政環境部所管（１）〔農政企画局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

ひょうご市民農園整備 交流・連携推進や作物残さ 1/2 × ひょうご市民農園（レベルア 総合農政課 一般単独事業債 臨時特定

事業（レベルアップ の堆肥化、地域の環境と調 ップ型）整備事業実施要領

型） 和した修景等を行い、楽農

生活を実践する場として市

民農園をレベルアップする

1.対象地域 総合農政課 臨時特定

　市街地及びその周辺の農地

2.対象事業

(1) 防災機能の発揮

(2) 福祉的活用の促進

(3) 学習機会の充実 －

(4) 良好な景観形成の促進

1.食育推進検討会の開催 総合農政課 臨時特定
2.課題解決に向けたシンポジウム
等の開催
3.食育推進リーダーの育成及び活
動の促進
4.食文化の保護・継承のための取
り組み支援
5.農林漁業体験の機会の提供
6.和食給食の普及 －

7.学校給食における地場産物活用
の促進

8.共食の場における食育活動

9.環境に配慮した農林水産物･食品
への理解向上の取組

10.食品ロスの削減に向けた取組

数量調整円滑化推進事
業費補助

米の数量調整を円滑に推進
するために実施する、啓発
活動、指導、確認事務

1.推進活動
2.助言・指導
3.実施状況確認

定額 ×

主要食糧の需給及び価格の安
定に関する法律

農業経営課

－

農林水産業費・農
業費

臨時特定

耕作放棄地活用総合対
策事業費補助

市町等が解消計画に基づき
耕作放棄地の利活用のため
地域での取組活動支援に要
する経費

1.耕作放棄地整備事業

1/2 1/2 1/2 ×

耕作放棄地活用総合対策事業
実施要領(H17.4.1農営第1043
号)

農業経営課

－

農林水産業費・農
業費

臨時特定

国有農地等管理処分事
業事務取扱交付金

1.農地等の使用料等の徴収
事務

1.当該事務を行う市町→4,000円
　　納入通知書1件→400円

国有農地等管理処分事業事務
取扱交付金交付要綱

農業経営課 農林水産業費・農
地費

臨時特定

2.国有農地等の維持管理事
務

2.所在する市町→4,000円
　　管理筆数1筆→400円

－

3.その他自作農財産の維持
管理に関する事務

3.別に定める額

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

農林水産業費・農
業費

整備により交流・連携の推進、作
物残渣等の堆肥化による資源循環
等の機能を有すると認められるこ
と

1/2

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

農林水産業費・農
業費

都市農業機能発揮モデ
ル事業

都市農業の多様な機能の発
揮に寄与する取り組みに要
する経費

10/10 ×

都市農業機能発揮モデル事業
実施要領

食料産業・６次産業化交付金
実施要綱(平成30年3月30日付
け29食産第5353号農林水産事
務次官依命通知)

農林水産業費・農
業費

10/10 △

地域における食育・地
産地消活動支援事業
(食料産業・６次産業
化交付金（地域での食
育の推進事業））

兵庫県食育推進計画(第3
次)の目標達成に向けて、
市町や民間団体が行う日本
型食生活の普及促進、農作
業体験の実施等の食育に関
する取組を支援することに
より、地域における食育活
動の充実や団体間の連携強
化等、食育推進体制の充実
を図る。 1/2 1/2 1/2 △
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４　農政環境部所管（１）〔農政企画局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

農業委員会交付金 市町農業委員会の運営及び
所掌する事務を遂行するた
めの経費に対して交付金を
交付する

1.委員手当
2.職員設置費
3.農地調査、資料整備費

10/10 △

・農業委員会等に関する法律
(S26.3.31 法律第88号)
・農業委員会交付金等交付要
綱(H17.4.1 16経営第8328号)
・農業委員会交付金等交付規
則(S36.8.30　規則第75号）

農業経営課

－

農林水産業費・農
業費

経常特定

農業委員会補助金 担い手への農地集積・集約
化のため、農地中間管理機
構と連携・協力関係にある
農業委員会が効果的かつ効
率的に業務を遂行できるよ
う、その活動経費を助成す
る。

■機構集積支援事業
1.農地等の利用状況調査・農地等
の台帳の調査等
2.農業委員の資質向上等 10/10 △

・農地集積・集約化対策事業
実施要綱
・農地集積・集約化対策事業
費補助金実施要綱（H31.3.28
30経営第2525号）
・農業委員会交付金等交付規
則(S36.8.30　規則第75号）

農業経営課

－

農林水産業費・農
業費

経常特定

1.生産基盤 3/10 13.5/100 □ 農業経営課 － 農林水産業費 臨時特定

2.近代化施設 3/10 7/100 □

3.近代化施設（機械） 3/10 △

4.環境施設（生産基盤的） 3/10 7/100 □

5.環境施設（生活改善的） 3/10 △

6.その他 3/10 △

1.生産基盤 1/2 13.5/100 □ 農業経営課 農林水産業費 臨時特定

2.近代化施設 1/2 7/100 □

3.近代化施設（機械）

1/2 △

－

経営所得安定対策直接
支払推進事業

経営所得安定対策の実施に
必要となる推進活動に対す
る助成

経営所得安定対策の実施に必要と
なる推進活動のうち、都道府県段
階及び地域段階の事業実施主体が
行う現場における推進活動や要件
確認等に必要となる経費

定額 △

経営所得安定対策等推進事業実施要綱(H27.4.9 26経営第3569号)農業経営課

－

農林水産業費・農
業費

経常特定

農地集積・集約化対策
事業（機構集積協力金
交付事業）

経営転換、相続、高齢によ
るリタイア等を契機とし
て、農地中間管理機構を通
じて、新たに地域の担い手
となる経営体に農地を貸し
付けた場合、市町等がそれ
に協力するものに対し機構
集積協力金を交付する。
　また、地域内の農地の一
定割合以上を機構に貸し付
けた地域に対し、機構の活
用率に応じて協力金を交付
する。

新たに機構を通じて非担い手から
担い手に貸し付けた農地面積に応
じて協力金を交付

1.経営転換協力金
①農業部門の減少により経営転換
する場合。
②農業からリタイアする場合。
③農地を相続しない場合、全ての
自作地について、機構に対し１０
年以上の貸付、当該農地が受け手
に貸付けられた際に協力金を交
付。
2.地域集積協力金
機構にまとまった農地を貸付けた
地域に対し、機構の活用率に応じ
て協力金を交付

定額 ▲

農地集積・集約化対策事業実
施要綱(H26.2.6経営第3139
号)

農業経営課

－

農林水産業費 臨時特定

強い農業・担い手づく
り総合支援交付金（先
進的農業経営確立支援
タイプ・地域担い手育
成支援タイプ　融資主
体型）

実質化された人・農地プラ
ンが作成されている地域等
の担い手の育成・確保のた
め、農業用機械・施設等の
導入を支援する。

56.5/100 強い農業・担い手づくり総合
支援交付金実施要綱
【H31.4.1付30生産第2218
号】

63/100

7/10

63/100

7/10

7/10

強い農業・担い手づく
り総合支援交付金（地
域担い手育成支援タイ
プ　条件不利型）

経営規模が小規模・零細な
地域において、今後の農業
を担う意欲ある経営体の育
成・確保を図るため、農業
用機械・施設等の導入を支
援する。

36.5/100 強い農業・担い手づくり総合
支援交付金実施要綱
【H31.4.1付30生産第2218
号】

43/100

1/2
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４　農政環境部所管（１）〔農政企画局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

人・農地プラン・農地
集積促進事業（人・農
地プラン作成事業）

集落レベルでの話し合いに
基づき、地域の中心となる
経営体（個人、法人、集落
営農）、そこへの農地の集
積、中心となる経営体とそ
れ以外の農業者（兼業農
家、自給的農家）を含めた
地域農業のあり方等を記載
した人・農地プランを作成
するための取組に対して支
援することで、産業として
の力強い農業の実現、食料
の安定供給、多面的機能や
地域社会の維持を図る

人・農地プランを作成するため取
り組みに必要な経費

定額 △

人・農地問題解決加速化支援
事業実施要領（H24.2.8 23経
営第2955号）

農業経営課

－

農林水産業費 臨時特定

新規就農者確保事業 就農準備段階(2年以内）か
ら経営が不安定な就農直後
（５年以内）の所得を確保
する農業次世代人材投資資
金を交付することにより、
青年の就農意欲の喚起と就
農後の定着を図る

1.農業次世代人材投資資金（準備
型）
2.農業次世代人材投資資金（経営
開始型）
3.市町推進事務費

定額 △

・農政環境部補助金交付要綱
・農業人材力強化総合支援事
業実施要綱（H24.4.6.23経営
第3543号）

農業経営課

－

農林水産業費 臨時特定

1.生産基盤 1/2 13.5/100 □ 農業経営課 － 農林水産業費 臨時特定

2.近代化施設 1/2 7/100 □

3.近代化施設（機械） 1/2 △

4.環境施設（生産基盤的） 1/2 7/100 □

5.環境施設（生活改善的） 1/2 △

6.その他 1/2 △

農地利用最適化交付金 農地等の利用の最適化の推
進に関する事項に関する事
務に要する市町農業委員等
の報酬に対して交付する

農業協同組合法等の一部を改正す
る等の法律による改正後の農業委
員会法第８条第１項の規定により
任命された委員をもって組織され
た農業委員会

10/10 △

・農地利用最適化交付金事業
実施要綱(H28.3.29 27経営第
3278号)
・農地集積・集約化対策推進
交付金交付要綱（H31.3.28
30経営第2525号）
・農業委員会交付金等交付規
則(S36.8.30　規則第75号）

農業経営課

－

農林水産業費 経常特定

法人化促進総合対策事
業補助

①法人化・高度化促進施設整備事
業　組織化・法人化や規模拡大等
に取り組む経営体が行う農業　機
械・施設の導入を支援する。

１/３

法人化促進総合対策事業実施
要領（Ｈ30.４.１ 農営第100
号）

農業経営課

－

農林水産業費

②法人経営新ビジネス展開支援事
業　法人化・雇用の拡大等を行う
経営体が新たに取り組む活動を支
援する。

１/２

③法人運営プロフェッショナル雇
用事業　　法人化・雇用の拡大等
を行う　経営体が行う、法人の運
営に　必要な専門知識を有する者
の確保を支援する。

１/２

担い手確保・経営強化
支援事業

地域ぐるみで地域の農業構
造を改革するため、地域農
業に関わる幅広い関係者の
合意を基本として、人・農
地プランを作成し、地域の
担い手となる中心経営体等
の育成に資するよう、農業
用機械・施設の導入、土地
基盤の整備といったハード
面に対する支援を総合的に
行う

36.5/100 担い手確保経営強化支援事業
実施要綱（H28.1.20 27経営
第2612号）

43/100

1/2

43/100

1/2

1/2

法人化や雇用の確保等、経
営の高度化・多角化に取り
経営体が行う、
①農業機械等の導入
②新たに行う取り組み
③法人運営等に必要な専門
人材の確保
を支援する。

２/３

×
１/２

１/２
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４　農政環境部所管（１）〔農政企画局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

神戸市中央卸売市場再
整備支援事業

平成20年度に整備した神戸
市中央卸売市場本場荷捌き
通路屋根の施設整備に要す
る経費に対し助成

荷捌き通路屋根の施設整備費につ
いて、建設工事費の３分の１に相
当する支払金にかかる元利割賦金
に対し、平成21年度から令和15年
度までの25年間に分割した、当該
年度の元利相当額であること

定額 残額 ×

農政環境部補助金交付要綱消
費流通課関係補助事業補助金
交付の条件

消費流通課
（流通戦略課）

－

農林水産業費・農
業費

臨時特定

1.整備事業費 － □ 消費流通課 臨時特定

(1)売場施設 4/10 6/10 6/10 （流通戦略課）

(2)貯蔵・保管施設 4/10 6/10 6/10

(3)駐車施設 4/10 6/10 6/10

(4)構内舗装 1/3 2/3 2/3

(5)搬送施設 4/10 6/10 6/10

(6)衛生施設 4/10 6/10 6/10

(7)食肉関連施設 4/10 6/10 6/10

(8)情報処理施設 4/10 6/10 6/10

(9)市場管理センター 1/3 2/3 2/3 －

(10)防災施設 1/3 2/3 2/3

(11)加工処理高度化施設 4/10 6/10 6/10

(12)選果・選別施設 4/10 6/10 6/10

(13)総合食品センター機能付加施設 1/3 2/3 2/3

(14)附帯施設 1/3 2/3 2/3

(15)上記の施設内容に準ずる施設 1/3 2/3 2/3

(16)共同集出荷施設 1/3 2/3 2/3

2.附帯事務費 1/2 － 1/2 1/2

消費流通課 臨時特定

（流通戦略課）

輸出向けHACCP等対応
施設整備事業

食品製造事業者等が、輸出
先国が定める輸入条件への
対応及びHACCP等の認証及
びロット数の確保などの輸
出先のニーズに対応するた
めの施設や機器の整備及び
体制整備をする際に要する
経費を支援する 。

（１）施設等整備事業
輸出先のニーズを満たすために必
要な施設の整備（新設、増築、改
築及び修繕を含む）及び機器の整
備に係る経費
（２）効果促進事業
HACCP等に係る認定取得のためのコ
ンサルティングや手数料等に係る
費用、導入後の適切な管理・運用
を行うための人材育成に係る経費
等

HACCP等
の認証を
取得する
場合1/2

上記以外
の場合
3/10

HACCP等
の認証を
取得する
場合1/2

上記以外
の場合
3/10

△

・食料産業・６次産業化交付
金実施要綱
・６次産業化市場規模拡大対
策整備交付金のうち食品産業
の輸出向けHACCP 等対応施設
整備緊急対策事業実施要綱

消費流通課
（流通戦略課）

－

農林水産業費・農
業費

臨時特定

農業経営基盤強化資金
利子補給補助金

農業経営基盤強化資金の借
受者に対し市町が利子補給
した経費に対し助成する

借入資金の利子のうち利率0.5%(上
限)の1/2

1/2 1/2 ×

農業経営基盤強化資金利子補
給補助金交付要綱(H6.10.19.
農経第553号)

農林経済課 －

農林水産業費・農
業費

臨時特定

農林水産業費・農
業費

卸売市場施設整備事業 中央又は地方卸売市場の開
設者等であり、施設の改
良、造成、取得に要する整
備事業費及び附帯事務費に
対して補助金を交付する

食料産業・６次産業化交付金
実施要綱（平成30年3月30日
29食産第5353号農林水産事務
次官依命通知）

農林水産業費・農
業費

持続可能なバイオマス
資源活用推進事業(食
料産業・６次産業化交
付金（メタン発酵消化
液等の肥料利用の促進
事業））

メタン発酵消化液及び食品
リサイクルたい肥等（以下
「消化液等」という。）を
肥料として地域で有効利用
するため、農林漁業者や農
林漁業者の組織する団体等
が行う、農林漁業者等への
理解醸成の促進の取組を支
援する。

(１)消化液等の利用促進活動の推
進
ア　協議会設立・運営
イ　先進地視察
ウ　報告書作成

(２)農業者等への理解醸成の促進
ア　肥効分析
イ　現地調査・実証
ウ　普及啓発資料作成・サンプル
提供
エ　研修会開催
オ　報告書作成

定額
ただし、
（2）の
取組のう
ち、ア、
イ、
エ及びオ
は、交付
の対象と
なる経費
の１／２
以内

（2）の
取組のう
ち、ア、
イ、
エ及びオ
は、交付
の対象と
なる経費
の補助残
額

△

強い農業・担い手づくり総合
支援交付金実施要綱
【H31.4.1付30生産第2218
号】業実施要綱【H28.1.20付
27生産第2393号】
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

環境保全型農業直接支
払交付金

1.市町推進交付金
(環境保全型農業直接支払
交付金に関する推進指導)

地球温暖化防止や生物多様性に効
果が高い営農活動に対する支援を
行っていること

10/10 △

・環境保全型農業直接支援対
策実施要綱(国）
・環境保全型農業直接支払交
付金交付要綱

農業改良課

－

農林水産業費・農
業費

臨時特定

2.環境保全型農業直接支払
交付金
(地球温暖化防止や生物多
様性に効果が高い営農活動
に対する交付金)

1/2 1/4 1/4 △

難防除病害虫対策実証
事業
(国)消費・安全対策交
付金

市町が実施する「スクミリ
ンゴガイ」の、地域の実情
に応じて多様な防除技術を
組合わせた防除体系の確立
に向けた取り組みの支援

スクミリンゴガイの被害が発生し
ている地域で、防除体系確立に意
欲的であること
複数の防除技術を組合わせた防除
体制作りであること

1/2 1/2 △
・消費・安全対策交付金実施
要綱

農業改良課 －

農林水産業費・農
業費

臨時特定

(1)生産基盤及び施設の整備 55 13.5/100 □ 臨時特定

55 7/100

50 13.5/100

50 7/100

50 0

45 0

40 7/100
　

1/3 0

(2）生活環境施設の整備 55 7/100

50 0

(3）地域間交流拠点の整備 50 7/100

50 0

(4)その他 55 13.5/100

50 13.5/100

50 7/100

50 0

(5)創意工夫発揮事業

(1)対象地域 経常特定

①一般基準 1/2 1/4 1/4 － △

②特認基準 1/3 1/3 1/3 － －

(2)対象農地用

(3)対象行為

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

農林水産業費・農
業費38/100

36.5/100

(国)農山漁村振興交付
金

43/100

50/100

新山村振興等農林漁業
特別対策事業費補助

山村振興法、過疎地域の持
続的発展の支援に関する特
別措置法、離島振興法、特
定農山村法で指定された地
域等の活性化のための定住
と地域間交流促進及び農業
者等の所得向上の推進のた
めに要する経費

31.5/100 ・山村振興法
・過疎地域の持続的発展の支
援に関する特別措置法
・特定農山村地域における農
林業等の活性化のための基盤
整備の促進に関する法律
・離島振興法
・農山漁村の活性化のための
定住等及び地域間交流の促進
に関する法律
・農山漁村振興交付金交付等
要綱（令和3年4月1日2農振第
3695号農林水産事務次官依命
通知）
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

総合農政課
（農地整備課）

一般補助施設整備等事業
債(過疎対策事業債)(辺地
対策事業債)

55/100

53/100

36.5/100

43/100

50/100

本体事業と同率

中山間地域等直接支払
交付金

中山間地域等における農業
生産条件の不利補正により
適正な農業生産活動等の継
続を通じて耕作放棄地の発
生防止を図り、食料安定供
給機能及び多面的機能の確
保に資する

2/3

38/100

50

43/100

50

31.5/100

中山間地域等直接支払交付金
実施要領(H12.4.1　12構改Ｂ
第38号農林水産事務次官依命
通知)

総合農政課
（農地整備課）

農林水産業費・農
業費

離島振興法、山村振興法  特定農
山村法、過疎法、棚田地域振興法
の指定地域

兵庫県中山間地域等直接支払
交付金交付要綱4法指定地域外で知事が定める基準

を満たす地域

農業の生産条件が不利な1ha　以上
の一団の農用地

農業者等の締結する集落協定又は
個別協定に基づき、5年以上継続さ
れる農業生産活動等

45



４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

中山間地域等直接支払
推進事業

中山間地域等直接支払制度
の定着に向けて、県及び市
町が行う交付金交付等の適
適性かつ円滑な実施の促進
に資する

交付金を実施する又は実施するこ
とが確実な県または市町

1/1 － － － △ 日本型直接支払推進交付金実
施要綱（平成28年4月1日27農
振第2218号農林水産事務次官
依命通知）、農山漁村振興交
付金交付等要綱（令和3年4月
1日2農振第3695号農林水産事
務次官依命通知）
兵庫県中山間地域等直接支払
推進交付金交付要綱

総合農政課
（農地整備課）

－

農林水産業費・農
業費

臨時特定

△

50/100 12～14/100

50/100 0～7/100

(環境施設)

50/100

農地整備課 一般補助施設整備等事業債 臨時特定

55/100 12～15/100

2.農業振興地域を対象としていること

55/100 6～7/100

55/100 0～10/100

農村総合整備事業
（国）農業体質強化基
盤整備促進事業

農村振興総合整備事業等実
施要綱に定める生産基盤事
業及び生活環境基盤事業

それぞれの地域における自然的社
会的条件をふまえつつ、農業生産
基盤の整備及びこれと関連を持つ
農村環境の整備を総合的に実施す
るとともに、併せて都市と農村の
交流促進のための条件整備を図る
もので、総合整備計画に即して次
に掲げる要件を満たすものについ
て実施する

(生活基盤)

(環境基盤)

農業体質強化基盤整備促進事
業実施要綱(H24.2.8 23農振
第2269号)

農地整備課 一般補助施設整備等事業
債

農林水産業費・農
地費

臨時特定

36～38/100

43～50/100

50/100

農林水産業費・農
業費

30～33/100

・農山漁村地域整備交付金実
施要綱(H22.4.1 21農振第
2453号)

(環境基盤)

38～39/100

1.総合整備計画において整備の基
本構想・整備目標が定められてい
ること

2.計画区域内において、農業生産
基盤・農村生活環境の整備を総合
的に行うこと

3.周辺農用地の整備が完了してい
る計画区域又は近い将来整備が完
了することが見込まれる区域であ
り、生活環境整備に係る事業を実
施することによって当該地域の安
住化及び活性化の促進が図られる
と認められること

中山間地域総合整備事
業
(国）農山漁村地域整
備交付金・農業体質強
化基盤整備促進事業

中山間地域総合整備事業実
施要綱に定める生産基盤事
業及び生活環境基盤整備事
業

1.過疎、山振の指定市町及びそれ
に準ずる地域で複数集落を対象と
していること

3.地域の活性化構想を作成し、知
事の承認を得ること

・農業体質強化基盤整備促進
事(H24.2.8 23農振第2269号)(環境施設)

35～45/100

4.総合的に事業を実施し、生産基
盤に係る受益面積の合計が　20ha
以上であること

(生産基盤)

△

・土地改良法(昭和24年法律
第195号)
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

1カ所の復旧工事費が40万円以上の 農地整備課 災害復旧事業債 臨時特定

1.農地 50/100 50/100 △

2.災害復旧費

2.農地用施設 65/100 35/100

1.受益戸数が2戸以上 1/2 1/2 △ 公共事業等債 臨時特定

2.工事費が400万円以上

3.他の改良計画がないこと

4.事業効果が大きいこと

災害関連農村生活環境
施設復旧事業
(国)団体営災害関連農
村生活環境施設復旧事
業

災害を受けた農村生活環境
施設の復旧を速やかに行う
ことにより、活力ある農村
地域社会の維持、形成を図
る

1.受益者戸数が2戸以上
2.工事費が200万円以上

1/2 1/2 △

災害関連農村生活環境施設復
旧事業実施要綱

農地整備課 公共事業等債 農林水産業費・農
地費

臨時特定

災害関連ほ場整備事業 豪雨等で甚大な被害を受け
た小規模農地の区画整理を
行う。

災害復旧と併せて事業実施するも
ので、5ha未満であるもの

80/100 13/100 7/100

・土地改良法
・県単独災害関連ほ場整備事
業実施要領
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱

農地整備課 一般単独事業債 農林水産業費・農
地費

臨時特定

本庄川ダム管理費 多目的ダムとして設置され
た本庄川ダムの維持管理経
費のうち、防災ダム機能に
係る経費を負担

ダム建設のアロケーション比率

55.1/100 44.9/100 ×

本庄川ダム管理委託協定書 農地整備課

－

農林水産業費・農
地費

経常特定

防災施設管理費 福浦海岸に設置された防潮
樋門等の維持管理を委託す
る

10/10
×

海岸法（S31.5.12 法律第101
号）

農地整備課
－

農林水産業費 経常特定

地籍調査費　毎筆の土地の
境界を調査し、地籍簿、地
籍図を作成

国土調査促進特別措置法に基づき
国が定めた地域

国土調査法(昭和26年法律第
180号)

農地整備課

－

農林水産業費・農
地費

臨時特定

1.市町営 50/100 25/100 25/100

2.県営 1/2 1/2

地籍調査事業
(国)社会資本整備円滑
化地籍整備事業費補助

地籍調査費　毎筆の土地の
境界を調査し、地籍簿、地
籍図を作成

国土調査促進特別措置法に基づき
国が定めた地域
1.市町営
2.県営

1.1/2
2.1/2

1.1/4
2.1/2

 1.1/4 △

国土調査法(昭和26年法律第
180号)

農地整備課 －
農林水産業費・農
地費

臨時特定

農地災害復旧事業
(国)団体営災害復旧事
業

異常な天然現象の発生によ
り被害を受けた農地農業用
施設の復旧を行う

・農林水産業施設災害復旧事
業費国庫補助の暫定措置に関
する法律
・激甚災害に対処するための
特別の財政援助等に関する法
律

1.災害復旧費・農
林水産施設

※なお、当該年度の1戸当たり事業費により
補助率が増高されることがある

農地災害関連区画整備
事業
(国)農地災害関連区画
整備事業

異常な天然現象の発生によ
り被災した農地と隣接する
農地等を含めて区画形質を
変更し被災原因の除去を行
うことにより、再度災害を
防止し、農業経営の安定と
国土保全を図る

・農地災害関連区画整備事業
実施要綱
・激甚災害に対処するための
特別の財政援助等に関する法
律

農地整備課 農林水産業費・農
地費

※ただし、激甚災害に指定された場合農業用
施設のみ補助率の増高が可能。

地籍調査事業
(国)地籍調査費負担
金・社会資本整備総合
交付金

△
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

担い手育成土地利用調
整事業

ほ場整備事業を実施する地
区の担い手への農用地の利
用集積に対して助成

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱

農地整備課 公共事業等債 農林水産業費・農
地費

臨時特定

(国)農山漁村地域整備
交付金

1.土地利用調整推進 5～5.5/10 △
(国)農山漁村地域整備交付金
交付要綱

(国)農業競争力強化農
地整備事業

2.高生産性農業集積促進 5～5.5/10 2.25～2.5/10 2.25～/10 ×
(国)土地改良事業関係補助金
交付要綱

(国)農地中間管理機構
関連農地整備事業

(国)農山漁村地域整備交付金
実施要綱
(国)農業競争力強化農地整備
事業実施要綱
(国)農地中間管理機構関連農
地整備事業実施要綱

ほ場整備事業調査設計
助成費
(国)水利施設等保全高
度化事業

市町等が県営ほ場整備事業
を申請するのに必要な地形
図形成、調査設計に要する
費用に対して助成

県営ほ場整備事業として採択予定
地区

100/100 △

令和２年度農政環境部補助金
交付要綱
(国)土地改良事業関係補助金
交付要綱
(国)水利施設等保全高度化事
業実施要綱

農地整備課 － 農林水産業費・農
地費

臨時特定

国営造成施設管理体制
整備促進事業助成金

1.国営造成土地改良施設を
管理する土地改良区に対す
る「管理の合理化・高度
化」に係る支援

50/100 25/100 25/100 □

国営造成施設管理体制整備促
進事業実施要綱

農地整備課 － 農林水産業費・農
業費

臨時特定

2.国営造成土地改良施設を
管理する土地改良区に対す
る「管理の合理化・高度
化」に係る体制整備活動

50/100 50/100 △

県単独小規模農地緊急
整備事業

国の補助対象とならない小
規模な農地について、防
災・遊休農地対策等を目的
として基盤整備を行う

以下に掲げる事業を行うもので
あって、その受益面積が1ha以上
5ha未満であるもの
①ほ場整備
②農道整備
③用排水施設整備
④付帯工
　※④は①～③と併せて行う維持
　　管理軽減・防災対策に有効
　　な整備

50/100 ×

・土地改良法
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・県単独小規模農地緊急整備
事業実施要領

農地整備課 一般単独事業債 農林水産業費・農
地費

臨時特定

農村振興総合整備等実
施計画策定費
（国）農山漁村地域整
備交付金

農村振興基本計画に基づい
て実施する農村総合整備事
業等の実施計画を策定

策定後、農村総合整備事業等を実
施すること

50～55/100 14/100 □

農山漁村地域整備交付金実施
要綱(H22.4.1 21農振第2453
号)

農地整備課

－

農林水産業費・農
業費

臨時特定

1.市町推進交付金 ■支援対象となる「組織」 ※1 多面的機能支払交付金交付要
綱

農地整備課 臨時特定

①農業者のみで構成される活動組
織

10/10 △

2.多面的機能支払交付金 ■支援対象となる「農用地」 ※2

①農振地域内の農用地 1/2 1/4 1/4 △ －

②生産緑地内の農用地

④農振地域内と一体的に行われる
農用地※活動期間は原則５年

多面的機能推進事業
（国）多面的機能支払
交付金制度

農林水産業費・農
地費

②農業者及びその他の者で構成さ
れる活動組織

1.2ともに、国営造成土地改良施設
を管理する土地改良区の管理体制
整備を図るべく、「管理体制整備
の推進活動」「管理体制の整備・
強化に対する支援」を実施しよう
とする市町

ほ場整備事業（基盤整備関連経営
体育成等促進計画が策定されたも
の）実施地区及び、採択予定地区

市町が行う共同活動支援交
付金の交付、活動組織に対
する指導並びに実施状況確
認等

5～4.5/10

50/100

31～36/100

地域共同で行う、多面的機
能を支える活動や地域資源
の質的向上を図る活動を支
援

③条例等により多面的機能の発揮
の観点から保全管理が図られる農
用地
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

農山漁村振興交付金実施要
綱のうち次に係る事業小規
模農林地等保全整備（要件
類別１）

【共通】
活性化計画の作成

・土地改良法
・農山漁村活性化法
・農山漁村振興交付金実施要
綱

農地整備課 一般補助施設整備等事業
債（県営ふるさと水と土
ふれあい事業）

臨時特定

【ふるさと水と土　ふれあい事
業】
以下のア、イのいずれかの要件を
ア:(1)(2)共に該当する地域。

(1)環境創造区域

(2)地域住民等による土地改良施設
等の維持管理活動を促進する体制
が整っており、土地改良施設等の
保全又は保全活動に資することが

イ:林野率が50％以上であり、主傾
斜1/100以上の農用地の面積が、当
該集落の全農用地の50％以上を占

●総事業費→1億円未満

●受益地→１ha以上

●受益者→農林漁業者3名以上

地域農業水利施設ス
トックマネジメント事
業

農業水利施設の機能を効率
的に保全する計画を作成
し、施設の状況に応じた対
策を講じる

県が作成する地域農業水利施設保
全対策実施方針に位置づけられた
もの

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農山漁村地域整備交付
金実施要綱

農地整備課 公共事業等債 農林水産業費・農
地費

臨時特定

1.機能保全計画の作成 1.受益面積→100ha以上

2.対策工事の実施 2.受益面積→10ha以上

1.機能保全計画の作成 1.１ヵ年以内 定額

2.対策工事の実施 2.事業費200万円以上 50～55/100 14/100

(国)土地改良事業関係補助金
交付要綱
(国)農業水利施設等長寿命
化・防災減災事業実施要綱

農林水産業費・農
地費

55 30 15 △

50～55/100 14/100 31～36/100
△

(国)農山漁村地域整備
交付金・地域農業水利
施設ストックマネジメ
ント事業

3.突発的事故に対する緊急
工事

3.施設の劣化に起因すると想定さ
れるもの　(1箇所の工事費→400千
円以上）

(国)農山漁村振興交付
金
１.県営ふるさと水と
　 土ふれあい事業

（国）農業水路等長寿
命化・防災減災事業 △

令和２年度農政環境部補助金
交付要綱31～36/100
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

農業集落排水事業
(国)農山漁村地域整備
交付金

農業集落におけるし尿、生
活雑排水等の汚水、汚泥又
は雨水を処理する施設の整
備又は改築を行う。

1.瀬戸内海環境保全特別措置法
で規定された区域内
2.原則として農振地域内の農業集
落を対象
3.汚水処理施設は原則として対象
人口概ね1000人程度以下
4.受益戸数が概ね20戸以上
5.改築の場合、費用が200万円以上
であり且つ、
①適正な維持管理が行われ、供用
開始後７年以上経過していること
②供用開始後施設を取り巻く条件
又は環境の変化が認められること
のいずれかに該当すること。

5/10 5/10 △

農山漁村地域整備交付金実施
要綱(H22.4.1 21農振第2453
号)

農地整備課

－

農林水産業費・農
地費

臨時特定

(国)農山漁村地域整備
交付金

農業集落排水施設等の劣化
状況等を調べる機能診断調
査及びその結果に基づき施
設機能を保全するために必
要な対策方法等を定めた構
想計画の策定

6.既存施設を有効活用すると認め
られるものであって、施設機能の
向上を主な目的としないものであ
るとともに、当該市町村内に整備
された農業集落排水施設であるこ
と。

10/10 △

農業基盤整備促進事業 定額助成 1．事業費200万円以上 定額 △ 令和２年度農政環境部補助金 農地整備課 公共事業等債 農林水産業費 臨時特定

（国）農地耕作条件 暗渠排水・畦畔除去・区画 2．受益者が2戸 交付要綱 農地費

改善事業 拡大などの簡易な整備 （国）土地改良事業関係補助金

（国）農業水利施設等 交付要綱

長寿命化・防災減災事
業

（国）農地耕作条件改善事業

（国）農山漁村地域整
備交付金

定率助成 実施要綱

農業用用排水路等の施設整 上記と同じ △ （国）農業水利施設等

備及び区画整理事業及び 50～55/100 14/100 長寿命化・防災減災事業

推進にかかる経費 実施要綱

50～55/100 （国）農山漁村地域整備交付金実施要綱(H22.4.1 21農振第2453号)

定率助成

農業用用排水路等の施設整 上記と同じ 50～55/100 14/100

備及び区画整理事業及び 機能保全計画に基づく更新整備

推進にかかる経費

農業用施設災害関連事
業
（国）団体営農業用施
設災害関連事業

異常な天然現象の発生によ
り被害を受けた農業用施設
の復旧と併せて行う被害原
因に係る残存施設等の補強

工事費２００万円以上でかつ災害
復旧工事費を超えないもの、他に
改良計画がなく事業効果が大なも
の

50/100 △

・農業用施設災害関連事業の
実施について（S40.9.10.40
農地Ｄ第1129号）
・激甚災害に対処するための
特別の財政援助等に関する法
律

農地整備課

－

農林水産業費・農
地費

臨時特定

国直轄事業負担金助成
事業

国直轄管理事業（加古川水
系広域農業水利施設総合管
理事業）にかかる市町負担
に対する助成

前年度に国が行った事業にかかる
地区別・市町別負担対象事業費に
対して市町が17.5％以上負担する
こと。

10/10 × 令和２年度農政環境部補助金
交付要綱

農地整備課

－

農林水産業費・農
地費

臨時一般

推進にかかる経費

45～50/100

農業用用排水路・農道・区画整理

31～36/100

50/100

※当該年度の1戸当たり事業費により補
助率が増高されることがある

農業用用排水路・農道・区画整理

31～36/100
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

①実施計画策定等 ①実施計画策定等
農地整備課 公共事業等債 農林水産業費・農

地費
臨時特定

100/100 0/100 0/100 0/100 △

②整備事業 ②整備事業(団体営）

・推進計画に位置付けた事業であること50～55/100 18/100
・災害防除対策推進地域等で
あって、整備事業を実施する受益
面積の合計が10ha以上
・各々施設又は施設が一体と
なってその効果を発揮する場合に
あってはその施設においてすべて
の効用がすべての費用を償うこと
ア）ため池整備事業

■ため池整備工事

■ため池水質改善工事（注１)

※受益面積0.5ha以上10ha未満
（5ha未満）
※括弧書きは中山間地域
■総事業費800万円以上

　(注１)工事費3,500万円以上
イ）用排水施設等整備事業
■用排水施設整備事業

※受益面積200ha以上(100ha以上)

※総事業費8,000万円以上

ウ）農業用施設等災害管理対策事
業■危機管理情報システム整備

■危機管理向上施設整備

■簡易な施設整備

※受益面積10ha以上

■利活用保全、周辺環境整備

※関連する土地改良施設の受益面
積20ha以上※関連する土地改良施設がため池
の場合、受益面積2ha以上

エ）農村防災施設整備事業
※災害防除対策推進地域等もしく
は農村防災施設整備の受益地内か
周辺地域であるもの

※調査計画事業で安全度評価　を
実施し改修の必要が認められたも
の
■緊急避難経路整備

■緊急避難塔整備

※受益面積60ha以上

■防火水槽

※受益面積40ha以上

〔国）農村地域防災減
災事業

総合的な防災・減災対策を
実施することにより、農業
生産の維持、農業経営の安
定及び地域住民の暮らしの
安全の確保を図り、災害に
強い農村づくりを推進する

・土地改良法（昭和24年法律
第195号）
・土地改良法施行令（昭和24
年制令第295号）及び土地改
良法施行規則（昭和24年農林
省令第75号）
・農村地域防災減災事業実施
要綱(H25.2.26 24農振第2114
号)

・実施計画策定、耐震性点検、
耐震化対策整備計画策定、施設長
寿命化計画策定、ため池群調査計
画策定、ため池緊急防災対策情報
整備のいずれかを実施する。

27～32/100
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

■緊急避難施設の耐震化 農地整備課 公共事業等債 臨時特定
※受益面積50ha以上

■情報基盤施設整備

※受益面積20ha以上

オ）ため池緊急防災環境整備事業
■ため池の統廃合及び代替水源の
確保※防災重点ため池であって、想定
被害額(農外)が500万円以上のもの (団体営）

※統廃合に伴い代替水源を確保す
るための施設設備を伴うもの 100/100 0/100 0/100 0/100

カ）農業用河川工作物応急対策事
業
※農業用河川工作物の改善措置を
行　い洪水等からの安全を確保する

※総事業費

　800万円以上5,000万円未満

キ）特定農業用管水路等特別対策
事業
※石綿等が使用されている農業用
管水路の撤去

※受益面積10ha以上

※総事業費800万円以上

（事業共通）

・長寿命化・防災減災計画に位置
付けた事業であること。

・事業費の合計が200万円以上

・受益農家2者以上(施設の廃止撤
去は除く)

農地整備課 農林水産費 臨時特定

農地費

－

農地整備課 公共事業等債 農林水産費 臨時特定

農地費

 50～55/100 18/100 25/100 2～7/100 △

 50～55/100 32～42/100 3～18/100 0/100 △

〔国）農村地域防災減
災事業（つづき）

(国)農業水路等長寿命
化・防災減災事業

【1】
1.自然災害等により被害が
発生するおそれのある農業
用用排水施設等の整備に係
る実施計画の策定

【1】
農業水路等長寿命化・防災減災事
業で実施する以下のいずれかの事
業と併せ行うものであること。
① ため池整備
② 特定農業用管水路等特別対策
③ 農業用河川工作物応急対策
④ 利活用保全
⑤ ため池の廃止

100/100 ― ― ― △

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

2.過去に大規模地震が発生
したことのある地域又は今
後大規模地震が発生するお
それの高い地域において実
施する農業用用排水施設の
耐震性調査

【2】
ため池整備（豪雨による決
壊の防止、その他の洪水調
節機能の賦与・増進のため
に必要なため池の改修、附
帯施設の整備及び併せ行う
しゅんせつ又は農地等の洪
水調節機能の発揮のための
整備）

【2】
施設が決壊した場合の浸水区域に
家屋や公共施設等が存在し、人的
被害を与えるおそれのあるため
池、又は、農用地に被害を与える
ため池であること。

50～55/100 18/100 27～32/100 △

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

農林水産業費・農
地費
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

農地整備課 公共事業等債 臨時特定

農地整備課 公共事業等債 臨時特定

50～55/100 32～42/100 3～18/100 ― △ 農地整備課 公共事業等債 臨時特定

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

農林水産費・　農
地費

【4】
ため池整備（築造後におけ
る自然的・社会的状況の変
化等に対応する場合又は人
命、人家若しくは公共施設
等に被害を及ぼす災害の発
生するおそれがある場合に
早急に整備を要するため池
の新設、変更、新設と併せ
行う廃止、ため池の廃止、
しゅんせつ、附帯施設の整
備、下流水路の整備又は管
理施設の整備）

【4】
①ため池の浚渫工事にあっては、
ため池の安全性を損なわないもの
とし、貯水量に対する堆砂率がお
おむね10%以上であること。
②ため池の廃止は、災害発生の防
止、安全管理又は水管理の合理化
等を図ることを目的とするものに
限るものとし、機能を廃止する上
で必要最低限の整備であって、次
の要件のすべてに該当するものと
する。
(a) 埋立てにより土地造成がなさ
れるときは、当該土地が公共の用
に供されるものであること。ただ
し、堤体の掘削により生じる発生
土のみで埋め立てる場合を除く。
(b)事業実施主体は、事業実施に先
立ち、廃止後の維持管理を行う者
と、次の事項を予め確認している
こと。
①常時及び非常時の見回り方法
②開削部等に異常が確認された場
合の対応方法
(c)従前に農業用水を貯留する施設
として利用されていたものであっ
て、かつ、他の用途に使用してい
ないものであること。

50～55/100 18/100 27～32/100 △

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

農林水産費・　農
地費

【3】
ため池整備（耐震性の向上
のためのため池の改修又は
地震からの安全を確保する
ために必要な管理施設の新
設若しくは改修）

【3】
大規模な地震等の発生に伴って決
壊その他の事故による被害を生ず
るおそれがあるため池等を対象と
し、過去に大規模地震が発生した
ことのある地域又は今後大規模地
震が発生するおそれの高い地域で
行うものであること。

50～55/100 18/100 27～32/100 △

【5】
農業用河川工作物の整備補
強、撤去又は撤去に伴う農
業用用排水施設の整備

【5】
以下のいずれかに該当するものと
する。
①工作物の構造が不適当又は不十
分のため、前後一連の区間に比較
してその治水機能が劣っている工
作物について対策基準により改善
措置を必要とするもの及びこれと
一連の施設で洪水等からの安全を
確保するため、一体としての工事
の実施を必要とするもの。
②工作物の本来の機能が失われ、
前後の一連の区間に比較してその
治水機能が劣っている工作物につ
いて洪水等からの安全を確保する
ため、工作物の撤去等の工事の実
施を必要とするもの。

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

農林水産費・　農
地費

(国)農業水路等長寿命
化・防災減災事業（つ
づき）
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

農地整備課 公共事業等債 臨時特定

農地整備課 公共事業等債 臨時特定

農地整備課 公共事業等債 臨時特定

農地整備課 公共事業等債 臨時特定

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

農林水産費・　農
地費

△

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

農林水産費・　農
地費

【6】
農業用排水施設の利活用保
全のために必要な生態系保
全施設、地域防災施設、渇
水対策施設の整備

【6】
ため池整備と併せ行うものである
こと。 50～55/100 18/100 27～32/100 △

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

農林水産費・　農
地費

【8】
ため池の防災機能を確保す
るために必要な、緊急時に
対応するための排水ポンプ
の設置等

【8】
防災重点ため池であること。

100/100 ― ― ―

【7】
危機管理システム等整備
(a) 農業用用排水施設等の
災害に係る危機管理のため
に必要な情報に関するシス
テムの整備
(b) 農業用用排水施設にお
ける危機管理向上施設の整
備
　①雨量計若しくは水位計
等の観測機器・緊急放流施
設・緊急排水ポンプ・安全
導排水路・洪水水位調節の
ための施設又は装置・ポン
プ若しくはゲート等の遠隔
操作装置・非常時の施設機
能維持のための非常用電源
装置又は防水対策施設等の
整備
　②農業用施設等の防災・
減災のために必要な体制の
整備及び体制等に基づいて
行う行動

50～55/100 18/100 27～32/100 △

・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・(国)農業水路等長寿命化・
防災減災事業実施要綱

農林水産費・　農
地費

【9】
ため池の廃止

【9】
以下のすべての条件を満たす地区
①防災重点ため池であって、想定
被害額(農外)が500万円以上のも
の。
②廃止に伴い水路等の施設整備を
伴うもの。
③埋立てによる土地造成を行わな
いもの。(堤体の掘削により生じる
発生土のみで埋立てる場合を除
く。）
④事業実施主体は、事業実施に先
立ち、廃止後の維持管理を行う者
と、次の事項を予め確認している
こと。
a.常時及び非常時の見回り方法
b.開削部等に異常が確認された場
合の対応方法。
⑤従前に農業用水を貯留する施設
として利用されていたものであっ
て、かつ、他の用途に使用してい
ないもの

100/100 ― ― ― △

(国)農業水路等長寿命
化・防災減災事業（つ
づき）
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

産地生産基盤パワー
アップ事業
（主要農作物競争力強
化対策事業、野菜産地
総合整備対策事業、花
き・果樹特産産地競争
力強化対策事業）

ＴＰＰ協定の大筋合意を踏
まえ、農業の国際競争力強
化を図るため、地域の営農
戦略に基づいて実施する産
地の高収益化に向けた取組
を支援

・品目ごとの面積要件を満たすこ
と
・生産コスト低減、販売額増等の
成果目標基準を満たすこと

1/2 1/2 △

産地生産基盤パワーアップ事
業実施要綱(R2.2.28付元生産
第1695号)

農産園芸課

－

農林水産業費・農
業費

臨時特定

被災農業者向け生産施
設等災害復旧支援事業

令和２年１２月以降の大雪
により、被災した農業者の
経営安定と農産物の安定生
産を支援

令和２年１２月以降の大雪により
被害を受けた生産施設等を有する
農業者及び当該農業者が組織する
団体等

4/9以内 2/9以内 1/3以内 ×

被災農業者向け生産施設等復
旧支援事業実施要領

農産園芸課・畜産課 災害復旧事業債 農林水産業費・農
業費

臨時特定

但馬牛繁殖経営安定対
策事業補助金

但馬牛増頭のため、預託、
導入等の施策を実施する市
町又は団体に対し、経費の
一部を補助するのに要する
経費

市町又は団体が、但馬牛繁殖雌牛
の預託又は導入農家への補助を行
うこと 1/2以内

上限40千円
1/2以上 ×

令和3年度農政環境部補助金
交付要綱

畜産課

－

農林水産業費・
畜産業費

臨時特定

但馬牛生産基盤強化整
備事業費補助金（国事
業名：畜産・酪農収益
力強化整備等特別対策
事業）

肉用牛増頭のため、市町等
が整備する家畜飼養管理施
設等の整備および家畜の導
入に係る経費の一部を補助
するのに要する経費

地域の収益性向上に寄与すること

1/2以内 43/100以上 □

令和3年度農政環境部補助金
交付要綱

畜産課

－

農林水産業費・
畜産業費

臨時特定

畜産競争力強化整備事
業
（国事業名：畜産・酪
農収益力強化整備等特
別対策事業）
＜R1繰越＞

畜産クラスター計画に位置
づけられた中心的経営体に
対し、施設整備を支援

飼養規模の拡大と生産効率の向上

1/2以内 1/2以上 △

畜産・酪農収益力強化総合対
策基金等事業実施要綱

畜産課

－

農林水産業費・畜
産業費

臨時特定

県立但馬牧場公園管理
運営費

兵庫県立但馬牧場公園の施
設維持管理並びに運営を新
温泉町を指定管理者とする

兵庫県立但馬牧場公園の管理に関
する基本協定書及び年度協定書に
よる

1/2以内 定額 ×

・兵庫県立但馬牧場公園の設
置及び管理に関する条例
・兵庫県立但馬牧場公園管理
規則

畜産課

－

農林水産業費・畜
産業費

臨時特定

事業規模0.1ha以上 林務課 臨時特定

3/10 2/10

3/10 1/10

－

5/10 2/10

3/10 2/10

3/10 1/10

3/10

5/10

6/10

7/100以内
※ただし、但馬牛

繁殖舎に限る

造林事業推進費補助
（H30繰越）

森林所有者等の造林事業に
対する助成に要する経費
①森林環境保全直接支援事
業②環境林整備事業

△

森林環境保全整備事業実施要
綱造林事業補助金交付規則

農林水産業費・林
業費

5/10

6/10
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

森林所有者等の造林事業に 事業規模0.1ha以上 林務課 臨時特定

対する助成に要する経費

①森林環境保全直接支援事 3/10 2/10

業 3/10 1/10

③森林空間総合整備事業 5/10 2/10 －

（農山漁村地域整備交付金） 3/10 2/10

3/10 1/10

④花粉発生源対策促進事業 ④花粉症対策苗木等のコンテナ苗
（農山漁村地域整備交付金） 事業規模0.1ha以上 5/10 2/10

3/10 1/10
林業構造改善対策事業 森林・林業の再生の基盤と

なる施設・機械の整備等を
推進するとともに、林業お
よび木材産業の持続的かつ
健全な発展と木材利用の推
進を図る。

①施設ごとに定められた指標につ
いて、県が定める目標を達成する
取組であること。

②施設ごとの採択基準をみたして
いること。

③施設ごとの建設費が上限範囲内
であること。

④受益者戸数が原則5戸以上である
こと。

15～50% 0～13.5% △

林業成長産業化総合対策実施
要綱
・林業・木材産業成長産業化
促進対策交付金実施要領
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱

林務課 一般補助施設整備等事業債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

木の香るまちづくり事
業 地域材利用のモデルとなるような △

臨時特定

①公共建築物等

　 ②木造公共施設等 ②15％ ②85％

③木質内装 ③3.75％ ③96.25％

④50% ④50% －

森林整備地域活動支援
交付金（森林整備地域
活動支援事業）

森林所有者による計画的か
つ一体的な森林施業の実施
に不可欠な森林の現況調査
その他の地域活動に対する
支援

市町長と森林所有者等の間で締結
される森林整備地域活動実施協定
に基づき、森林整備地域活動支援
交付金を交付する市町 1/2 1/4 1/4 △

・林業成長産業化総合対策実
施要綱
・林業成長産業化総合対策補
助金等交付要綱
・林業・木材産業成長産業化
促進対策交付金実施要領

林務課

－

農林水産業費・林
業費

経常特定

森林整備地域活動支援
推進交付金推進事務
（森林整備地域活動支
援推進事業）

森林整備地域活動支援交付
金制度の実施に当たり、事
業の適正かつ円滑な実施を
推進する

－

1/2 1/2 △

・林業成長産業化総合対策実
施要綱
・林業成長産業化総合対策補
助金等交付要綱
・林業・木材産業成長産業化
促進対策交付金実施要領
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱

林務課

－

農林水産業費・林
業費

経常特定

造林事業推進費補助
（H31現年）

△

林務課

④CLTを構造耐力上主要な部分に活
用する建築物

⑤耐火建築物又は三階建て準耐火
建築物

⑥角材を活用した壁柱や重ね梁活
用建築物

農林水産業費・林
業費

5/10

6/10

3/10

5/10

6/10

3/10
6/10

森林環境保全整備事業実施要
綱造林事業補助金交付規則

78%～36.5%

地域の自然や環境と調和す
る地域林を使用した、優良
でシンボル的な木造公共施
設等の整備

・林業成長産業化総合対策実
施要綱
・林業・木材産業成長産業化
促進対策交付金実施要領
・農山漁村振興交付金実施要
綱
・令和２年度農政環境部補助
金
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

重要水源林機能高度化
事業費補助

重要水源地域の有する森林
の水源かん養機能の拡充を
図るため、森林の整備(枝
打ち、機能増進保育、作業
路開設)に対する経費補助

①枝打ち
1施行地0.1ha以上の3～6齢級の人
工林において行う枝打ち。

②機能増進保育
1施行地0.1ha以上の7～12齢級、又
は市町村森林整備計画に定められ
る標準伐期齢に2を乗じた林齢以下
の人工林において行う機能増進保
育。

③作業路
概ね1ha以上の区域において、要造
林地用保育地の面積が2分の1以上
ある団地で、これらの作業を実施
するための必要な作業路。

4/10 ×

重要水源林機能高度化事業補
助金交付要綱

林務課

－

農林水産業費・林
業費

臨時特定

針葉樹林と広葉樹林の
混交整備事業

災害に強い森づくり進める
ため、高齢人工林におい
て、部分伐採を促進し、広
葉樹等を植栽する

概ね46年生以上の高齢人工林が大
半を占める森林事業地の保全管理
に関する協定を締結している、ま
たは見込の森林

10/10 ×

・針葉樹林と広葉樹林の混交
整備事業実施要領
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱

林務課

－

農林水産業費・林
業費

臨時特定

美しい森林づくり基盤
整備交付金

造林、間伐等の森林施業、
並びに林道、作業道等の路
網開設等に要する経費

間伐等促進法に基づくもの

5/10 ○

美しい森づくり基盤整備交付
金交付要綱

林　務　課 公共事業等債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

生産性向上等の体質強化を
図るための合板・製材工場
等の整備とそれらに向け
て、安定的に原木を供給す
る為の間伐材生産及び路網
整備等を一体的に実施する
1.体質強化計画の策定
2.木材加工流通施設等整備
3.間伐材生産
4.林内路網整備
5.森林境界の明確化

6.高性能林業機械等の整備

緊急防災林整備 表土の流亡を防ぐため、伐
倒木を利用した土留工等の
設置等の施業に要する経費
の助成

伐倒木を利用した土留工等の設置
等に要する経費

10/10 ×

令和3年度農政環境部補助金
交付要綱

豊かな森づくり課
（治山課）

－

農林水産業費・林
業費

臨時特定

6/10

5/10

森林林業緊急整備事業
費補助

－

定額 △

令和２年度農政環境部補助金
交付要綱

臨時特定林務課 農林水産業費・林
業費
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

住民参画型森林整備 公益的機能が低下した広葉
樹林や、野生動物被害が深
刻な地域の集落等に近接す
る森林を、地域住民が自発
的に整備するために必要な
技術指導や機材費などの支
援を行う。

①概ね2ha以上の森林

②地域自治会や森林ボランティア
が基本計画づくりを行う

③土地所有者との間に３年以上の
管理協定を締結すること
※補助率:定額2,400千円/1箇所(資
機材費が120万円の場合に、委託費
が120万円を超えて必要な場合は、
委託費のみ30万円までの上乗せが
可能)

10/10 ×

令和3年度農政環境部補助金
交付要綱

豊かな森づくり課
（治山課）

－

農林水産業費・林
業費

臨時特定

森林・山村多面的機能
発揮対策推進交付金
（市町分）

森林・山村多面的機能発揮
対策の適正かつ円滑な実施
に資するために、本対策に
取り組む市町に対して交付

市町が行う活動組織に対する推
進・指導等に要する経費
※補助率:10/10（但し上限12万
円）

10/10 △

兵庫県森林・山村多面的機能
発揮対策推進交付金交付要綱
（県要綱）

豊かな森づくり課
（治山課）

－

農林水産業費・林
業費

経常特定

都市山防災林整備 人命・下流の住家等に被害
を及ぼす危険性が高い流域
の森林を対象に行う。本数
調整伐、土留工の設置、倒
木の危険性が高い大径木の
伐採にかかる経費の助成

①H26年8月及びH30年7月豪雨によ
り災害が多発した地域の森林

②治山ダム等が未整備の危険渓流

③手入れがされず、過密で生長の
悪い防災機能が劣る森林
※補助率:10/10

10/10 ×

令和3年度農政環境部補助金
交付要綱

豊かな森づくり課
（治山課）

－

農林水産業費・林
業費

臨時特定

森林害虫予防事業 松くい虫に対する予防対策 森林保全室 － 臨時特定

①特別防除・地上散布事業(県実
施) 10/10 ×

・松くい虫防除事業委託要綱
・松くい虫防除事業損失補償
金交付要綱

（治山課）

②特別防除・被害防止対策費
1.地上散布事業(市町実施) 1/2 1/2 ×

森林病害虫等防除事業補助金
交付規則

③樹幹注入剤による森林保全対策
事業（県実施）

1/2 1/2 △

・林業関係事業補助金等交付
要綱
・松くい虫防除事業委託要綱

④樹幹注入剤による松林保全対策
事業（市町実施）

1/2 1/4 1/4 △

・林業関係事業補助金等交付
要綱
・令和3年度農政環境部補助
金交付要綱

森林害虫駆除事業 森林病害虫防除に要する費
用

松くい虫に対する駆除対策 森林保全室 － 農林水産業費・林
業費

臨時特定

①伐倒駆除
10/10 ×

松くい虫防除事業損失補償金
交付要綱

（治山課）

②特別伐倒駆除・天敵利用型伐倒
駆除
ナラ枯れ被害等法定森林病害
虫に対する駆除対策

1/2 1/2 △

・林業関係事業補助金等交付
要綱
・松くい虫防除事業損失補償
金交付要綱

③その他法定森林病害虫駆除（県
実施)

1/2 1/2 △

・林業関係事業補助金等交付
要綱
・松くい虫以外の森林病害虫
等防除事業委託要綱

森林病害虫防除に要する費
用
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

県単独松くい虫被害等
景観対策事業

森林病害虫被害による景観
対策に要する費用

松くい虫被害等による景観対策

1/2 1/2 ×

令和3年度農政環境部補助金
交付要綱

森林保全室
（治山課）

－

農林水産業費・林
業費

臨時特定

林道事業費補助 ①森林管理道開設事業 治山課 公共事業等債 臨時特定

　・過疎、振山 5/10 0.1/10

②林業専用道開設事業

　・過疎、振山 5/10 0.1/10

③林道改良事業

1.改良(1箇所につき9,000千円以上)

　・幹線 5/10 0.1/10

　・その他 3/10 0.1/10

　舗装

2.舗装(総事業費が24,000千円以上)

　・幹線 5/10 0.1/10

　・その他 10/30 0.1/10

④山村強靱化林道整備事業

1.のり面保全・局部改良(1箇所につき2,000千円以上)

　・公道に２箇所以上接続する路線 5/10 0.1/10

　・上記以外 3/10 0.1/10

2.舗装(総事業費が30,000千円以上)

　・公道に２箇所以上接続する路線 5/10 0.1/10

　・上記以外 10/30 0.1/10

3.上記以外の改良(1箇所につき9,000千円以上)

　・公道に２箇所以上接続する路線 5/10 0.1/10

　・上記以外 3/10 0.1/10

林道事業費補助 保全事業等に要する経費 林道点検診断・保全整備事業 5/10 0.1/10 △ 民有林林道事業補助金交付規則 治山課 － 臨時特定

県単独治山事業補助 国庫補助の対象とならない
山地の崩壊で、5戸未満の
人家又は市町が管理する公
共施設に係る山地の保全に
要する経費

①山地災害復旧
1カ所→2,000千円以上70,000千円
未満

②林地荒廃防止施設災害復旧
1カ所→300千円以上

③崩壊土砂等緊急除去対策
災害が発生し県で補正予算が編成
された場合に限定

2/3 ×

令和３年度農政環境部補助金
交付要綱

治山課 一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

1カ所→400千円以上 治山課 災害復旧事業債 臨時特定

①奥地にかかるもの 6.5/10 3.5/10

②その他のもの 5/10 5/10

林道開設・改良事業等に要
する経費

△

・森林法
・民有林林道事業補助金交付
規則

農林水産業費・林
業費4.9/10

6.9/10

4.9/10

19.7/30

4.9/10

6.9/10

4.9/10

4.9/10

6.9/10

4.9/10

19.7/30

4.9/10

4.9/10 農林水産業費・林
業費

1/3

災害林道復旧事業費補
助

林道施設災害の復旧に要す
る経費

△

農林水産業施設災害復旧事業
費国庫補助の暫定措置に関す
る法律

災害復旧費・農林
水産施設
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

林地崩壊防止事業費補
助

激甚災害によって発生また
は拡大し、2戸以上の人家
又は公共施設に直接被害を
与える恐れのある林地の保
全に要する経費

1カ所200万円以上で①②のいずれ
かに該当するもの
①その年の1月1日から12月31日ま
でに発生した激甚災害によって発
生、または拡大した林地の崩壊に
係る当事業の事業費の総額300万円
を超える市町

②①の総額が前年度の標準税収入
の10％をこえる市町

1/2 1/4 □

・林業関係事業補助金等交付
要綱
・林地崩壊防止事業補助金交
付要綱

治山課 公共事業等債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

治山施設災害復旧事業 治山施設災害の復旧に要す 1ヵ所400千円以上 △ 農林水産業施設災害復旧事業 治山課 災害復旧事業債 臨時特定

る経費 　1.災害復旧事業にかかるもの 6.5/10 3.5/10 費国庫補助の暫定措置に関す

　2.災害関連事業にかかるもの 5/10 5/10 る法律

漁村再生計画（概ね6カ年以内）期
間内の総事業量5,000空㎥以上、総
事業費1億円以上20億円以下

水産課
(水産漁港課)

公共事業等債 農林水産業費・水
産業費

臨時特定

①本土 3/6 2/6 1/6

②離島 9/15 5/15 1/15

離島振興法で指定された離島にお
ける協定を策定した漁業集落

・水産関係地方公共団体交付
金等交付要綱(R3.3.26 ２水
港第2361号農林水産事務次官
依命通知)
・兵庫県離島漁業再生支援交
付金等交付要綱（R3.1.1施

水産課
（水産漁港課）

－

農林水産業費・水
産業費

臨時特定

①一般離島 4/7 1/7 2/7

②特認離島 2/5 1/5 2/5

離島漁業再生支援推進
交付金

離島漁業再生支援交付金事
業を実施する市町に対し
て、事業推進に必要な経費
を交付金により交付

離島漁業再生支援交付金事業を実
施する市町

10/10 △

水産関係地方公共団体交付金
等交付要綱(R3.3.26 ２水港
第2361号農林水産事務次官依
命通知)

水産課
（水産漁港課）

－

農林水産業費・水
産業費

臨時特定

水産多面的機能発揮対
策協議会等運営事業
（兵庫県豊かな海創生
支援推進事業）

漁業者を中心とした活動組
織が行う、水産多面的機能
発揮対策活動を適正かつ円
滑な実施するための指導、
審査等

水産多面的機能発揮活動を実施す
る活動組織が存在する市町

10/10 △ 水産多面的機能発揮対策交付
金交付要綱(R3.3.26 ２水港
第2380号農林水産事務次官依
命通知）

水産課
（水産漁港課）

－

農林水産業費・水
産業費

臨時特定

農山漁村地域整備交付
金（漁港漁場機能高度
化事業費）

漁村再生計画に基づき、地
域の既存ストックの有効活
用等を通じた漁業生産基盤
及び漁村の生活環境施設の
総合的な整備に要する経費
の助成

計画事業費が1漁港につき5千万円
以上20億円以下

・農山漁村地域整備交付金交
付要綱（R3.4.1 2農振第2738
号)
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

一般補助施設整備等事業
債

農林水産業費・水
産業費

臨時特定

①本土 1/2 1/2 △

②離島 6/10 4/10 △

離島漁業再生支援交付
金

離島漁業の再生及び活性化
を目指した取組を行う漁業
集落に対して交付金を交付

□

1/4

並型魚礁設置事業費補
助
(国）農山漁村地域整
備交付金（漁村再生交
付金事業）

漁村再生計画に基づき、市
町が実施する魚礁設置事業

△

・農山漁村地域整備交付金交
付要綱(R3.4.1 2農振第2738
号)
・令和3年度農政環境部補助
金交付要綱

災害復旧費・農林
水産施設
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

計画事業費が1事業につき5億円を
超えるもの

公共事業等債 農林水産業費・水
産業費

臨時特定

①本土 5/10 5/10 △

②離島

(外郭施設) 8/10 2/10 ○

(係留施設) 6/10 4/10 ○

(用地・輸送施設) 5.5/10 4.5/10 ○

沿岸漁業等に従事する受益者が 臨時特定

①5戸以上 ①1/3～5.5/10 0.6/10～ □

②事業メニューにより３戸以上 ②1/2～5.5/10 1.35/10

港整備交付金（港整備
事業）

地元の利用が主体となって
いる地方港湾と第一種及び
第二種漁港において、共通
の課題に対応する施設整備
に必要な経費の助成

地域再生計画に基づくもの
■本土

1/2 1/2 △

・地域再生法（H17.4.1施
行）
・地方創生港整備推進交付金
交付要綱（R3.4.1)
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

公共事業等債 農林水産業費・水
産業費

臨時特定

農山漁村地域整備交付
金（津波・高潮対策事
業）

津波、高潮に関する危機管
理対策として、海岸保全施
設の緊急的な防災機能の確
保及び避難対策を促進する
事業

大規模地震による津波災害が甚大
であり、緊急的な対策を要する地
域に存する海岸 1/2 1/2 ○

・農山漁村地域整備交付金交
付要綱（R3.4.1 2農振第2738
号)

漁港課
（水産漁港課）

－

農林水産業費・水
産業費

臨時特定

①本　土 5/10 5/10 △

②離　島

　※外郭施設 8/10 2/10 △

　※係留施設 6/10 4/10 △

　※用地・輸送施設 5.5/10 4.5/10 △

①本　土 5/10 5/10 △

②離　島

　※外郭施設 8/10 2/10 △

　※係留施設 6/10 4/10 △

　※用地・輸送施設 5.5/10 4.5/10 △

農山漁村地域整備交付
金（漁業集落環境整備
事業）

水産物の安定的な提供を支
える安全で安心な漁村の健
全な発展に資する避難路等
の防災関連施設や漁業集落
排水施設等の衛生関連施設
等の整備を行う事業

漁業依存度依存度又は漁家比率が
第１位の漁業集落

5/10 5/10 △

・農山漁村地域整備交付金交
付要綱（R3.4.1 2農振第2738
号)
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

公共事業等債 農林水産業費・水
産業費

臨時特定

水産流通基盤整備事業 第２種漁港、第３種漁港又
は第４種漁港の整備、また
当該事業が施行されている
漁港と利用上密接に関連す
る漁場の施設整備に要する
経費の助成。

・漁港漁場整備法(昭和25年
法律第137号)
・水産基盤整備事業補助金交
付要綱（R4.3.30農林水産事
務次官依命通知)
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

効率的で効果的な漁港・漁
場施設の更新を図るため、
漁港・漁場施設の老朽化状
況を調べる機能診断の実施
及び機能診断結果に基づく
機能保全計画の策定並びに
機能保全計画に基づく漁
港・漁場施設の保全工事に
要する経費の助成

計画事業費が20億円未満のもの
（漁港ごと）

・漁港漁場整備法(昭和25年
法律第137号)
・水産基盤整備事業補助金交
付要綱（R4.3.30 農林水産事
務次官依命通知）
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

公共事業等債 農林水産業費・水
産業費

漁港課
（水産漁港課）

漁業経営構造改善事業
費補助(国)
・水産業強化支援事業
・水産業競争力強化緊
急施設整備事業

持続的な漁業生産体制を構
築するのに必要な漁業生産
基盤としての共同利用施設
等の整備に要する経費の助
成

・水産関係地方公共団体交付
金等交付要綱(R3.3.26農林水
産事務次官依命通知)
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

一般補助施設整備等事業
債

臨時特定

水産物供給基盤機能保
全事業（漁港施設機能
強化事業）

高潮や波高の増大又は地震
や津波の発生等に対して十
分に安全が確保されていな
い漁港施設について必要最
低限の機能強化、防護対策
を行う事業

計画事業費が20億円未満のもの
（漁港ごと）

・漁港漁場整備法(昭和25年
法律第137号)
・水産基盤整備事業補助金交
付要綱（R4.3.30農林水産事
務次官依命通知）
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

公共事業等債 農林水産業費・水
産業費

臨時特定

農林水産業費・水
産業費3.15/10～5.97/10

水産物供給基盤機能保
全事業（漁港機能保全
事業）
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４　農政環境部所管（２）〔農林水産局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

農山漁村地域整備交付
金（効果促進事業）

農山漁村地域整備計画の目
標を達成するため、基幹事
業と一体となり、効果をよ
り一層高める。

農山漁村実施計画の目標達成に必
要な事業であること。

1/2 1/2 △

・農山漁村地域整備交付金交
付要綱（R3.4.1 2農振第2738
号)
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

公共事業等債 農林水産業費・水
産業費

臨時特定

農山漁村振興交付金 地域資源を活用し地域の自
立及び発展に資するための
実践活動等の取組を支援

地域活性化計画の実現に必要な事
業であること

1/2 1/2 ○

・農山漁村地域整備交付金交
付要綱（R3.4.1 2農振第2738
号)
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

一般単独事業債 農林水産業費・農
業費・水産業費

臨時特定

計画事業費が、1事業につき３億円
を超えるもの

①本　土 5/10 5/10 △

②離　島

　※外郭施設 8/10 2/10 ○

　※係留施設 6/10 4/10 ○

　※用地・輸送施設 5.5/10 4.5/10 ○

漁港機能増進事業（漁
村振興対策地方公共団
体整備費補助金）

漁港のストック効果の最大
化を図りつつ、漁村の活力
を取り戻すため、漁港の利
用者や生産者の就労環境の
改善、安全性の向上及び漁
港施設の有効活用など、漁
港機能の増進を図るための
施設整備を支援する事業

１地区あたりの計画事業費が

・漁港漁場整備法（昭和25年
法律第137号）
・漁港機能増進事業補助金交
付要綱（R4.3.29 農林水産事
務次官依頼通知）
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

一般補助施設整備等事業
債

臨時特定

1千万円以上3億円未満である 　

こと 　など

①本　土 5/10 5/10 △

②離　島

　※外郭施設 8/10 2/10 △

　※係留施設 6/10 4/10 △

　※用地・輸送施設 5.5/10 4.5/10 △

　※その他の施設　　 5/10 5/10 △

臨時特定

農林水産業費・水
産業費

水産生産基盤整備事業 浅海域における漁場、養殖
場等と、当該漁場等に密接
に関連する漁港における漁
港施設を一体的に整備する
事業

・漁港漁場整備法（昭和25年
法律第137号）
・水産基盤整備事業補助金交
付要綱（R4.3.30 農林水産事
務次官依頼通知）
・令和３年度農政環境部補助
金交付要綱

漁港課
（水産漁港課）

公共事業等債 農林水産業費・水
産業費
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４　農政環境部所管（３）〔環境創造局、環境管理局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

公害健康被害補償給付 公害健康被害の被認定者に 1. 基準額と対象経費の実支出 1/2 1/2 ○ 公害健康被害の補償等に関す 環境政策課 － 衛生費 臨時特定

支給事務費交付金 対する補償給付支給事業 　 額のいずれか少ない方の額 る法律 　保健衛生費

2.１と総経費から寄附金その 公害健康被害補償給付支給事

  他の収入額を控除した額の 務費交付金交付要綱

  いずれか少ない方の額

環境保全基金（再生可 事業を行うために必要な設 再生可能エネルギー等の地域 10/10 ▲ 令和３年度農政環境部補助 環境政策課 － 衛生費 臨時特定

能エネルギー等導入推 計費、本工事費、付帯工事 資源を徹底活用し、災害に強 交付要綱 　保健衛生費

進基金）事業（公共施 費、機械器具費、測量及び い自立・分散型のエネルギー

設再生可能エネルギー 試験費、事務費・業務費 システムを導入し、低炭素な

等導入事業） 地域づくりを推進することに

資する事業

二酸化炭素排出抑制対 地方と連携した地球温暖化 事務事業編の強化・拡充、事務事 定額 ○ 二酸化炭素排出抑制 温暖化対策課 － 衛生費 臨時特定

策事業費等補助金 対策活動推進事業 編に基づく省エネルギー設備導入 対策事業費等補助金 (環境政策課） 　保健衛生費

地域循環圏・エコタウン 食品、バイオマス等の素材に着目 定額 交付要綱

低炭素化促進事業 した地域循環圏プランを作成し、

地方公共団体カーボン・マ 温暖化対策実行計画等へ位置付け 1/2

ネジメント強化事業 等の事業

等 地域資源循環の高度化及び低炭素

に資する事前調査・検討、事業計

策定を行う事業

水力発電の事業化を促進 自治体や地域住民等の水力 温暖化対策課 － 衛生費 臨時特定

する際に必要な経費の 発電に対する理解を促進する 10/10 ○ (環境政策課） 　保健衛生費

補助等 経費に対する事業等

分散型エネルギー 地域エネルギーを立ち上げ 事業化に向けたプロジェクト 分散型エネルギーインフラ 温暖化対策課 － 衛生費 臨時特定

インフラプロジェクト 広域的な地域経済循環を 推進計画（マスタープラン） 10/10 ○ プロジェクト（マスター (環境政策課） 　保健衛生費

創造するプランを策定し、 策定業務を委託 プラン策定事業）募集要項

事業化に向けて取り組む

自治体を支援

次世代自動車導入補助 低公害車、又はリースする 市町補助額の1/2 1/2 1/2 × 令和３年度農政環境部補助金 水大気課 － 衛生費 臨時特定

経費の一部を補助 交付要綱 　環境衛生費

運送事業者への次世代 低公害車を購入、又はリース市町補助額の1/2 1/2 1/2 × 令和３年度農政環境部補助金 水大気課 － 衛生費 臨時特定

普及促進事業補助金 する経費の一部を補助 交付要綱 　環境衛生費

兵庫県大気汚染常時監 大気汚染常時監視網の管理 所要経費 10/10 × 委託契約 環境影響評価室 － 衛生費 経常特定

視網管理運営委託金 に要する経費（18市3町） 大気汚染防止法により県が設置し 大気汚染防止法第20条、第22 （水大気課） 環境衛生費

た大気汚染常時監視のための測定 条

機の日常保守管理運営を市町に委

託しており、それに要する経費

　経費内訳　　　電気代

　　　　　　　　消耗品代

水力発電の導入促進の
ための事業費補助金

水力発電の導入促進のための
事業費補助金（地域理解促進
等関連事業）交付規程

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

地域創生！再エネ発掘 小水力発電の事業化検討に 小水力発電の導入を検討して 10/10 令和３年度農政環境部補助金 温暖化対策課 － 衛生費 臨時特定

プロジェクト事業 必要な立ち上げ時の取組等 いる地域団体・市町 交付要綱 (環境政策課） 　保健衛生費

（勉強会、現地調査、 ①立ち上げ時の取組支援 ×

先進地視察、基本調査等） 補助上限額：300千円（定額）

②基本調査、概略設計等補助 1/2 1/2

補助上限額：5,000千円(補助率1/2)

地域バイオマス利活用
推進事業

バイオマス利活用施設及び
これら施設の付帯施設の新
設等に係る経費を補助

①固定価格買取制度利用
補助率1/3
②自家消費
補助率1/2

1/3

1/2

2/3

1/2 ○

農山漁村６次産業化対策事業
補助金交付要綱

温暖化対策課
（環境政策課）

－ 衛生費
　環境衛生費

臨時特定

近畿自然歩道管理委託
費

自然歩道の草刈り、軽徴な
補修及び公衆トイレの維持
管理業務

土木工事実施設計用積算基準等に
より算定した額 10/10 ×

令和２年度近畿自然歩道管理
委託事業実施要領

自然環境課 － 商工費 経常特定

峰山高原滞在型中核施
設整備事業

峰山高原滞在型中核施設整
備にかかる償還金補助

町は起債により施設整備資金を調
達。県は、起債充当外の金額と毎
年の元利償還額から交付税措置さ
れた残額を補助。

交付税額 交付税
措置残額

× 令和２年度農政環境部補助金
交付要綱

自然環境課 － 公債費 臨時特定

とのみね自然交流館管
理運営事業

砥峰高原の保全管理や、高
原で実施する自然体験学習
活動等の支援施設である
「とのみね自然交流館」の
管理運営費にかかる委託金

■所要経費
前年度実績額及び見積により算定
した額

　 10/10 × 令和２年度とのみね自然交流
館管理委託契約書

自然環境課 － 土木費・公園費 経常特定

自然環境整備交付金 自然環境整備計画記載の自
然公園施設整備

自然環境整備計画に記載された事
業の事業主体となる市町

・自然環境整備交付金交付要
綱
・令和２年度農政環境部補助

自然環境課 － 農林水産業費・林
業費

臨時特定

①国立公園 50/100 50/100 △

②国定公園等 45/100 55/100 △

ｱﾗｲｸﾞﾏ・ﾇｰﾄﾘｱ捕獲わ
な購入支援

都市部生活被害に対応する
ため、捕獲従事者が使用す
るわな購入経費を支援

わなを購入する市町
　基準額 (汎用) 19千円/基
　　　　　　(専用) 47,600円/基

25/100 75/100 ×

令和２年度農政環境部補助金
交付要綱

自然環境課・市町振
興課

－

農林水産業費・林
業費

臨時特定

銃による有害捕獲を実施する市町 － 臨時一般

①日当制 ①日当制 　　

活動費の上限：4,800円/人日 33/100 6.5/100 60.5/100

捕獲報償費の上限：2,500円/頭

②頭数制 ②頭数制 □

捕獲報償費（銃器）の上限：16千円/1頭 50/100 5/100 45/100

捕獲報償費（わな）の上限：8千円/1頭

有害鳥獣捕獲として実
施するサルの捕獲（サ
ル出没対策事業）

追い払い効果のない個体に
対する捕獲等を支援

サルの捕獲等を実施する市町
■捕獲報償費（銃器）の上限
10千円/1頭
■捕獲報償費（わな）の上限
3千円/1頭

80/100 2/100 18/100 □

・鳥獣被害防止総合対策交付
金実施要綱
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・令和２年度兵庫県市町振興
支援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

－ 農林水産業費・林
業費

臨時一般

有害鳥獣捕獲として実
施するシカ捕獲（シカ
有害捕獲促進支援事
業）

銃による有害捕獲を推進 ・鳥獣被害防止総合対策交付
金実施要綱
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・令和２年度兵庫県市町振興
支援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

農林水産業費・林
業費
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

サル監視員の配置（サ
ル監視員配置支援事
業）

サル監視員配置に要する経
費の支援

サルの追い払い等を実施する市町
■事業費の上限：2,400千円/1人 10/100 90/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

－ 農林水産業費・林
業費

臨時一般

ｱﾗｲｸﾞﾏ・ﾇｰﾄﾘｱの捕
獲・搬入・安楽死等処
分（特定外来生物被害
対策事業）

外来生物による農業被害、
生活環境被害の低減を図る
ため、捕獲、搬入及び処分
経費を支援

アライグマ、ヌートリアの捕獲・
搬入・安楽死処分を実施する市町
■捕獲 費経費の上限：3千円/1頭
■搬入経費の上限：1千円/1頭
■殺処分経費の上限：3千円/1頭

25/100 75/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

自然環境課・市町振
興課

－ 農林水産業費・林
業費

臨時一般

50/100 3.5/100 31.5/100 15/100 □ － 臨時一般

※55/100 ※3/100 ※27/100 ※15/100
【柵の自力施工】

10/10
【採択基準2】

5/10

10/10

【採択基準3】

定額

①侵入防護柵の設置等 8.5/100 76.5/100 15/100 × － 臨時一般

②市町実負担額の1／2 10/100 90/100

有害鳥獣捕獲として実
施するｼｶ捕獲（シカ有
害捕獲専任班によるも
の）
※シカ有害捕獲専任班
支援事業

平日を中心に、市町が銃等
の技能に秀でた狩猟者によ
るシカ捕獲専任班を編成し
て捕獲を促進

シカ捕獲専任班を設置する市町
捕獲経費　24,000円/1頭

33/100 6.5/100 60.5/100 □

・鳥獣被害防止総合対策交付
金実施要綱
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・令和２年度兵庫県市町振興
支援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

－ 農林水産業費・林
業費

臨時一般

－ 臨時一般

■捕獲経費

(搬入なし)7,000円/1頭 10/100 90/100 ×

(搬入あり)9,000円/1頭 10/10 △

シカ捕獲個体保管用冷
凍庫・冷蔵庫の整備

捕獲したシカをシカ肉処理
加工施設等で処理するため
に、ストックポイントとし
て設置するコンテナ型冷
凍・冷蔵庫の設置経費を支
援

ストックポイントとして設置する
保管用冷凍・冷蔵庫を整備する市
町
■基準額　2,000千円 10/100 90/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時一般

シカ肉処理加工施設等
への捕獲個体の搬入経
費支援

狩猟者が、捕獲したシカを
シカ肉処理加工施設やス
トックポイントに搬入する
運搬費に対して支援

狩猟者のシカ肉処理加工施設等へ
の運搬に対して支援を行う市町
■事業費の上限：2千円/1頭
（※義務化市町：3千円/1頭）

10/100 90/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時一般

狩猟期間中に実施する
緊急捕獲拡大対策
(狩猟期シカ捕獲拡大
事業）(狩猟期イノシ
シ捕獲拡大事業）

捕獲報償金制度により、狩
猟者の捕獲を促進

狩猟期シカ捕獲拡大事業を実施す
る市町

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

農林水産業費・林
業費

③有害鳥獣捕獲の捕獲経費支援

国庫事業の対象となら
ない野生鳥獣侵入防止
柵の整備（野生動物防
護柵集落連携設置事
業）

国の鳥獣被害防止総合対策
事業が活用困難な防護柵の
復旧等について、県単独で
支援

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振興課 農林水産業費・林
業費

鳥獣被害防止総合対策
事業

鳥獣被害防止計画に基づく
個体数調整、被害防除等の
取組みを総合的に支援

鳥獣被害防止対策を行う地域協議
会又はその構成員

・鳥獣被害防止総合対策交付
金実施要綱
・令和２年度農政環境部補助
金交付要綱
・令和２年度兵庫県市町振興
支援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

農林水産業費・林
業費

①侵入防護柵の設置・処理加工施
設の整備等

 ※農家負担ありの場合のみを記載

②捕獲機材の購入・講習会への参
加経費等
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分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

シカ捕獲個体運搬用冷
凍車・冷蔵車・移動式
解体車の整備

狩猟者が捕獲したシカの運
搬に使用する冷蔵・冷凍車
のリース代・購入費及び移
動式解体車の導入経費に対
して支援

シカの運搬に利用する冷凍・冷蔵
車、移動式解体車をリースもしく
は購入する市町

【冷凍・冷蔵車】
基準額：ﾘｰｽ代77千円/1か月
購入費：2,000千円/台
または6,000千円/台

【移動式解体車】
基準額・購入費：16,000千円/台

8/100 72/100 20/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時一般

狩猟体験会等支援事業 今後、狩猟免許の取得を目
指す者を対象に行う狩猟体
験会等の開催を支援

狩猟体験会等を開催する市町
■事業費の上限：100千円

10/10 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

シカ肉処理加工施設に シカ肉処理加工施設が、捕
獲したシカを捕獲場所また
はストックポイントから回
収するための経費に対てし
支援

シカ肉処理加工施設が捕獲したシ
カの回収に対して支援を行う市町
■回収経費
　・捕獲場所から回収：4千円/1頭
　・ｽﾄｯｸﾎﾟｲﾝﾄから回収：2千円/1
頭

8/100 72/100 20/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

イノシシ生活被害防止
対策事業

生活被害の拡大増加地区を
対象に、地元猟友会による
加害イノシシ等の捕獲を支
援

猟友会に委託して、イノシシ対策
を実施する市町
■事業費の上限:わな見回り
2,400円/1日

25/100 75/100 ×

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

※合併特例債充当の場合 □ 【シカ肉処理加工施設】 鳥獣対策課・市町振興課 － 農林水産業費・林業費臨時特定

50/100 8.4/100 41.6/100

■シカ肉処理加工施設　基準額 ※一般補助施設整備等事業債充当の場合

中核施設：40,000千円/1箇所 50/100 25/100 25/100

一次処理加工施設：10,000千円/1箇所 【減容化施設】

■減容化施設　　基準額

10,000千円/1箇所

捕獲個体の適正処理の
促進に向けた支援

腐敗等で搬入できない個体
の埋却等適正処理に要する
経費を支援

腐敗等で搬入できない個体の埋却
等、適正処理に要する経費支援を
実施する市町
■対象経費：1千円/1頭

10/100 90/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

減容化施設への搬入・
回収に対する支援

狩猟者が減容化施設に搬入
する経費及び市町が捕獲個
体を民間委託により回収す
る経費を支援

①狩猟者による搬入
事業費の上限：2千円/1頭

10/100 90/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

②市町による回収
事業費上限：6,857千円/市町

10/100 90/100 ×

カワウ被害防止対策 繁殖時期におけるカワウ一
斉捕獲や擬卵置換による繁
殖抑制等を支援

カワウハンティングチームによる
一斉捕獲、立木伐採、繁殖抑制を
行う市町

10/100 90/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

一般単独事業債 農林水産業費・林
業費

臨時特定

シカ肉処理加工施設・
減容化施設の整備

食肉・ペットフード併用型
のシカ肉処理加工施設及び
減容化施設の整備を支援

シカ肉処理加工施設、減容化施設
の整備を実施する市町 ・鳥獣被害防止総合対策交付

金実施要綱
・令和２年度兵庫県市町振興
支援交付金交付要綱

・令和２年度兵庫県市町振興
支援交付金交付要綱
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４　農政環境部所管（３）〔環境創造局、環境管理局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

地域計画重点区域海岸等ごみ 環境整備課 － 衛生費・清掃費 臨時特定

①回収・処理

1.原則地域 7/10 （3/10） (3/10)

2.過疎地域 8/10 （2/10） (2/10)

3.離島地域 9/10 （1/10） (1/10)

※負担割合は国以外は海岸管理者負担

②回収・処理（北朝鮮木造船）

1.原則地域 8.5/10 （1.5/10） (1.5/10)

2.過疎地域 9/10 （1/10） (1/10)

3.離島地域 9.5/10 （0.5/10） (0.5/10)

③回収・処理（漂流ごみ等の海 10/10

からの持ち帰りが無償で行われ

ている事業）

事業費上限：10,000千円／県

マテリアルリサイクル推進
施設

交付限度額 1/3 2/3 環境整備課 一般廃棄物処理事業債 衛生費・清掃費 臨時特定

交付限度額 1/3 2/3

ｴﾈﾙｷﾞｰ回収率24.5%以上ほか要件あり 1/2 1/2 　

交付限度額 1/3 2/3

交付限度額 1/3 2/3

発電効率23%相当以上ほか要件あり 1/2 1/2

交付限度額 1/2 1/2

交付限度額 1/3 2/3

離島（し尿処理） 1/2 1/2

交付限度額 1/3 2/3

最終処分場再生事業 交付限度額 1/3 2/3

交付限度額 1/3 2/3

20％以上二酸化炭素が削減できるものほか要件あり 1/2 1/2

交付限度額 1/3 2/3

離島 1/2 1/2

交付限度額 1/3 2/3

離島 1/2 1/2

交付限度額

交付限度額 1/3 17/30 1/10

交付限度額 1/2 12/30 1/10

交付限度額 1/3 2/3

交付限度額 1/3 2/3

循環型社会形成推進交
付金

○

コミュニティ・プラント

公共浄化槽等整備推進事業
1/3 17/30 1/10

公的施設・防災拠点単独処
理浄化槽集中転換事業

循環型社会形成推進交付金交
付要綱エネルギー回収型廃棄物処

理施設

エネルギー回収推進施設
（H25年度以前に着手）

高効率ごみ発電施設（H25
年度以前に着手）

高効率原燃料回収施設
（H23年度以前に着手）

有機性廃棄物リサイクル推
進施設

最終処分場（可燃性廃棄物
の直接埋立施設を除く。）

廃棄物処理施設の基幹的設
備改良事業

漂流・漂着ごみ処理施設

地域環境保全対策費補
助金（海岸漂着物等地
域対策推進事業）

海岸漂着物等のごみ回収処
理及び発生抑制対策

△

地域環境保全対策費補助金
（海岸漂着物等地域対策推進
事業）交付要綱

環境配慮・防災まちづくり
浄化槽整備推進事業（市町
村型整備型）

可燃性廃棄物直接埋立施設
（離島のみ）

焼却施設（熱回収を行わな
い施設：離島のみ）
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４　農政環境部所管（３）〔環境創造局、環境管理局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

交付限度額 1/3 2/3 一般廃棄物処理事業債 衛生費・清掃費 臨時特定
離島のみ（し尿処理及び廃棄物処
理施設の基幹的設備改良事業、漂
流・漂着ごみ処理施設等に係るも
の）

1/2 1/2

1/3 2/3

基準額 1/3 2/3

※浄化槽浄化槽の設置・変則浄化槽 ※ただし、離島は

(1) 5人槽:332（352）千円×基数 1/2 1/2

(2) 6～7人槽:414（441）千円×基数

(3) 8～10人槽:548(558）千円×基数

(4) 11～20人槽:939（1,002）千円×基数

(5) 21～30人槽:1,472(1,545）千円×基数

(6) 31～50人槽:2,037(2,129)千円×基数

(7) 51人槽～:2,326(2,429)千円×基数

※（　　）内は豪雪地帯

基数については環境大臣が必要と認めた基数とする

交付限度額

1/3 2/3 環境整備課 衛生費 臨時特定

1/2 1/2

交付限度額

　

交付限度額

廃棄物処理施設整備 マテリアルリサイクル推進
施設

交付限度額 1/3 2/3 環境整備課 衛生費 臨時特定

交付金

1/3 2/3

1/2 1/2

交付限度額 1/3 2/3

1/3 2/3

1/2 1/2

交付限度額 1/3 2/3

最終処分場再生事業 交付限度額 1/3 2/3

1/3 2/3

1/2 1/2

循環型社会形成推進交
付金（つづき）

一般廃棄物処理事業債

－

循環型社会形成推進交付金交
付要綱

○

浄化槽設置整備事業（循環
型社会の形成に必要な個人
設置型の浄化槽の整備を図
る場合、循環型社会形成推
進地域計画を策定し、環境
大臣の承認得たものについ
て、交付金が交付され
る。）

環境配慮・防災まちづくり
浄化槽整備推進事業（個人
型）

1/2 1/2

施設整備に関する計画支援
事業

廃棄物処理施設における長
寿命化計画策定支援事業

交付限度額

二酸化炭素排出抑制対
策事業費交付金

エネルギー回収型廃棄物処
理施設

交付限度額
エネルギー回収率22%相当以上ほか
要件あり

○

二酸化炭素排出抑制対策事業
費交付金交付要綱

廃棄物処理施設への先進的
設備導入事業

交付限度額
3％以上二酸化炭素が削減できるも
のほか要件あり

1/2 1/2

施設整備に関する計画支援
事業

廃棄物処理施設整備交付金交
付要綱

エネルギー回収型廃棄物処
理施設

交付限度額
ｴﾈﾙｷﾞｰ回収率24.5%以上ほか要件あ
りエネルギー回収推進施設

（H25年度以前に着手）

高効率ごみ発電施設（H25
年度以前に着手）

交付限度額
発電効率23%相当以上ほか要件あり

1/3 2/3

廃棄物処理施設における長
寿命化計画策定支援事業 1/3 2/3

○

最終処分場（可燃性廃棄物
の直接埋立施設を除く。）

廃棄物処理施設の基幹的設
備改良事業

交付限度額
3％以上二酸化炭素が削減できるも
のほか要件あり
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４　農政環境部所管（３）〔環境創造局、環境管理局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

廃棄物処理施設整備 交付限度額 1/3 2/3 ○ 環境整備課 衛生費 臨時特定

交付金

（つづき） 交付限度額 1/3 2/3

交付限度額 1/3 2/3

基準額 環境整備課 衛生費・清掃費 臨時特定

※浄化槽浄化槽の設置・変則浄化槽

(1) 5人槽:332（352）千円×基数

(2) 6～7人槽:414（441）千円×基数

(3) 8～10人槽:548(558）千円×基数

(4) 11～20人槽:939（1,002）千円×基数

(5) 21～30人槽:1,472(1,545）千円×基数

(6) 31～50人槽:2,037(2,129)千円×基数

(7) 51人槽～:2,326(2,429)千円×基数

※（　　）内は豪雪地帯

基数については環境大臣が必要と認めた基数とする

コミュニティ・プラン
ト基幹改修費補助

小規模なコミュニティ・プ
ラントの基幹改修費（1.5
億円未満）に対する補助

平成16年度までに市町が整備した
コミュニティ・プラントを対象と
する。

起債償還
額の15％

県補助額
以外

× コミュニティ・プラント基幹
改修事業費元利補給金交付要
綱

環境整備課 一般廃棄物処理事業債 衛生費・清掃費 臨時特定

ｱﾗｲｸﾞﾏ・ﾇｰﾄﾘｱ殺処分
体制整備支援

市町が捕獲従事者に貸与す
るための処分箱や電殺器、
市町が捕獲個体を焼却する
まで保管するための冷凍庫
等の整備経費を支援

処分体制を整備する市町
基準額 (処分箱) 54,000千円/基
 (電殺機) 48,600円/基
（冷蔵庫）33,600円/基 25/100 75/100 ×

令和２年度 度農政環境部補助
金交付要綱

自然環境課・市町振
興課

－

農林水産業費・林
業費

臨時特定

獣害ベルト緊急整備事
業

緩衝帯の整備、放任果樹等
の除去または雑木林の刈り
払い

見積もりにより算定した額

80/100 20/100 20/100 ×

令和２年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

鳥獣対策課・市町振
興課

－

農林水産業費・林
業費

臨時一般

鳥獣対策サポーター派
遣支援事業

集落の鳥獣被害対策を進め
るために、鳥獣被害対策技
術等を有する民間事業者へ
集落指導等を委託

見積もりにより算定した額

50/100 25/100 25/100 ×

令和３年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

鳥獣対策課（自然・
鳥獣共生課）・市町
振興課

－

農林水産業費・林
業費

臨時一般

一般廃棄物処理事業債

－

施設整備に関する計画支援
事業

廃棄物処理施設整備交付金交
付要綱

廃棄物処理施設における長
寿命化計画策定支援事業

災害廃棄物書影計画策定支
援事業

汚水処理施設整備交付 浄化槽設置整備事業地域再
生法に基づく地域計画の承
認（内閣総理大臣）を得た
市町が、公共下水道等の他
種の生活排水処理施設の整
備と連携し、個人設置型の
浄化槽の整備を図る場合、
交付金が交付される。

1/3 2/3 ○

汚水処理施設整備交付金交付
要綱
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５　県土整備部所管（１）〔県土企画局、土木局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

河川等災害復旧事業費
補助・都市災害復旧事
業費補助

法第3条に規定する河川等
の公共土木施設に係る災害
復旧事業

１　次の、異常な天然現象に起因
し市町が管理する公共土木施設に
被害が発生したものであること。
 (1) 最大雨量80㎜以上/日の降雨
※河川にあっては、警戒水位以上
に出水
 (2) 最大風速(10分間平均風速の
最大)15メートル以上の風
(3) 高潮、波浪又は津波
(4) 地震、地すべり等

２　工事費が60万円以上であるこ
と。

2/3以上 1/3以下 ○

公共土木施設災害復旧事業費
国庫負担法(昭和26年法律第
97号)

技術企画課 災害復旧事業債 災害復旧費・公共
土木施設災害復旧
費

臨時特定

災害査定用設計委託費
補助

要綱第2第1号に規定する国
土交通省水管理・国土保全
局所管災害復旧事業の国庫
負担申請に必要な査定設計
に要した経費

要綱による

1/2以内 1/2以上 ○

国土交通省所管公共土木施設
災害復旧事業査定設計委託費
等補助金交付要綱

技術企画課

－

災害復旧費・公共
土木施設災害復旧
費

臨時特定

＜路線バスの運行：幹
線系統(兵庫県市町振
興支援交付金）＞

支援対象系統の運行を行う
民営の路線バス事業者に対
して補助を行う市町に対す
る支援

1.支援対象期間において、経常欠
損を生じている系統
2.複数市町にまたがり、1日の運行
回数が3回以上、1日の輸送量が15
人以上150人以下の系統

1/2 2/3
(1/3)

1/3
(2/3)

×

令和3年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

市町振興課・交通政
策課

－

総務費・総務管理
費

臨時一般

＜路線バスの運行：準
幹線系統(兵庫県市町
振興支援交付金）＞

支援対象系統の運行を行う
民営の路線バス事業者に対
して補助を行う市町に対す
る支援

1.支援対象期間において経常欠損
を生じている系統
2.複数市町にまたがり、平均乗車
密度が2人以上15人以下、1日の運
行回数が10回以下、1日の輸送量が
２人以上50人以下の系統

2/3
(1/3)

1/3
(2/3)

×

令和3年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

市町振興課・交通政
策課

－

総務費・総務管理
費

臨時一般

コミュニティバス運行
総合支援事業費補助

コミュニティバスを運行す
る市町に対する補助

＜コミュニティバスの
運行（兵庫県市町振興
支援交付金）＞

運行支援 運行支援
1/3

（1/2）
2/3

（1/2）
×

令和3年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

交通政策課・市町振
興課

－

総務費・総務管理
費

臨時一般

＜コミュニティバス運
行＞総合支援事業費補
助＞

自主運行バス立ち上げ支援 自主運行バス立ち上げ支援
1/3

（1/2）
2/3

（1/2）
×

令和3年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

交通政策課・市町振
興課 －

総務費・総務管理
費

臨時一般

＜自主運行バスの車両
購入（兵庫県市町振興
支援交付金）＞

自主運行バス車両購入 自主運行バス車両購入（更新含
む）　１台あたり1,000千円を上限 1/3

（1/2）
2/3

（1/2）
×

令和3年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

交通政策課・市町振
興課

－

総務費・総務管理
費

臨時一般

路線バスの車両購入 民営の路線バス事業者に対
して車両購入の補助を行う
市町に対する支援

車両購入費(車両減価償却費及び金
融費用）

1/2 2/3 1/3 ×

・地域公共交通確保維持改善
事業費補助金交付要綱
・令和3年度兵庫県市町振興
支援交付金交付要綱

交通政策課・市町振
興課

－

総務費・総務管理
費

臨時一般

路線バスの車両購入 民営の路線バス事業者に対
して車両購入の補助を行う
市町に対する支援

車両購入費(車両減価償却費及び金
融費用）

1/2 2/3 1/3 ×

・地域公共交通確保維持改善
事業費補助金交付要綱
・令和3年度兵庫県市町振興
支援交付金交付要綱

交通政策課・市町振
興課

－

総務費・総務管理
費

臨時一般

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等
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５　県土整備部所管（１）〔県土企画局、土木局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

〈生活交通MaaSの実証
実験(兵庫県市町振興
支援交付金）〉

ICTを活用したデマンド型
乗合交通の実証実験を行う
市町に対する支援

ICTを活用したデマンド型運行を支
援する電算装置を搭載した車両で
行う乗合交通の実証実験に係る経
費

1/3
（1/2）

2/3
（1/2）

×

令和3年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

交通政策課・市町振
興課

－

総務費・総務管理
費

臨時一般

神戸空港整備事業費補
助金

神戸空港建設事業に係る起
債償還

神戸空港整備事業に係る前年度の
神戸市実質負担額の1/2相当 1/3 2/3 ×

県土整備部補助金交付要綱 空港政策課
－

土木費・空港費 臨時特定

大阪湾岸道路西伸部整
備事業費補助

大阪湾岸道路西伸部整備に
係る補助

大阪湾岸道路西伸部整備に係る起
債充当残額及び起債元利償還のた
めに要した神戸市実質負担額の1/2
相当額

1/2 1/2 ×

県土整備部補助金交付要綱 道路企画課

－

土木費・道路橋梁
費

臨時特定

地方創生基盤整備事業
推進費

地方創生道整備推進交付金 1.市町村が実施する市町村道の
新設、改良及び修繕
2.豪雪地帯特別措置法、山村振興
法、半島振興法、過疎地域振興特
別措置法の規定による都道府県の
権限代行事業

1/2 1/2 ○

・地域再生法
・地方創生道整備推進交付金
交付要領

道路街路課 公共事業等債 土木費・道路橋梁
費

臨時特定

社会資本整備総合交付
金〈効果促進事業〉

基幹事業（砂防事業・地す
べり対策事業・急傾斜地崩
壊対策事業・総合流域防災
事業）と一体となってその
効果を一層高めるために必
要な事業等

交付要綱による

1/2 1/2 ○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

砂防課 公共事業等債 土木費 臨時特定

兵庫東（汚泥処理場）
周辺整備事業

兵庫東汚泥処理場の地元対
策として行う周辺整備事業

周辺整備に要した経費  ▲ 兵庫東流域下水汚泥処理事業
に伴う周辺整備事業の再開に
関する確認書

下水道課

－

土木費・都市計画
費

－

港湾統計調査費 港湾統計調査事務(調査票
の配布・回収・集計)

調査員数・申告義務者数
10/10 △

・統計法
・港湾調査規則

港湾課
－

総務費・統計調査
費

経常特定

県有資産所在市町交付
金

県が所有する固定資産のう
ち県以外の者が使用してい
るものについて、当該固定
資産の所在する市町に対し
て、固定資産税相当額を交
付

交付金算定標準額（固定資産）の
価格に100分の1.4を乗じた額を算
定

10/10 ×

国有資産等所在市町交付金法 港湾課

－

土木費・港湾費 経常一般

社会資本整備総合交付
金・防災安全交付金
＜道路事業＞

・道路事業
・道路事業と一体的に実施
する関連社会資本整備事
業、または効果促進事業

交付要綱による

5.5/10 4.5/10 ○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

道路街路課 公共事業等債 土木費・道路橋梁
費・都市計画費

臨時特定

1.公共施設整備 補助基本額 1/2 1/2 ○

道路街路課・住宅政
策課

一般補助施設整備等事業
債

土木費・該当項目 臨時特定

同種の公共施設整備事業に係る負担割合と同じ

補助基本額→
道路街路課

補助基本額→
地域活性化事業債

補助基本額→
土木費・都市計画
費

臨時特定

河川改修→
・社会資本整備総合交付金交
付要綱
・地方財政法第16条

河川改修→
河川整備課

河川改修→
公共事業等債

河川改修→
土木費・河川費

(都市基盤河川改修事業)
流域面積が概ね30㎢以下の区間(市
街地の整備等と関連して､河川の改
良工事を実施する場合にあっては､
流域面積が30㎢を超える区間を含
む)であること

1/3 1/3 1/3

社会資本整備総合交付
金・防災安全交付金
＜住宅市街地基盤整備
事業＞

・社会資本整備総合交付金交
付要綱
・住宅市街地基盤整備事業制
度要綱

☆

社会資本整備総合交付
金・防災安全交付金
＜都市・地域交通戦略
推進事業費補助＞
＜都市基盤河川改修事
業＞

都市交通システム整備事業
〔都市基盤河川改修事業〕
東京都区部もしくは人口５
万人以上の市にかかわる指
定区間内の一級河川又は二
級河川の改良工事

補助基本額 1/3 2/3 ○
補助基本額→
・都市・地域交通戦略推進事
業制度要綱
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５　県土整備部所管（１）〔県土企画局、土木局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

社会資本整備総合交付
金・防災安全交付金
＜総合流域防災事業＞

＜総合流域防災事業＞ 交付要綱による
1/3 2/3 ○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

河川整備課 公共事業等債 土木費・　河川費 臨時特定

社会資本整備総合交付
金・防災安全交付金
＜効果促進事業＞

＜効果促進事業＞ 交付要綱による 1/2 1/2 ○
社会資本整備総合交付金交付
要綱

河川整備課 公共事業等債 土木費・　河川費 臨時特定

社会資本整備総合交付
金・防災安全交付金
＜下水道事業＞

公共下水道の設置又は改築
を行う 補助基本額

・社会資本整備総合交付金交
付要綱
・下水道法第34条

下水道課 下水道事業債 企業会計又は特別
会計

臨時特定

　　(管渠等) 1/2 1/2 ○

　　(処理場) 1/2・5.5/10 1/2・4.5/10 ○

社会資本整備総合交付
金・防災安全交付金
＜舗装補修事業＞

補助国道、都道府県道、市
区町村道における道路舗装
補修事業

地域経済の活性化等のために行わ
れる地域交流を支援する道路網整
備 1/2 1/2 ○

社会資本整備総合交付金交付
要綱・道路局所管補助金等交
付申請について

道路街路課 地方道路等整備事業債 土木費・道路橋梁
費

臨時特定

社会資本整備総合交付
金・防災安全交付金
＜長寿命化修繕計画策
定事業＞

老朽化する道路橋の増大に
対応するため、従来の事後
的な修繕及び架替えから予
防的な修繕及び計画的な架
替えへと円滑な政策転換を
図る。合わせて、橋梁の長
寿命化並びに橋梁の修繕及
び架替えに係る費用の縮減
を図りながら、地域の道路
網の安全性・信頼性を確保
することを目的として、道
路橋の長寿命化修繕計画を
策定する事業

橋梁の長寿命化のための計画策定

1/2 1/2 ○

・社会資本整備総合交付金交
付要綱
・長寿命化修繕計画策定事業
費補助制度要綱

道路街路課 地方道路等整備事業債 土木費・道路橋梁
費

臨時特定

交通連携道路事業費補
助

交通事故の防止と駅周辺の
歩行者等の交通利便性の確
保を図るため、踏切道改良
促進法に基づき改良すべき
踏切道に指定された踏切道
の対策について、計画的か
つ集中的に支援を実施。

「踏切道改良促進法」第4条に基づ
き、道路管理者及び鉄道事業者が
定める「地方踏切道改良計画」
に位置づけられた踏切道の改良の
方法（連続立体交差事業を除く）
による事業

5.5/10 4.5/10 〇 踏切道改良促進法等の一部を
改正する法律の施行に伴う関
係政令の整備等に関する政令
案要綱

道路街路課 公共事業等債 土木費・道路橋
りょう費

臨時特定

地域連携道路事業費補
助

ICアクセス道路整備事業 高規格幹線道路、地域高規格道
路、スマートＩＣの整備と併せて
行われる、地方公共団体における
ＩＣへのアクセス道路（1次以内）
事業。

5.5/10 4.5/10 〇 道路局所管補助事業採択基準等道路街路課 公共事業等債 土木費・道路橋
りょう費

臨時特定

総合治水条例ため池治
水活用拡大促進事業

ため池管理者が行う期間放
流の取組を円滑に実施でき
るよう支援

台風期に3,000m3以上の期間放流に
取り組むため池管理者に対し市町
が助成する額の1/2

1/2 1/2 ×

県土整備部補助金交付要綱 総合治水課

－

土木費・河川海岸
費

臨時特定

生野ダム小水力発電事
業

県が所有する生野ダム小水
力発電所について売電収入
を配分

管理協定による

10/10 ×

生野ダム小水力発電所の管理
に関する協定

河川整備課

－

土木費・河川海岸
費

臨時特定

県有資産所在市町交付
金

県が所有する生野ダム小水
力発電所について交付金を
交付

固定資産価格の1.4%
10/10 ×

国有資産等所在市町村交付金
法

河川整備課
－

土木費・河川海岸
費

臨時一般
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５　県土整備部所管（１）〔県土企画局、土木局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

無電柱化推進計画事業
補助

無電柱化推進計画事業 １　「無電柱化推進計画」に定め
た目標の確実な達成に資する事業
であって、「都道府県無電柱化推
進計画等」に位置付けられている
事業
２　低コスト手法の活用や新技
術・新工法の導入等の検討によ
り、低コスト化に取り組む事業

5.5/10 4.5/10

〇

・無電柱化推進計画事業補助
制度要綱
・都市局所管国庫補助金交付
申請等要領

道路街路課 公共事業等債 都市計画費 臨時特定

道路メンテナンス事業
費補助

インフラの維持管理・更新
等

１ 点検を実施し、その診断結果が
公表されている構造物であって、
地方公共団体が策定する長寿命化
修繕計画に基づいて実施される、
次のいずれかに該当する事業及び
長寿命化修繕計画の策定・更新に
かかる事業であること。
(1) 構造物の性能・機能の維持・
回復・強化を図る修繕
(2) 構造物の架替えや付替えなど
により、性能・機能の維持・回
復・強化を図る更新
(3) 複数の構造物において、その
性能・機能を一部の構造物に集約
することに伴い実施する他の構造
物の撤去（集約先の構造物に係る
対策等を実施する場合に限る）、
または横断する道路施設等の安全
の確保のために実施する構造物の
撤去（改築または修繕と同時に実
施する場合に限る））
(4) 道路メンテナンス事業の実施
に必要な点検

5.5/10 4.5/10 ○

道路メンテナンス事業補助制
度要綱

道路街路課 土木費
道路橋
りょう費

臨時特定

＜生活交通MaaSの実証
実験＞

MaaSを活用したデマンド型
乗合交通の実証実験を行う
市町に対する支援

MaaS志向のデマンド型運行を支援
する電算装置を搭載した車両で行
う乗合交通の実証実験に係る経費

1/3
（1/2）

2/3
（1/2）

×

令和２年度兵庫県市町振興支
援交付金交付要綱

交通政策課
市町振興課

－

総務費
総務管理費

臨時一般
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５　県土整備部所管（２）〔まちづくり局、住宅建築局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

県民まちなみ緑化事業
市町業務委託

県民まちなみ緑化事業にか
かる
・市町緑化計画の作成
・申請受付
など

緑化計画作成　1件/5千円
緑化計画変更　1件/2千円
助成完了　　　　1件/2千円
助成中断　　　　1件/1千円

10/10 × ・県民まちなみ緑化事業実施
要綱
・県民まちなみ緑化事業市町
業務委託事務処理細則

都市政策課

－

土木費・都市計画
費

臨時特定

土地利用規制等対策費
市町交付金

1.土地取引の許可・届出制
度に関する事業
2.遊休土地の利用促進に関
する事業
※但しH22から「２」は該
当なし

届出件数等により算定 10/10 × 土地利用規制等対策費市町交
付金交付要綱

都市政策課
(都市計画課)

－

土木費・都市計画
費

経常特定

助成戸数等により算定 都市政策課 － 土木費・住宅費 臨時特定

■一般型 定額 定額 定額 □

■増改築・一般型 3/20 11/120 11/120 2/3

3/40 11/120 1/6 2/3

■特別型(要介護認定者等) 1/6～1/2 1/6～1/2   0～2/3 ×

1.生活保護世帯 1/2 1/2

2.市町民税非課税世帯等 4.5/10 4.5/10 1/10

3.市町民税所得割課税世帯 1/3 1/3 1/3

4.所得税課税世帯(所得税額7万円以下) 1/4 1/4 1/2

5.所得税課税世帯(所得税額7万円超) 1/6 1/6 2/3

■増改築・特別型 1/6 1/6 2/3

■共同住宅(分譲)共用型 定額 定額 定額 □

・アドバイザー派遣事業 ・基本額　50千円
9/40 11/40 1/2 □

都市政策課
－

民生費・社会福祉
費

臨時特定

・ユニバーサルマップ活用
支援事業

・基本額　300千円

・事業プラン策定費助成事
業

・基本額　600千円（高齢者等支援
施設の誘致を含まない場合は450千
円）

・活動費助成事業 ・基本額　600千円

・ＰＲ案内板設置事業 ・基本額　525千円

・施設改修等事業 ■通常型

・基本額　1,500千円 9/80 11/80 1/4 1/2

■大規模型

・基本額　20,000千円 3/20 11/60 1/6 1/2

（政令市、中核市の場合） (9/80) (11/80) (1/4) (1/2)

六甲山遊休施設利活用
等支援事業

遊休施設の利活用への改
修、建替費用の助成

交付要綱による
3/9 1/9 2/9 3/9 －

臨時特定

賑わい施設への新設費用の
助成

交付要綱による
2/9 4/9 3/9

県民まちなみ緑化事業
一般緑化（まちなか花
壇）

県民まちなみ緑化事業に係
る花壇整備、潅水設備等の
緑化基盤整備費用の補助

実施要綱による

1/2 1/2 ×

県民まちなみ緑化事業実施要
綱

都市政策課

－

土木費・都市計画
費

臨時特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

人生いきいき住宅助成
事業補助金

高齢者等対応住宅への住宅
改造費助成事業

・県土整備部補助金交付要綱
・社会資本整備総合交付金交
付要綱

□

×

県土整備部補助金交付要綱

ユニバーサル社会づく
り推進地区整備事業費
補助

・県土整備部補助金交付要綱
・社会資本整備総合交付金交
付要綱

都市政策課
(都市計画課)

土木費・都市計画
費
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

都市計画基礎調査委託
金

都市計画に必要な事項に関
する基礎調査(人口規模・
市街地の面積・土地利用・
開発動向等)

予算の範囲内

10/10 ×

都市計画法第6条 都市計画課

－

土木費・都市計画
費

経常特定

商店街シンボル建築物
再生支援事業

商店街の歴史・文化を物語
る建築物（シンボル建築
物）を改修し、にぎわい・
交流の拠点等として再生す
る取組を支援する

予算の範囲内

1/6 1/6 1/3 1/3 □

県土整備部補助金交付要綱 都市計画課

－

総務費・地域創生
推進事業費

一般

市街地整備事業助成費 土地区画整理事業 重要な県道等の整備を土地区画整
理事業の事業地区内で施行 定額 ×

費用負担協定 市街地整備課
（都市計画課） －

土木費・都市計画
費

臨時特定

住宅市街地総合整備事
業

密集市街地総合防災事業 交付要綱による

1/2
（1/3）

1/2
（2/3）

○

・住宅市街地総合整備事業制
度要綱
・住宅市街地総合整備事業補
助金交付要綱

市街地整備課
（都市計画課）

－

土木費・都市計画
費

臨時特定

老朽危険空き家除却支
援事業補助金

老朽危険空き家への除却費
支援

交付要綱による

通常
1/3

通常
1/6

通常
1/6

通常
1/3

◇

・県土整備部補助金交付要綱
・住宅地区改良事業等補助金
交付要領
・住宅市街地総合整備事業補
助金交付要綱

住宅政策課

－

土木費・住宅費 臨時特定

老朽危険空き家除却支
援事業補助金

老朽危険空き家への除却費
支援

交付要綱による

被災特例
2/5

被災特例
1/5

被災特例
1/5

被災特例
1/5

◇

・県土整備部補助金交付要綱
・住宅地区改良事業等補助金
交付要領
・住宅市街地総合整備事業補
助金交付要綱

住宅政策課 土木費・住宅費 臨時特定

交付要綱による（下記の1～7） 県土整備部補助金交付要綱 住宅政策課 － 土木費・住宅費 臨時特定

1.市街化区域内
住宅型(一般世帯タイプ）

18/80 11/80 11/80 40/80 □

2.市街化区域内
住宅型(若年・子育て世帯タイプ）
3.市街化区域内
住宅型(UJIターン世帯タイプ）
4.市街化区域外
住宅型(一般世帯タイプ)

18/60 11/60 11/60 20/60 □

5.市街化区域外
住宅型(若年・子育て世帯タイプ)
6.市街化区域外
住宅型(UJIターン世帯タイプ)
7.市街化区域外
事業所型(一般タイプ)

27/80 22/80 11/80 20/80 □

空き家活用支援事業補
助金（市町随伴補助）

一戸建て住宅の空き家や共
同住宅の空き住戸を、住
宅・事業所または地域交流
拠点として活用しようとす
る者に対し、その改修工事
費の一部を助成
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５　県土整備部所管（２）〔まちづくり局、住宅建築局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

住宅災害復興融資利子
補給金（H26・8月豪
雨）

H26年8月豪雨等により被災
を受けた住宅の再建等をす
る者の初期負担を軽減する
ため、利子補給を行う

1.対象者
(1)建設･購入：半壊以上で被災
　住宅を解体し､500万円以上の
　の融資を受けて建設等する者
(2)補修：床上浸水以上で、500
　万円以上の融資を受けて補修
　する者
2.対象融資限度額
(1)建設･購入　　　20,000千円
(2)補修　　　　　 10,600千円
3.利子補給率　　　 2.5％以内
　※ 2.5%、支援機構の災害復興住
宅融資利率並びに実利率を比して
最も低率の利率まで
4.利子補給期間　　　　５年間

2/3 1/3 ×

・平成26年度災害に係る住宅
災害復興融資利子補給制度要
綱
・県土整備部補助金交付要綱

住宅政策課

－

土木費・住宅費 臨時特定

再生計画策定等支援事
業

団地再生へ向けた検討や計
策定を目的に、専門のコン
サルタントへの委託を支援

交付要綱による 9/40 11/40 1/2

ー

□ 県土整備部補助金交付要綱 住宅政策課 土木費・住宅費 臨時特定

住宅市街地総合整備促
進事業費補助＜地域居
住機能再生推進事業＞

地域居住機能再生推進事業 交付要綱による
1/2

もしくは
2/3

1/2
もしくは

1/3
○

・住宅市街地総合整備事業補
助金交付要綱
・住宅市街地総合整備事業制
度要綱

公営住宅課・住宅政
策課
(公営住宅整備課・
都市政策課)

－

土木費・住宅費 臨時特定

公的賃貸住宅家賃対策
調整補助金

家賃の減額に関する補助 家賃限度額が負担能力を超える部
分についての補助 1/2 1/2 ○

公的賃貸住宅家賃対策調整補
助金交付要綱

住宅管理課
（公営住宅管理課） －

土木費・住宅費 臨時特定

社会資本整備総合交付
金
＜地域住宅計画に基づ
く事業＞

公的賃貸住宅家賃低廉化事業交付要綱による 1/2 1/2 ○ 社会資本整備総合交付金交付
要綱（公的賃貸住宅家賃低廉
化事業対象要綱）

公営住宅管理課

-

土木費・住宅費 臨時特定

防災・安全社会資本整
備交付金＜住宅・建築
物安全ストック形成事
業＞
（ブロック塀等の安全
確保に関する事業

効果促進事業
（ブロック塀等の建替又は
除却）

交付要綱による 1/2 ○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

建築指導課

－

各該当項目 臨時特定

社会資本整備総合交付
金
＜住宅市街地総合整備
事業＞

住宅市街地総合整備事業 交付要綱による関連公共施設整備

1/2 1/2 ○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

市街地整備課
（都市計画課）

－

土木費・都市計画
費

臨時特定
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

＜都市再生整備計画事
業＞

都市再生整備計画事業 交付要綱による
2/5

または
4.5/10
または
1/2

3/5
または
5.5/10
または
1/2

○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

市街地整備課
（都市計画課）

一般補助施設整備等事業
債

土木費・都市計画
費

臨時特定

社会資本整備総合交付
金
＜都市防災総合推進事
業＞

都市防災総合推進事業 交付要綱による
1/2

または
1/3

1/2
または
2/3

○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

市街地整備課
（都市計画課）

一般補助施設整備等事業
債

土木費・都市計画
費

臨時特定

社会資本整備総合交付
金
＜道路事業＞

土地区画整理事業・市街地
再開発事業

交付要綱による 1/2
または
5.5/10

1/2
または
4.5/10

○
社会資本整備総合交付金交付
要綱

市街地整備課
（都市計画課） －

土木費・都市計画
費

臨時特定

市街地再開発事業 交付要綱による 市街地整備課 臨時特定

①公共団体施行 1/3 2/3 ○ （都市計画課）

②組合等施行 1/3 1/6 1/6 1/3 ◇ －

9/20 1/5 1/4 1/10
＜市街地整備事業（都
市再生区画整理事業）
＞

都市再生土地区画整理事業 交付要綱による 1/2
または
1/3

1/2
または
2/3

○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

市街地整備課
（都市計画課） －

土木費・都市計画
費

臨時特定

住宅市街地総合整備事業 居住環境形成施設整備 1/2・1/3 1/2・1/3 - ・1/3 ・社会資本整備総合交付金交
付要綱

市街地整備課 公営住宅建設事業債 土木費・都市計画
費

臨時特定

（都市計画課）

街なみ環境整備事業 1.街なみ整備事業 1/2 1/2 市街地整備課 公共事業等債 臨時特定

2.街なみ整備助成事業 1/3 1/3 1/3 （都市計画課）

その他交付要綱による

公園事業・道路、街路事業 補助基本額 1/2・1/3 1/2・2/3 ○ ・社会資本整備総合交付金交
付要綱
・住宅市街地総合整備事業制
度要綱

市街地整備課
（全体とりまとめ）
（都市計画課）

一般補助施設整備等事業
債

土木費・都市計画
費

臨時特定

小規模再開発支援事業 優良建築物等整備事業 交付要綱による
1/3 1/6 1/6 1/3 ◇

・県土整備部補助金交付要綱
・社会資本整備総合交付金

市街地整備課
（都市計画課）

－
土木費・都市計画
費

臨時特定

住宅市街地総合整備事業
（密集市街地総合防災事
業）

交付要綱による

2/3 1/6 1/6 - ◇

・県土整備部補助金交付要綱
・住宅市街地総合整備事業制
度要綱
・住宅市街地総合整備事業補
助金交付要綱

市街地整備課
（都市計画課）

街路交通調査費補助 土地区画整理事業 要綱による
1/3 2/3 ○

土地区画整理事業調査要綱 市街地整備課
（都市計画課）

－
土木費・都市計画
費

住宅市街地総合整備事
業

空き家対策総合支援事業 要綱による
1/3　2/5

2/5
1/3　2/5

3/5 1/3　1/5
○

・住宅市街地総合整備事業制
度要綱
・住宅市街地総合整備事業補
助金交付要綱

市街地整備課
（都市計画課）

土木費・住宅費 臨時特定

＜社会資本整備総合交
付金＞

都市公園等事業 1.都市公園事業
2.公園施設長寿命化対策支援事業

1/2・1/3
1/2

1/2・2/3
1/2

○
社会資本整備総合交付金交付
要綱

公園緑地課
－

土木費・都市計画
費

臨時特定

都市公園等事業 1.都市公園事業 1/2・1/3 1/2・2/3 公園緑地課 公共事業等債 臨時特定

2.公園施設長寿命化計画策定調査 1/2 1/2

3.都市公園安全・安心対策緊急総
合支援事業

1/2・1/3 1/2・2/3

4.公園施設長寿命化対策支援事業 1/2 1/2

社会資本整備総合交付
＜市街地再開発事業＞

社会資本整備総合交付金交付
要綱・県土整備部補助金交付
要綱

土木費・都市計画
費

○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

土木費・都市計画
費・住宅費

＜住宅市街地総合整備
事業＞

＜防災・安全社会資本
整備交付金＞

○

社会資本整備総合交付金交付
要綱
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５　県土整備部所管（２）〔まちづくり局、住宅建築局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

防災・安全社会資本整
備交付金

都市公園等事業 都市公園ストック再編事業
1/2・1/3 1/2・2/3 ○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

公園緑地課 公共事業等債 土木費・都市計画
費

臨時特定

社会課題対応型都市公
園機能向上促進事業

ユニバーサル化、感染症対
策、ストック効果向上に関
する事業

交付要綱による 1/2 1/2 ○
社会課題対応型都市公園機能
向上促進事業交付要綱

公園緑地課

－

土木費・都市計画
費

臨時特定

防災・安全社会資本整
備交付金＜住宅・建築

建築物の耐震化の支援に関
する事業（公共）

交付要綱による
1/3 2/3 ○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

建築指導課 各該当項目 臨時特定

建築物の耐震化の支援に関
する事業（公共）（要安全
確認計画記載建築物、要緊
急安全確認大規模建築物）

1/2 1/2 ○

避難所等の耐震改修等に関
する事業（公共）

1/3 2/3 ○

防災・安全社会資本整
備交付金つづき
＜住宅・建築物安全ス
トック形成事業＞

アスベスト含有調査等に関
する事業（公共・民間）

10/10 ○

防災・安全社会資本整
備交付金
＜地域住宅計画に基づ
く事業＞
※簡易耐震診断推進事
業（県補助金名）

住宅・建築物安全ストック
形成事業（簡易耐震診断推
進事業）

交付要綱による

1/2 1/4 1/4 ◇

・社会資本整備総合交付金交
付要綱（住宅・建築物安全ス
トック形成事業対象要綱）
・県土整備部補助金交付要綱

建築指導課

－

各該当項目 臨時特定

防災・安全社会資本整
備交付金
＜地域住宅計画に基づ
く事業＞
※ひょうご住まいの耐
震化促進事業（県補助
金名）

基幹事業（ひょうご住まい
の耐震化促進事業）

交付要綱による 77.5％
51.66％

11.25％
24.17％

11.25％
24.17％

◇
◇

社会資本整備総合交付金交付
要綱
・県土整備部補助金交付要綱

建築指導課 各該当項目 臨時特定

防災・安全社会資本整
備交付金
＜地域住宅計画に基づ
く事業＞
※ひょうご住まいの耐
震化促進事業（県補助
金名）

効果促進事業（ひょうご住
まいの耐震化促進事業）

交付要綱による 1/2 1/4 1/4 ◇ 社会資本整備総合交付金交付
要綱
・県土整備部補助金交付要綱

建築指導課 各該当項目 臨時特定

地域公共交通確保維持
改善事業費補助金

地域交通バリアフリー化調
査事業

交付要綱による

1/2 1/2 ○

地域公共交通確保維持改善事
業費補助金交付要綱

都市政策課

－

社会資本整備総合交付
金＜狭あい道路整備等
促進事業＞

地方公共団体が行う狭あい
道路整備等促進事業及び狭
あい道路拡幅整備事業を行
う民間事業者等に対する地
方公共団体の補助事業

交付要綱による

1/2
(1/3)

1/2
(2/3)

○

社会資本整備総合交付金交付
要綱

建築指導課 公共事業等債 土木費・道路橋梁
費

臨時特定

78



５　県土整備部所管（２）〔まちづくり局、住宅建築局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等

住宅・建築物安全ストック
形成事業（大規模多数利用
建築物等耐震化助成事業）

交付要綱による

1/2 1/4 1/4 ◇

・地域防災拠点建築物整備緊
急促進事業補助金交付要綱
・県土整備部補助金交付要綱

建築指導課

－

各該当項目 臨時特定

住宅・建築物安全ストック
形成事業（大規模避難施設
耐震化助成事業）

交付要綱による

1/2 1/4 1/4 ◇

・地域防災拠点建築物整備緊
急促進事業補助金交付要綱
・県土整備部補助金交付要綱

建築指導課

－

各該当項目 臨時特定

国際競争拠点都市整備
事業

市街地再開発事業 交付要綱による 1/3 1/6 1/6 1/3 ◇

都市再生推進事業制度要綱
都市再生推進事業費補助交付
要綱

市街地整備課
（都市計画課）

－

土木費・都市計画
費

臨時特定

特殊地下壕等対策事業

特殊地下壕等対策事業 実施要領による 1/2 1/2 ○

国土交通省所管特殊地下壕対
策事業実施要領

市街地整備課
（都市計画課） －

土木費・都市計画
費

臨時特定

都市構造再編集中支援
事業補助金

都市構造再編集中支援事業 交付要綱による 1/2 1/2 ○

都市構造再編集中支援事業費
補助交付要綱
都市構造再編集中支援事業費
補助交付申請等要領

市街地整備課
（都市計画課）

－

土木費・都市計画
費

臨時特定

住宅確保要配慮者専用
賃貸住宅家賃低廉化事
業

住宅確保要配慮者専用賃貸
住宅に係る家賃を低減する
ため、その経費の一部を補
助

交付要綱による 1/2 1/4 1/4 ◇ 県土整備部補助金交付要綱 住宅政策課 土木費・住宅費 臨時特定

建築物耐震対策緊急促
進事業補助金
※大規模多数利用建築
物等耐震化助成事業
（県補助金名）
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

へき地児童生徒援助費
等補助金

（1）スクールバス、
ボート等購入費

【スクールバス・ボート購
入費】
市町村が、へき地学校及び
学校統合・過疎地域による
遠距離通学児童生徒の通学
条件の緩和を図るために通
行するスクールバス、ボー
トを購入する事業

限度額及び予算の範囲内 1/2 1/2 ○ へき地教育振興法第6条(昭和
29年法律第143号)へき地児童
生徒援助費等補助金交付要綱

財務課 ・学校教育施設等整備事
業債(過疎対策事業債
・辺地対策事業債)

教育費・小学校
費・中学校費

臨時特定

（2）遠距離通学費等
補助

【遠距離通学費】
市町村が、学校統合に伴う
通学費を負担する場合に遠
距離通学児童生徒に要する
交通費を負担する事業(小
→4㎞以上)(中→6㎞以上)

限度額及び予算の範囲内 1/2 1/2

－ － － －

経常特定

【医師等派遣事業】
市町村が、医療機関までの
距離が4km以上あるへき地
学校において、学校保健法
に基づく健康診断等を行う
場合における医師等を派遣
する事業

限度額及び予算の範囲内 1/2 1/2

－

体育保健課

－ － －

【心臓検診事業】
市町村が、へき地学校等の
小学校第１学年並びに中学
校第１学年の児童生徒を対
象として行う心電図検診事
業

限度額及び予算の範囲内 1/3 2/3

－ － － － －

（4）離島高校生修学
支援費

【遠距離通学費】
市町村が、本土と橋梁等で
繋がっていない離島の中に
高等学校が設置されていな
い地域の通学に要する交通
費等を援助する事業

限度額及び予算の範囲内 1/2 1/2

－

財務課

－ － －

要保護児童生徒援助費
補助金

要保護児童生徒の学用品費
等を補助する事業（学用品
費、通学用品費、校外活動
費、通学費、修学旅行費、
体育実技用具費、新入学児
童生徒学用品費、クラブ活
動費、生徒会費、ＰＴＡ会
費、卒業アルバム代、オン
ライン学習通信費など）

限度額及び予算の範囲内

1/2 1/2 ○

・就学困難な児童及び生徒に
係る就学奨励についての国の
援助に関法律第2条(昭和31年
法律第40条)
・要保護児童生徒援助費補助
金交付要綱

財務課 － 教育費・小学校
費・中学校費

経常特定

（3）保健管理費

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

特別支援教育就学奨励
費補助金（特別支援学
級分）

特別支援学級の児童生徒の
学校給食費、交通費、学用
品費、修学旅行費、オンラ
イン学習通信費等、小中学
校の特別支援学級への就学
の特殊事業に鑑みこれらの
学校への児童・生徒の就学
による保護者等の経済的負
担を軽減し、学校教育普及
奨励を図る

限度額及び予算の範囲内 1/2 1/2 ○ ・特別支援学校への就学奨励
に関す法律(昭和29年法律第
144号)
・特別支援教育就学奨励費補
助金交付要綱

財務課

－

教育費・小学校
費・中学校費・保
健体育費

経常特定

高等学校等就学支援金
交付金

高等学校等における教育に
係る家庭の経済的負担軽減
を目的とし、公立高等学校
等の生徒の授業料について
一定額を助成するもの（公
立高等専門学校分を含む）

事業に要する経費 10/10 △ ・公立高等学校に係る授業料
の不徴収及び高等学校等就学
支援金の支給に関する法律
・高等学校等就学支援金交付
金交付要綱
・高等学校等就学支援金交付
要綱

財務課

－

教育費・　高等学
校費

臨時特定

高等学校等就学支援金
事務費交付金

高等学校等就学支援金に関
する事務の、円滑な実施に
資することを目的として交
付される経費

予算の範囲内で事業に要する経費 10/10 △ ・高等学校等就学支援金の支
給に関する法律
・高等学校等就学支援金事務
費交付金交付要綱

財務課

－

教育費・　高等学
校費

臨時特定

被災児童生徒就学支援
等事業交付金

東日本大震災又はその他大
規模等により被災し、就学
困難な状況になった児童生
徒の学用品費等を補助する
事業（学用品費、通学用品
費、校外活動費、通学費、
修学旅行費、体育実技用具
費、新入学児童生徒学用品
費、クラブ活動費、生徒会
費、ＰＴＡ会費、卒業アル
バム代等、オンライン学習
通信費（※ただし、オンラ
イン学習通信費について
は、大規模災害のみ。））

限度額及び予算の範囲内 10/10
(2/3) (1/3)

△ ・被災児童生徒就学支援等事
業交付金交付要綱
・被災児童生徒就学支援等事
業実施要領（東日本大震災）
・被災児童生徒就学支援等事
業実施要領（大規模災害等）

財務課

－

教育費（該当項
目）

臨時特定

高等学校等修学支援事
業費補助金(家計急変
世帯への支援)

高等学校等就学支援金の対
象にならない世帯が、倒産
や失業などで家計に影響が
出たなどの経済的理由で授
業料の納付が困難となった
場合、道府県民税所得割及
び市町村民税所得割額に反
映されるまでの間、各自治
体が授業料減免制度により
支給した額を補助するもの

予算の範囲内で事業に要する経費 1/2 1/2 ○ ・高等学校等修学支援事業費
補助金（家計急変世帯への支
援）
・交付要綱

財務課

－

教育費・　高等学
校費

臨時特定

高等学校等修学支援事
業費補助金（学び直し
への支援）

高等学校等を中途退学した
後、再び高等学校等で学び
直す者に対して、高等学校
等就学支援金の支給期間の
経過後も継続して高等学校
等就学支援金に相当する金
額を支給するもの

予算の範囲内で事業に要する経費 10/10 △ ・高等学校等修学支援事業費
補助金（学び直しへの支援）
・交付要綱

財務課

－

教育費・　高等学
校費

臨時特定
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

公立学校施設整備費負
担金

【算出根拠式】
国庫負担面積×補助単価
　　　　　　　　　＝補助工事費A
　　　　　　A×1/100＝事務費B
(A＋B)×補助率

・義務教育諸学校等の施設費
の国庫負担等に関する法律
・離島振興法
・過疎地域自立促進特別措置
法

学事課 学校教育施設等整備事業
債(過疎対策事業債)
(辺地対策事業債)

教育費（該当項
目）

臨時特定

　    　　　(一般) 1/2 1/2 ○

   　　   (離島) 5.5/10 4.5/10

(一般) 1/2 1/2 ○

(離島) 5.5/10 4.5/10

(一般) 1/2 1/2 ○

(離島・過疎) 5.5/10 4.5/10

(一般) 1/2 1/2 ○

(離島) 5.5/10 4.5/10 　

(一般) 1/2 1/2 ○

(離島) 5.5/10 4.5/10

理科教育設備整備費等
補助金

（1）理科教育等設備整備
費補助小・中・特別支援学
校及び高等学校の理科、算
数数学教育設備整備

補助金限度基礎額の範囲内補助金
(政令で定める額)

1/2 1/2 ○ 理科教育振興法第9条 義務教育課

－

教育費（該当項
目）

臨時特定

（2）理科観察実験支援事
業観察実験アシスタントを
学校に配置

補助金限度基礎額の範囲内補助金
(政令で定める額)

1/3 2/3 ○ 理科教育振興法第9条 義務教育課

－

教育費（該当項
目）

臨時特定

トライやる・ウィーク
推進事業交付金

公立中学校2年生が行う、
自律性を高め「生きる力」
を育むことを目指す学校教
育活動に対する補助

事業に要する経費
1学級当たり/
政令指定都市　100千円
その他　150千円

定額 × 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱

義務教育課

－

教育費、　中学校
費

臨時特定

環境体験事業及び自然
学校推進事業交付金

小学校3年生が行う体験型
環境学習及び小学校5年生
が行う集団宿泊活動に対す
る補助

事業に要する経費

定額

× 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱

義務教育課 －

教育費、小学校費 臨時特定

「わくわくオーケスト
ラ教室」事業バス利用
補助

県立芸術文化センターで開
催される「わくわくオーケ
ストラ教室」に参加する中
学校がバスを借り上げた場
合にかかる経費を一部補助

事業に要する経費 1/3 2/3 × 令和３年度兵庫県教育委員会
補助金交付要綱

義務教育課

－

教育費、社会教育
費

臨時特定

（1）公立小、中、義務教
育　学校校舎の新増築

（2）公立小、中、義務教
育　学校屋内運動場の新増
築

（3）公立小、中、義務教
育　学校統合校舎等の新増
築

（4）併設型中学校、中等
教育  学校(前期課程)の新
増築

（5）.特別支援学校（小・
中学　部）の新増築
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交付の
方法

根　拠　法　令　等

ひょうごがんばり学び
タイム

全国学力・学習状況調査結
果の分析・検証に基づき、
学力向上に向けて、市町が
提案する方法により、小中
学校において、地域人材を
活用した放課後の学力向上
方策に取組む。

事業に要する経費 1/3 2/3 ☆ ・教育支援体制整備事業費補
助金（補修等のための指導員
等派遣事業）交付要綱
・ひょうごがんばり学びタイ
ム実施要項

義務教育課

－

教育費、小学校
費、中学校費

臨時特定

幼児期と児童期の円滑
な接続推進事業

幼児期と児童期の教育の円
滑な接続を推進するため、
複数の幼児教育施設と接続
する小学校において、互い
の教育について共通理解し
連携を深め、接続期の保
育・教育の在り方に関する
実践研究を行い、接続期の
カリキュラムの改善・充実
を図る。

事業に要する経費 定額 × 幼児期と児童期の円滑な接続
推進事業実施要綱

義務教育課

－

教育費・幼稚園
費・民生費・児童
福祉費

臨時特定

キャリア教育充実事業 小・中学校９年間の学びの
つながりを意識したキャリ
ア形成と自己実現に向け、
系統的な指導や兵庫版
「キャリア・パスポート」
を活用した校種間の接続、
実践をＰＤＣＡサイクルに
基づき検証し、改善を図る
方法について研究を行う。

事業に要する経費 定額 × キャリア教育充実事業実施要
綱

義務教育課

－

教育費、小学校費
中学校費

臨時特定

市町スクールソーシャ
ルワーカー配置補助事
業

社会福祉等の専門的な知
識・技術を有するスクール
ソーシャルワーカーを学校
に配置するための事業に要
する経費の一部を補助

限度額:1中学校区/　328千円 1/9 2/9 6/9 △ 令和３年度兵庫県教育委員会
補助金交付要綱

義務教育課

－

教育費・中学校費 臨時特定

伝統文化の学びの充実
事業

ふるさと・ひょうごを愛す
る心を育むため、地域に伝
わる伝統文化に関して、小
中学校での教育課程に位置
付けた学習を充実させる。

事業に要する経費 定額 × 伝統文化の学びの充実事業実
施要綱

義務教育課

－

教育費、小学校費
中学校費

臨時特定

道徳教育実践研究事業
委託金

道徳教育について実践研究
を行う推進地域を指定し、
学校・地域の課題に合わせ
た取組等の実践を行い、普
及・啓発を行う

県内７地域 10/10 × 道徳教育の抜本的改善・充実
に係る支援事業委要項
令和３年度道徳教育実践研究
事業実施要項

義務教育課

－

教育費、小学校費
中学校費

臨時特定

プロから学ぶ創造力育
成事業

様々な分野で活躍するクリ
エータ－等を学校に派遣し
講話や実演に要する経費の
一部を補助

限度額　１校/＠50千円 1/2 1/2 × 令和３年度兵庫県教育委員会
補助金交付要綱

義務教育課

－

教育費、小学校費
中学校費

臨時特定
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交付の
方法

根　拠　法　令　等

学校等における感染症
対策等支援事業

各学校が児童生徒の安心安
全な学習環境を確保しつつ
教育活動を着実に継続する
ため、学校の感染症対策等
を講じる取組及び児童生徒
の学びの保障をするための
取組を実施するに当たり、
校長の判断で迅速かつ柔軟
に対応することができるよ
う、学校教育活動の円滑な
運営を支援する経費を補助

児童生徒の人数に応じた補助上限
額の範囲内

1/2 1/2 ○ 学校保健特別対策事業費補助
金交付要綱

義務教育課 教育費、小学校
費、中学校費

臨時特定

地域部活動推進事業 令和５年度以降の休日の部
活動の段階的な地域移行に
向けて、体制の構築や持続
可能な文化芸術活動の環境
整備を行うため、課題解決
を目指す事業実施体制につ
いて研究する。

事業に要する経費 10/10 △ 令和３年度地域部活動推進事
業実施要項

義務教育課 教育費、中学校費 通常一般

不登校対策研究事業 近年の不登校児童生徒数の
増加に伴い、文部科学省が
示した不登校支援に向けた
新たな考え方も踏まえた支
援の在り方やコロナ禍にお
ける状況を踏まえ、ポスト
コロナ社会における不登校
支援についても検討し、今
後の学校支援に生かす。

事業に要する経費 定額 × 令和３年度ひょうご不登校対
策事業実施要項

義務教育課 教育費、中学校費 通常一般

教育支援体制整備事業
補助金（特別支援教育
体制整備の推進分）

障害のある幼児児童生徒の
支援のため、関係機関との
連携、学校への巡回相談や
専門家チームによる支援、
研修体制の整備・実施等に
より、特別支援教育の体制
整備を推進する

限度額の範囲内 1/3 2/3 ○ 教育支援体制整備事業補助金
（切れ目ない支援体制整備充
実事業）

特別支援教育課

－

教育費、教育総務
費、特別支援学校
費

臨時特定

特別支援学校交流・体
験チャレンジ事業交付
金

特別支援学校小学部児童及
び中学部生徒が、1泊2日程
度で行う集団宿泊訓練に対
する補助

実施校１校あたり定額100千円 定額 × 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱

特別支援教育課

－

教育費、　特別支
援学校費

臨時特定

医療的ケアのための看
護師配置事業費補助

市町教育委員会において、
医療的ケアを必要とする児
童生徒が在籍する市立特別
支援学校への看護師配置に
要する経費の一部を補助

予算の範囲内 1/3 2/3 ○ 教育支援体制整備事業補助金
（切れ目ない支援体制整備充
実事業）

特別支援教育課

－

教育費、特別支援
学校費

臨時特定

定時制高等学校教科書
給与事業費補助

定時制高等学校教科書給与
事業

教科書給与費 1/2 1/2 × 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱

高校教育課
－

教育費、教育総務
費

経常特定

高校教育課 教育費、教育総務
費

臨時特定学校施設環境改善交付
金
（産業教育施設の整
備）

デジタル化に向けた産業教
育装置の購入及びその設置
に際し必要な施設の改修

購入及び設置を行うために文部科
学大臣が必要と認める額

1/3 2/3 ○ 学校施設環境改善交付金交付
要綱
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交付の
方法

根　拠　法　令　等

学校・家庭・地域の連
携協力事業費補助

地域と学校が連携・協働
し、地域学校本部、学校運
営協議会等、地域と学校が
連携・協働する仕組みを一
体的に推進する

補助事業に要する経費 1/3 1/3 1/3 △ 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱

社会教育課

－

教育費、教育総務
費

臨時特定

埋蔵文化財緊急発掘調
査費補助金

埋蔵文化財緊急発掘調査等 補助対象経費 1/2 1/4 1/4 ◇ ・文化財保護法
・令和３年度兵庫県教育委員
会補助金交付要綱

文化財課

－

教育費、社会教育
費

臨時特定

補助対象経費

　随　伴 50～85/100 1/20～1/4 1/20～1/4 1/20～1/4 ◇

　県　単 1/2～1/3 1/2～1/3 1/2～1/3 ×

史跡地公有化補助金 史跡地等購入事業 補助対象経費 80/100 1/15 2/15 ◇ ・文化財保護法
・令和３年度兵庫県教育委員
会補助金交付要綱

文化財課

－

教育費、社会教育
費、公債費

臨時特定

指定文化財管理費補助
金

指定文化財防災設備保守点
検等

補助対象経費 1/4 1/4 1/2 □ ・文化財保護法
・令和３年度兵庫県教育委員
会補助金交付要綱

文化財課

－

教育費、社会教育
費、公債費

経常特定

配分人員による額の範囲内 1/2 1/2 ○ 体育保健課 経常特定

(補助単価)

医療費　12,000円/1人1疾病

学校給食費

①完全給食：小　53,000円/人

　　　　　　　　 　中  62,000円/人 －

②補食給食：小　41,000円/人

　　　　　　　　　 中　46,000円/人

③ミルク給食：小　 8,000円/人

　　　　　　　   　中　 8,000円/人
公立社会体育施設災害
復旧事業補助金

「激甚災害」を受けた社会
体育施設の災害復旧事業
1.建物
2.建物以外の工作物
3.土地
4.設備

災害復旧事業査定額 2/3 1/3 ○ 激甚災害に対処するための特
別の財政援助等に関する法律

体育保健課 災害復旧事業債 災害復旧事業,そ
の他

臨時特定

兵庫県立兎和野高原野
外教育センター指定管
理業務委託金

施設の管理運営事業 事業に要する経費及び予算の範囲
内

10/10 × ・地方自治法
・公の施設の指定管理者の指
定等に関する条例

体育保健課

－

教育費、保健体育
費

経常特定

安全教育総合支援事業
委託金

①市町が実施する学校安全
推進のための取組を支援
②実践委員会の開催
③学校安全対策合同会議の
開催

事業に要する経費及び予算の範囲
内

10/10 △ 体育保健課

－

教育費、社会教育
費

臨時特定

中学校部活動指導員配
置事業

専門的な技術指導を受けら
れない生徒の技術向上を図
るとともに、未経験競技な
どの指導による教員の心理
的負担の軽減ため、部活動
指導員を配置する経費の一
部を補助する

国が示すガイドラインを遵守する
ことを前提とした上で予算の範囲
内

1/3 1/3 1/3 △ 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱

体育保健課

－

教育費、保健体育
費

臨時特定

臨時特定

要保護児童生徒援助費
補助金

要保護児童生徒の医療費、
学校給食費

・学校給食法
・学校保健安全法
・要保護児童生徒援助費補助
金及び特別支援教育就学奨励
費補助金交付要綱

教育費、保健体育
費、各該当項目
(医療費)

文化財保存整備費補助
金

国・県指定文化財の保存修
理防災施設整備等事業

・文化財保護法
・令和３年度兵庫県教育委員
会補助金交付要綱

文化財課

－

教育費、社会教育
費
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①【算出式】 1/3 2/3 ○ 体育保健課 臨時特定

交付対象面積×建築単価
対象面積：
補強を要する建物面積
＠34,200円/㎡

②中学校武道場建設事業 ②【算出式】 1/3 2/3 ○ 体育保健課 臨時特定

交付対象面積×建築単価

■各対象面積

・新築

・改築

(1)柔道場　 　 250㎡限度

(2)剣道場　　　300㎡限度

(3)柔剣道場　　450㎡限度

(4)相撲場　　　250㎡限度

(4)なぎなた場　300㎡限度

×＠155,600円/㎡(建築単価)[空調設備有り]

×＠138,800円/㎡(建築単価)[空調設備無し]

(5)弓道場　　　

文部科学大臣が必要と認める額

③文部科学大臣が必要と認める額 1/3 2/3 体育保健課 臨時特定

④【算出式】 1/3 2/3 臨時特定

交付対象面積×建築単価

■対象面積：400㎡限度

■建築単価

(1)一般　　　　＠190,100円/㎡

(2)耐震強化　＠211,110円/㎡

(3)浄水型 　　＠234,200円/㎡

⑤【算出式】 1/3 2/3

交付対象面積×建築単価

■対象面積：600㎡限度

■建築単価：＠82,800円/㎡

中学校運動部活動の地
域移行検討事業

①県内2ヶ所において、地
域部活動を実施する拠点校
に補助

事業に要する経費及び予算の範囲
内

10/10 △ -

体育保健課

－

教育費、保健体育
費

臨時特定

②運動部活動専門家会議の
開催

※ 工事費は１施設あたり２億円を
限度とする。

・スポーツ基本法・学校施設
環境改善交付金交付要綱

学校教育施設等整備事業
債

教育費、中学校
費、高等学校費

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

学校教育施設等整備事業
債

教育費、中学校
費、高等学校費

学校施設環境改善交付
金(体育施設）

・スポーツ基本法・学校施設
環境改善交付金交付要綱

学校教育施設等整備事業
債

教育費、中学校
費、高等学校費、
特別支援学校費
幼稚園費

③学校水泳プール耐震補強
事業

臨時特定

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

体育保健課 学校教育施設等整備事業
債

教育費、中学校
費、高等学校費、
特別支援学校

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

体育保健課 学校教育施設等整備事業
債

教育費、中学校
費、高等学校費、
特別支援学校

④学校水泳プール(屋外)建
設事業

⑤学校水泳プール上屋建設
事業

①地域スポーツ施設（社会
体育施設）耐震化事業
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国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

⑥【算出式】 1/3 2/3

交付対象面積×建築単価

■対象面積：400㎡限度

■各建築単価

(1)一般　　　　＠840,800円/㎡

(2)耐震強化　＠871,700円/㎡

(3)浄水型　 　＠887,200円/㎡

※地震防災対策特別措置法第4条の ※1/2 ※1/2

規定の適用を受ける浄水型水泳プール

⑦【算出式】 1/3 2/3 臨時特定

交付対象面積×建築単価

⑧地域武道センター ⑧【算出式】 1/3 2/3

交付対象面積×建築単価

■対象面積　550～2,100㎡

■建築単価＠151,600円/㎡［空調設備有り］

■建築単価＠135,200円/㎡［空調設備無し］

　弓道場　　　

文部科学大臣が必要と認める額

⑧【算出式】 1/3 2/3

交付対象面積×建築単価

■交付対象水面積：600㎡限度

■各建築単価

(1)談話室等　＠130,400円/㎡

(2)一般　　　　＠840,800円/㎡

(3)耐震強化　＠871,700円/㎡

(4)浄水型　　 ＠887,200円/㎡

※地震防災対策特別措置法第4条の ※1/2 ※1/2

規定の適用を受ける浄水型水泳プール

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

体育保健課 学校教育施設等整備事業
債

教育費、中学校
費、高等学校費、
特別支援学校

臨時特定

臨時特定

⑨地域水泳プール(屋内)建
設事業

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

体育保健課 学校教育施設等整備事業
債

教育費、保健体育
費

臨時特定

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

体育保健課 学校教育施設等整備事業
債

教育費、保健体育
費

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

体育保健課 学校教育施設等整備事業
債

教育費、保健体育
費

⑥学校水泳プール(屋内)建
設事業

⑦地域屋外スポーツセン
ター

学校施設環境改善交付
金(体育施設）（つづ
き）

対　象　面　積 単　価　＠

（1）運動場
5,000㎡～

　　10,000㎡
3,000円/㎡

（2）運動場のクラブハウス 330㎡限度 86,000円/㎡

（3）
運動場の照明施設
（200Lux以上）

5,000㎡～
　　10,000㎡

5,400円/㎡

種　　　別
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

⑩【算出式】 1/3 2/3

交付対象面積×建築単価

■対象面積：550～2,100㎡

■建築単価＠212,800円/㎡[空調設備有り]

■建築単価＠189,900円/㎡[空調設備無し]

⑪【算出式】 1/3 2/3

交付対象面積×建築単価

■対象面積(屋外地域スイミングセンター)

　水面積：600㎡限度

■各建築単価

(1)談話室等　＠134,400円/㎡

(2)一般　　　　＠234,200円/㎡

■対象面積(屋外地域スイミングセンター)

　水面積：400㎡限度

(3)浄水型　　＠ 234,200円/㎡

※地震防災対策特別措置法第4条の ※1/2 ※1/2

規定の適用を受ける浄水型水泳プール

［小・中学校分］ 体育保健課 臨時特定

 1.学校給食施設の新増築 【算出式】

 (1)単独校調理場施設 施設基準面積×建築単価 1/2 1/2

■設備基準金額

■各施設建築単価

Ｒ　271,200円/㎡

Ｓ　242,900円/㎡

Ｗ　271,200円/㎡

 (2)共同調理場施設 【算出式】

施設基準面積×建築単価 1/2 1/2

■設備基準金額

施設建築単価

Ｒ　341,500円/㎡

Ｓ　305,900円/㎡

Ｗ　341,500円/㎡

 2.炊飯給食施設の新増築 施設基準面積×建築単価 1/2 1/2

 (1)単独校調理場 設備基準金額

 (2)共同調理場 施設基準面積×建築単価 1/2 1/2

設備基準金額

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

体育保健課 学校教育施設等整備事業
債

教育費、保健体育
費

臨時特定

⑩地域スポーツセンター建
設事業
※地域スポーツクラブの活
動拠点となる地域スポーツ
センター

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

体育保健課 学校教育施設等整備事業
債

教育費、保健体育
費

臨時特定

学校施設環境改善交付
金（給食施設）

・スポーツ基本法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

教育費、保健体育
費

学校施設環境改善交付
金(体育施設）（つづ
き）

⑪地域水泳プール(屋外)建
設事業
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

 3.学校給食施設の改築 【算出式】

 (1)単独校調理場 施設基準面積×建築単価 1/3 2/3

■設備基準金額

■各施設建築単価

Ｒ　271,200円/㎡

Ｓ　242,900円/㎡

Ｗ　271,200円/㎡

 (2)共同調理場 【算出式】

施設基準面積×建築単価 1/3 2/3

■設備基準金額

■各施設建築単価

Ｒ　341,500円/㎡

Ｓ　305,900円/㎡

Ｗ　341,500円/㎡

へき地学校分 【へき地の学校に係る補助率】

①2/3 ①1/3

～ ～

5.5/10 4.5/10

②5.5/10 ②4.5/10

～ ～

5/10 5/10

(1)危険建物の改築 学事課 臨時特定

●幼、小、中、義務教育 (一般) 1/3 2/3 ○

●中等教育学校(前期課程) 5.5/10 4.5/10

●特別支援学校

　

(2)不適格建物の改築 (一般) 1/3 2/3

●幼、小、中、義務教育

●中等教育学校(前期課程)

●特別支援学校 5.5/10 4.5/10

(3)津波移転改築

●幼、小、中、義務教育

●中等教育(前期課程) (津波避難対策緊急事業計画に記載 1/2 1/2

●特別支援学校 された事業に限る）

教育費・小学校
費・中学校費・特
殊学校費・幼稚園
費(離島、山村(財政力0.4未満)・過

疎）

(離島、山村(財政力0.4未満)・過
疎）

①新増築事業の補助率
(補助率1/2のもの)

②改築事業の補助率
(補助率1/3のもの）

・義務教育諸学校等の施設費
の国庫負担等に関する法律
・離島振興法
・過疎地域自立促進特別措置
法
・山村振興法
・へき地教育振興法公害の防
止に関する事業に係る国の財
政上の特別措置に関する法律
・地震防災対策特別措置法
・地震財政特別措置法
・学校施設環境改善交付金交
付要綱

学校教育施設等整備事業
債

学校施設環境改善交付
金（校舎耐震など）

学校施設環境改善交付
金（給食施設）（つづ
き）
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

(4)地震改築事業 (一般) 1/3 2/3

●幼、小、中、義務教育 1/2 1/2

●中等教育(前期課程)

●特別支援学校

(5)不適格改築事業 (一般) 1/3 2/3

●幼、小、中、義務教育 1/2 1/2

●中等教育(前期課程)

6.耐震補強事業 耐震補強　　　　    　　（一般） 1/3 2/3

●幼、小、中、義務教育

●中等教育(前期課程)

●特別支援学校

財政力指数が1.00を超える市町村

2/7 5/7

(地震防災緊急事業五箇年計画に基 1/2 1/2

づくもののうちＩｓ値0.3未満等の

もの）

(地震による倒壊の危険性が高いもの） 2/3 1/3

7.長寿命化改良事業 1/3 2/3

予防改修については、建築後20年

以上40年未満であるもの又は長寿

命化事業後20年以上経過したもの

8.大規模改造事業 1/3 2/3

財政力指数が1.00を超える市町村

2/7 5/7

(一般) 1/2 1/2

(離島・過疎) 5.5/10 4.5/10

　(小、中、義務教育学校)

(地震対策緊急整備事業計画に基づ
くもの）

(地震防災緊急事業五箇年計画に基
づくものでＩｓ値0.3未満かつ補強
が困難であるもの）

●特別支援学校

学校施設環境改善交付
金（校舎耐震など）
（つづき）

●小、中、義務教育、中等
教育学校(前期課程)　の非
木造校舎・屋体

●幼、小、中、義務教育、
中等教育(前期課程)、特別
支援学校(幼、小中学部))

構造体の劣化対策を要する建築後
40年を経過したもの　(幼、小、中、義務教

育、中等教育(前期課程)、
特別支援学校）

老朽改造については、建築後20年
を経過したもの　(幼、小、中、義務教

育、中等教育(前期課程)、
特別支援学校)

9．学校統合に伴う施設改
修事業
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

10.特別支援学校整備事業

①特別支援学校 改築、改造 1/3 1/3

改修 1/2 1/2

新増築 1/2 1/2

11．公害防止工事 (一般) 1/3 2/3

(離島) 5.5/10 4.5/10

12.へき地寄宿舎・教員宿舎 (へき地) 1/2 1/2

(離島・過疎) 5.5/10 4.5/10

13.屋外教育環境整備事業 1/3 2/3

14.木の教育環境整備事業 1/3 2/3

15.地域・学校連携施設整
備事業

複合化推進型 1/3 2/3

16.幼稚園施設整備事業 新増築、改築、改造 1/3 2/3

　(幼稚園)

17.防災機能強化事業

防災機能強化に資する工事等 1/3 2/3

1/3 2/3

18.太陽光発電等導入事業 1/2 1/2

②特別支援学校(幼・高等
部)

　(幼、小、中、義務教
育、高、中等教育、特別支
援学校)

　(幼、小、中、義務教
育、中等教育(前期課程)、
特別支援学校)

　(小、中、義務教育、中
等教育(前期課程)、特別支
援学校)

　(小、中、義務教育、中
等教育(前期課程)、特別支
援学校)

①幼、小、中、義務教育、
中等教育(前期課程)、特別
支援学校

②高校・中等教育学校(後
期課程)

防災機能強化に資する工事等のう
ち、屋外防災施設のみ

　(幼、小、中、義務教
育、中等教育(前期課程)、
高校(産業教育施設のみ)、
特別支学校、共同調理場)

学校施設環境改善交付
金（つづき）
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

1/3 2/3

○ 学校施設環境改善交付金交付
要綱

学事課
教育企画課

教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定

1/2 1/2

財政力指数が1.00を超える市町村

2/7 5/7

ア教育内容及び方法の多様
化等に適合させるための建
物の内部改造に係る工事

イ法令等に適合させるため
の施設整備工事

ウスプリンクラーの設置
（特別支援学校の寄宿舎に
係るものに限る。）

エ空調設置工事

オ障害児等対策施設整備工
事

カ防犯対策施設整備工事キ
その他文部科学大臣が特に
認めるもの

地域に学ぶ人権学習推
進事業費補助金

市町が実施する人権課題解
決についての学習活動に要
する経費

一講座/＠80千円を限度 1/3 2/3 × 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱

人権教育課

－

教育費、社会教育
費

臨時特定

建物の保有面積が2,000㎡以上
の小学校、中学校、義務教育
学校、中等教育学校の前期課

学校施設環境改善交付
金
大規模改造（質的整
備）

小学校、中学校、義務教育
学校、高等学校、中等教育
学校、特別支援学校及び幼
稚園の建物等並びに共同調
理場の大規模改造で次に掲
げる質的整備に要する経費
（高等学校及び中等教育学
校の後期課程にあってはア
に掲げるもののうち学習系
ネットワーク円滑化工事に
限り、幼稚園にあってはア
に掲げるもののうち学習系
ネットワーク円滑化整備工
事を除き，共同調理場に
あってはエに掲げるものに
限る。アに掲げるもののう
ち学習系ネットワーク円滑
化整備工事については令和
２年度補正予算（第３号）
に係る事業に限る。）

事業に要する経費
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６　教育委員会所管

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

外国人児童生徒等に対
する教育支援事業（公
立学校における帰国・
外国人児童生徒等に対
するきめ細かな支援事
業

日本語指導が必要な外国人
児童生徒に対する支援に要
する経費

予算の範囲内 1/3 1/3 1/3 △ 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱・教育支援体
制整備事業費補助金交付要綱

人権教育課

－

教育費・教育総務
費

臨時特定

日本語指導支援推進校
事業

日本語指導が必要な外国人
児童生徒に対し、日本語指
導支援員を配置し、日本語
指導の実施に要する経費の
一部を補助

予算の範囲内 1/2 1/2 × 令和３年度兵庫県教育委員会
交付金交付要綱

人権教育課

－

教育費・教育総務
費

臨時特定

補習等のための指導員
等派遣事業

スクール・サポート・ス
タッフ配置事業

予算の範囲内 1/3 2/3 △ 教育支援体制整備事業費補助
金（補修等のための指導員等
派遣事業）交付要綱

教職員課

－

教育費・教育総務
費

臨時特定

公立学校情報機器購入
事業

①地方財政措置算定分（児
童生徒３人に１台）を超
え、児童生徒１人１台分
（児童生徒３人に２台）の
学習者用コンピュータ等の
新規整備又は更新に要する
経費
※情報機器の運搬費、情報
機器の設置・据え付け費を
含む
②生徒の学習者用コン
ピュータ等の新規整備又は
更新に要する経費

事業に要する経費
１台４．５万円を上限（１台４．
５万円を下回る場合は実費）とす
る。

定額 ○ 公立学校情報機器整備費補助
金交付要綱

教育企画課 教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定

公立学校情報機器リー
ス事業

①地方財政措置算定分（児
童生徒３人に１台）を超
え、児童生徒１人１台分
（児童生徒３人に２台）の
学習者用コンピュータ等の
新規整備又は更新に要する
経費
※情報機器の運搬費、情報
機器の設置・据え付け費を

事業に要する経費
１台４．５万円を上限（１台４．
５万円を下回る場合は実費）とす
る。

定額 ○ 公立学校情報機器整備費補助
金交付要綱

教育企画課 教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定
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歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
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地　方　債

補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法

根　拠　法　令　等

家庭学習のための通信
機器整備支援事業

児童生徒が、学校教育活動
の一環として行う家庭にお
ける学習活動等において、
インターネットを利用する
ために必要となるインター
ネット回線への接続機能を
有する可搬型通信機器（モ
バイルWi-
Fi ルーター、USB 型LTE
デー
タ通信機器（USBドング
ル）、SIMカード）の貸与

事業に要する経費
１式１万円を上限（１式１万円を
下回る場合は実費）とする。

定額 ○ 公立学校情報機器整備費補助
金交付要綱

教育企画課 教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定

学校からの遠隔学習機
能の強化事業

遠隔学習を行うために使用
する設備（カメラ、マイ
ク、これらの附属品。）の
購入費
※設備の運搬費、設置・据
え付け費を含む

事業に要する経費

1/2 1/2 ○ 公立学校情報機器整備費補助
金交付要綱

教育企画課 教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定

ＧＩＧＡスクールサ
ポーター配置促進事業

ICT 環境整備の設計や使用
マニュアル（ルール）の作
成などを行うためのICT技
術者の配置に要する経費
（人件費、旅費、消耗品
費、印刷製本費、通信運搬
費、雑役務費等）

事業に要する経費

1/2 1/2 ○ 公立学校情報機器整備費補助
金交付要綱

教育企画課 教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定

GIGAスクール運営支援
センター整備事業

ICT運用支援（ヘルプデス
クの開設準備等）やネット
ワークの一斉点検・応急対
応などを行うための体制の
整備に要する経費（人件
費、旅費、委託料、備品購
入費、消耗品費、印刷製本
費、通信運搬費、雑役務費
等）

事業に要する経費 （連携等
実施型）
　1/2

（連携等
実施型以

外）
　1/3

1/2

2/3

○ 公立学校情報機器整備費補助
金交付要綱

教育企画課 教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定

学校のICTを活用した
授業環境高度化推進事
業

地方財政措置算定分（普通
教室の数等）を超える
①遠隔授業及びハイブリッ
ド教育の充実等のオンライ
ン学習を本格化させるため
の指導用コンピュータの整
備に要する経費
②ICTを活用した授業環境
の高度化に資する機器の整
備に要する経費
※機器の運搬費、情報機器
の設置・据え付け費を含む

事業に要する経費 1/2 1/2 ○ 公立学校情報機器整備費補助
金交付要綱

教育企画課 教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定

感染症対策等の学校教
育活動継続支援事業

教育活動を継続するため、
感染症対策等を徹底する取
組、教職員の研修を支援す
る取組及び児童生徒の学び
の保障をするための取組に
必要となる経費を補助
する。

児童生徒の人数に応じた補助上限
額の範囲内

1/2 1/2 ○ 学校保健特別対策事業費補助
金交付要綱

義務教育課 教育費、小学校
費、中学校費

臨時特定
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特別支援学校スクール
バス感染症対策支援事
業

特別支援学校のスクールバ
スにおける感染リスクの低
減を図るため、学校設置者
が実施する取組に係る経費
を補助する。

事業に要する経費 1/2 1/2 ○ 学校保健特別対策事業費補助
金交付要綱

特別支援教育課 教育費、特別支援
学校費

臨時特定

公立学校入出力支援装
置購入事業

障害により情報機器の入出
力自に困難を抱えた児童生
徒のための支援装置の整備
に要する経費で大臣が認め
る経費

事業に要する経費
・個別の入出力支援装置の下限額
を１万円とする。

定額 ○ 公立学校情報機器整備費補助
金交付要綱

特別支援教育課 教育費、小学校
費、中学校費、特
別支援学校費

臨時特定

公立幼稚園感染拡大防
止対策事業

新型コロナウイルス感染症
対策として、国公立幼稚園
に配布する保健衛生用品の
購入に要する経費の一部を
補助する

事業に要する経費
・上限50万円／園

1/2 1/2 △ ・教育支援体制整備事業費交
付金
・新型コロナウイルス感染症
対策事業費補助金交付要綱

義務教育課 教育費、幼稚園費 臨時特定

園務改善のためのICT
化支援事業費補助

幼稚園業務の支援システム
の導入を推進し、多岐にわ
たる幼稚園教諭の業務負担
の軽減や、ICT の活用によ
る教育の質の向上を図るた
めに必要な経費を補助す
る。

事業に要する経費
・上限100万円／園

3/4 1/4 △ ・教育支援体制整備事業費交
付金
・新型コロナウイルス感染症
対策事業費補助金交付要綱

義務教育課 教育費、幼稚園費 臨時特定
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